




はじめに

大学教育総合センター長 

玉　真之介

『 試練 』
大学教育総合センター ( 平成 17年度までは大学教育センター ) は、

平成16年4月の岩手大学法人化と共に誕生しました。当初、センター
に期待されたのは、全学共通教育改革と組織的な FD推進の 2つで
した。
前者は、平成 12年度から全学部担当体制として再出発した全学共

通教育を、実施体制の面でも、カリキュラムの面でも、さらに実質
化の方向へと前進させることでした。かつての学士課程教育には、教養教育と専門教育に「断
絶」がありました。法人化の下で、本学の教育目標である「教養教育と専門教育の調和」を
達成するためには、全学共通教育に対する「全学的に共通の関心と責任・協力」の体制が必
要だったのです。
しかしそれは、専門教育のみに携わってきた多くの教員には、一方的に教育負担増を強い

るもののように受け取られた観があります。この結果、平成 16年度末に提案された改革案
( いわゆるVer.3) に対しては、人文社会科学部を除く学部から強い反発が示されました。こ
うしてセンターは、発足 2年目にして大きな試練に直面したのです。

『 全学共通教育改革 』
「教養教育と専門教育の有機的連携」とは、専門教育中心のこれまでの学士課程教育を大
学院教育の充実とワンセットで、全学共通教育の比重を高めるものです。これに対して、研
究室や卒業研究での専門教育に自負を持つ多くの教員には、そのような改革の必要性があま
り感じられなかったのだと思われます。
しかし、それはやはり専門化、細分化が進む研究を優先した発想であり、「学士という学位」

に相応しい教育プログラムの提供が課題となる法人化後の大学教育を理解したものとは言え
ません。学位の質を保証するためには、入学時から一貫した教育カリキュラムが大学全体と
して有機的に編成される必要があります。
センター運営委員会では、全学共通教育改革案をめぐる議論がほぼ 1年半にわたって続け

られました。それは、岩手大学において学士課程教育を組み直すための歴史的な改革の過程
でした。この年次報告は、それを記録として残すために、平成 17年度と 18年度を分けずに、
運営委員会を中心として重要と思われる文書や議事録を収録しました。

『 組織的な FD 』
FD は、これまで「授業改善」と狭く捉えられているところがありました。センターでは

この 2年間、法人化後の岩手大学の教育は何を目指すかをテーマに、参加者が小グループに
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別れて学部を越えて議論することを中心に FD合宿を実施しました。それは、ワークショッ
プという参加型授業スタイルを体験するという意味も持っていました。
学生アンケートを全学共通教育の授業改善に活かす取組も、教育評価・改善部門によって

システムとして確立され、優秀授業の表彰も定着しました。これからは、学生アンケートの
結果を組織的な授業改善に活かす方法の開発が課題となっています。

『 大学教育センターの総合化 』
平成 18 年度から大学教育センターは大学教育総合センターへと拡充されました。入試部

門、学生生活支援部門、就職支援部門が新たに加わり、6部門の大組織へと生まれ変わりま
した。縦割りの連携を欠いた委員会方式ではなく、学士課程教育を入口から出口まで有機的
に結びついた一貫したものへ再構築するという理念に基づいた改組です。
東北大学、山口大学、愛媛大学など先行する大学はありますが、それでも全国的に見れば

新しい試みです。入試の情報を教育へ、就職支援の情報を教育へ、学生支援の情報を教育へ。
「教育、教育、教育」という大学作りに向けて、センターの 3年目の挑戦ははじまりました。
ボランティア活動の単位化などは、その最初の成果です。

『 センターへの風圧 』
運営費交付金が減る、教職員が減る、受験生が減る、という縮小社会の大学にあって、大

学教育総合センターは、組織を拡大し、人員を増やしてきました。それに対する風当たりは、
かつて概算要求によって設置された留学生センターなどとは比べものにならないほど強いも
のでした。時にその風圧は専任教員や学務部の職員に直接向かうこともありました。
それに対して、4人の専任教員、副センター長、教育評価・改善部門長、そして学務部職

員は、法人化後のセンターに課せられた大きな使命に応えるべく結束して課題に取り組んで
きました。様々な課題の準備は深夜や土日にまで及ぶこともしばしばでした。センター長と
して、風圧の壁になり、その辛苦と努力に報いることがどれほどできたか、心許ない限りです。

『 ESD「学びの銀河」の旗印のもとに 』
岩手大学は、ESD「学びの銀河」という旗印を立てました。この評価は、随分先になって

定まるものと思います。おそらくその意義は、思春期にある学生が直感的に理解するものと
思います。ともかく、この旗印によって、教育という分野における地域連携に岩手大学は取
り組むと共に、世界の大学とも積極的に連携を図ることができます。
地域に、世界に発信を強め、また中身を作っていく取組に、全力を注ぎたいと思います。
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平成１７年度　大学教育センター　スタッフ

氏　名　 所　属　
センター長（〜６月） 進藤　浩一 理事 ( 学務担当 )・副学長
センター長（６月〜） 玉　真之介 理事 ( 学務担当 )・副学長
副センター長 岡田 　仁 人文社会科学部
センター専任教員 江本　理恵 大学教育センター
センター専任教員（１０月〜） 山崎　憲治 大学教育センター
センター専任教員（１０月〜） 福永　良浩 大学教育センター

センター専任教員 ( 併 )
後藤　尚人 人文社会科学部
中村　一基 教 育 学 部
石川　明彦 人文社会科学部

平成１７年度　大学教育センター運営委員会

氏　名　 所　属　
センター長（〜６月） 進藤　浩一 大学教育センター
センター長（６月〜） 玉　真之介 大学教育センター
副センター長 岡田　仁 大学教育センター

部門長
岡田　仁 全学共通教育企画・実施部門
中村　一基 教育評価・改善部門

センター専任教員 江本　理恵 大学教育センター
センター専任教員（１０月〜） 山崎　憲治 大学教育センター
センター専任教員（１０月〜） 福永　良浩 大学教育センター
センター専任教員 ( 併 ) 後藤　尚人 大学教育センター

副 学 部 長

高塚　龍之 人文社会科学部
村上　祐 教 育 学 部
長谷川　正之 工  学  部
木村　伸男 農  学  部

教務関係委員長

吉村　泰樹 人文社会科学部
長澤　由喜子 教 育 学 部
渡邊　孝志 工  学  部
谷口　和之 農  学  部

全学共通教育企画・実施部門選出教員 小林　睦
教育評価・改善部門選出教員 髙橋　壽太郎
学 務 部 長 畑中　文穂
( オブザーバー ) 石川　明彦 大学教育センター



平成１８年度　大学教育総合センター　スタッフ

氏　名　 所　属　
センター長 玉　真之介 理事 ( 学務担当 )・副学長
副センター長・
全学共通教育企画・実施部門部門長

岡田 　仁 人文社会科学部

教育評価・改善部門部門長 後藤　尚人 人文社会科学部

センター専任教員

山崎　憲治 全学共通教育企画・実施部門
永野　拓矢 入試部門
江本　理恵 教育評価・改善部門
福永　良浩 教育評価・改善部門

平成１８年度　大学教育総合センター　運営委員会

氏　名　 所　属　
センター長 玉　真之介 大学教育総合センター
副センター長 岡田　仁 大学教育総合センター

部門長
岡田　仁 全学共通教育企画・実施部門
後藤　尚人 教育評価・改善部門

副 学 部 長

井上　博夫　 人文社会科学部
村上　祐 教 育 学 部
長谷川　正之 工  学  部
高畑　義人 農  学  部

教務関係委員長

吉村　泰樹 人文社会科学部
押切　源一 教 育 学 部
成田　榮一 工  学  部
谷口　和之 農  学  部

学 務 部 長 畑中　文穂 学　務　部

( オブザーバー )

山崎　憲治 大学教育総合センター
永野　拓矢 大学教育総合センター
江本　理恵 大学教育総合センター
福永　良浩 大学教育総合センター
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 1 回）記録

日時：平成 17 年 4 月 8 日 ( 火 )　14:05 〜 15:15

場所：教育学部会議室

出席者：進藤、岡田、中村、石川、後藤、江本、高塚、村上、長谷川、木村、吉村、長澤、渡邊、谷口、高橋、畑中

欠席者：小林

審議に先立ち、平成 17 年度第 1 回の委員会開催にあたり、進藤委員長から挨拶があった後、各委員の自己紹介
があった。続いて、前年度第 7 回委員会の記録 ( 案 ) を確認し、了承した。

議題

1 大学教育センター専任教員の採用について

委員長から、資料 2 − 1 及び 2 − 2 に基づき、大学教育センター専任教員 ( 教授または助教授 )1 名及び平成 17
年度概算要求事項に係る教員 1 名を採用するため、1 つの教員選考委員会を設置したい旨の説明があった。委員
会のメンバーには、岡田副センター長、吉村、村上、長谷川、谷口委員を選出し、採用任期の明示方法など選考
委員会で検討願い、公募要項 ( 案 ) を次回の本委員会に提案願うこととした。概算要求事項に係る教員の選考につ
いては、当該プロジェクトの当事者と随時相談しながら進めることを了承し、「職務内容」については、もう少し
具体的に表現するよう求められた。

2 概算要求事項に係る仕様策定委員会の設置について

委員長から , 委員会の設置については、後藤委員を中心に検討願いたい旨が述べられ、後藤委員から資料 4 に
基づき、事業計画の概要について説明があった。

次いで、委員長から当該仕様策定委員会の委員として大学教育センターから、後藤、江本教員を、情報処理セ
ンターから中西教員及び加治技術職員、学務部から畑中学務部長及び福山教務情報係長を候補者とする提案があ
り、これを了承した。

3「特色 GP」の応募について

委員長から , 資料 4 に基づき、人文社会科学部から提出のあった「総合化を目指した教育システムの重層的展
開」を、大学として応募した旨の説明の後、高塚委員から山崎教員の退職により取組担当者になった旨が述べられ、
加えて、後藤委員からプログラムの概要説明があった。

人文社会科学部単独の取組は、大学改革の方向に逆行することにならないかとの意見が述べられたが、本取組
の考え方は、1 学部に限らずに学内に拡張できるシステムであるとの回答があった。

また、役員会等で全学的に確認するよう求められたほか、今回の取組は、財政的な支援は期待できないなどの
意見が述べられた後、応募を追認した。

4 その他

(1) 成績評価「保留」について

渡邊委員から「保留」の取扱についての検討状況について質問があり、委員長からもう少し先で検討したい旨
の意向が述べられた。

報告

1 平成 17 年度の転学科・転課程報告

委員長から、資料 4 に基づき、農学部の転学科結果が報告され、農学部委員からは、転科希望者が 7 名あり、
学士編入学試験程度の個別試験を課して選考した旨の補足説明があった。
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また、工学研究科で実施した転専攻については、工学部委員から「大学院学則で定めていない事項は、大学学
則を準用する。」との規定を受けて、工学研究科独自で規則を制定し、実施した旨の説明があった。

2 その他

(1)「全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案」説明会報告

委員長から、資料 6 に基づき、各学部で行った説明会において述べられた意見・要望等の報告があった。
資料中の文字 ( 特認教授を特任教授に ) 訂正をした後、各学部での検討資料として利用願いたいこと。また、骨

子案については、次回の委員会で検討したい旨の付言があった。
(2) 教育評価・改善部門報告

中村部門長から、16 年度前期授業の学生による授業評価アンケート結果に基づき、5 月 9 日から 13 日までの間、
各分科会毎の優秀授業を公開すること及び 6 月 6 日から 9 日までの間は、授業改善の一環として、全ての全学共
通教育の授業を学生の保護者等に一般公開することとした旨の報告があった。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 2 回）記録

日時：平成 17 年 4 月 26 日 ( 火 )13:15 〜 15:19

場所：人文社会科学部第 2 会議室

出席者：進藤、岡田、中村、石川、後藤、江本、高塚、村上、長谷川、木村、長澤、渡邊、谷口、横山 ( 小林代理 )、高橋、

　　　  畑中

欠席者：吉村

陪席：玉 ( 次期大学教育センター長予定 )

審議に先立ち、教育評価・改善部門の委員が確定したこと及び委員の交替に伴う第 1 回委員会資料 1 の修正版
を配付した後に、第 1 回委員会記録案を確認し、了承した。

議題

1 大学教育センター専任教員等の採用について

岡田副センター長から、資料 1 − 1 に基づき、大学教育センター専任教員 ( 教授 )1 名の採用に係る募集要項案
の説明があり、男女の区別なく、外国人の採用も考慮することを確認した上で、要項案を了承した。

さらに、岡田副センター長から資料 1 − 2 に基づき、平成 17 年度概算要求事業に係る教員 ( 助教授または講師 )1
名を採用するための募集要項案について、説明があり、要項案を了承した。

なお、委員長から、大学教育センターの助手定員を絡めて採用の任期を 5 年とするが、このためには助手分の
定員を使わないこと及び了承後は、学内、各国立大学及び科学技術振興機構を通じ募集することの付言があった。

2「全学共通教育の更なる発展へ向けて : 改革骨子案」について

委員長から , 資料 2 に基づき、前年度の第 7 回本委員会で、4 月下旬に学部の意見を持ち寄り検討することと
していた旨の説明があり、人文社会科学部からは口頭で、その他の学部からはそれぞれ書面に基づいて学部の意
見が述べられた。

委員長から、部門会議では、各分科会を通じて意見の遣り取りを行っているが、急いで結論を出す必要がある
ので、出された意見は、項目毎に意見を纏めて整理し、大学教育センターとしての考え方や回答を付して纏めた
い旨が述べられ、継続して審議することとした。

3 成績評価「保留」について

委員長から , 前年度の第 6 回本委員会で、来年度に検討することとしていた旨の説明があり、資料 3 に基づき、
事務部から提案のあった取扱案について検討し、これを了承した。

また、保留は、学生が別の授業を履修申告できないことに繋がるので、本来は「保留」は好ましいことではな
いこと及び保留の措置は教員が行うことを確認した。

さらに、定期試験等の答案は、学生に返さなくとも要求がある場合は、閲覧させなければならないので、5 年
間は答案を管理する必要がある旨を確認した。

4「現代 GP」について

委員長から、資料 4 − 1 及び 4 − 2 に基づき、今年度の「現代的教育ニーズ教育支援プログラム」に応募しよう
とする「知的財産関連教育の推進」及び「地域活性化への貢献 ( 広域展開型 )」の 2 つのテーマに係るプロジェク
トについて説明があり、原案を了承した。
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報告

1 教育評価・改善部門報告

中村部門長から、資料 5 − 1 に基づき、平成 17 年度当初に教育評価・改善部門で計画している事業について報
告があり、資料 5 − 2 で、5 月 9 日 ( 月 ) から 13 日 ( 木 ) まで行われる平成 16 年度前期優秀授業科目の授業公開
について報告があった。

2 その他

(1) 高大連携公開講座報告

委員長から、資料 6 に基づき、前期の 5 科目の授業に 3 つの高校から 12 名の高校生が参加している旨の報告
があった。

(2) ボランティア、課外活動等の取扱について

委員長から、前年度の第 6 回本委員会で、成績原簿に記載することについて了承されていることから、17 年度
後期から実施できるように、次回の本委員会に提案したい旨が述べられた。

(3) 次回の委員会開催

委員長から、次回は、「全学共通教育の更なる発展へ向けて : 改革骨子案」についての各学部の意見等を整理し
てから開催したい旨が述べられた。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 3 回）記録

日時：平成 17 年 6 月 2 日 ( 木 )16:30 〜 19:00

場所：学生センター会議室

出席者：進藤、岡田、中村、石川、後藤、江本、高塚、村上、長谷川、木村、吉村、長澤、渡邊、谷口、高橋、畑中

欠席者：小林

審議に先立ち、第 2 回委員会記録案について、委員長から、議題 4 の記録のうち、「地域活性化への貢献 ( 広域
展開型 )」は、申請を計画している「教員養成 GP」のものに類似しているため取り下げること及び報告 2(2) につ
いては、提案を次回に延期する旨の説明があり、記録を確認した。

また、長谷川委員から、議題 3 について、「保留」に限定し、誤解のないような成績報告の注意書きを記述して、
各教員に書面で周知願いたいとの希望が述べられ、これを了解した。

議題

1 岩手大学共通教育規則の一部改正について

委員長から、資料 1 に基づき、平成 17 年からの自由選択科目、高年次科目の開設に伴う改正の提案があり、事
務局からは、別表二では 3 科目とも一括の取扱に受けとられるが、「現代社会と著作権 ( 放送大学プロジェクト科
目 )」は、高年次科目としているので、さかのぼって適用できるよう提案する旨の補足説明があった。

また、別表二では科目を書ききれないので、今後は別紙「自由選択科目等特別科目の学生の適用入学年度一覧」
により、本委員会で決定する方法で取扱いたい旨の提案があり、これを了承した。

2「全学共通教育の更なる発展へ向けて : 改革骨子案」について

委員長から , 改革骨子案の方向性について、資料「岩手大学の中期目標・中期計画 ( 素案 )」との関連が述べら
れ、実施に向けての具体的な作業と並行して全教員担当体制を議論したい旨の説明があり、併せて、改革スケジュー
ル ( 案 ) の説明があった。委員からは、次のような意見が述べられた。

・改革骨子案に対する学部の意見が取り入れられていないことが、具体的体制の検討に入っても反映されな
いのではないかという不信に繋がっている。

・新分科会設置の前に行わなければならない議論を十分に行う必要があるので、18 年度からの改革は、時間
的に難しい。

・問題があるので、是非とも 18 年度から体制を導入したい。
・18 年度からの実施予定では、審議を急がなければならないので、課題をできるものとできないものを整理

して検討を進める方がよい。
・「全教員担当体制」は、分科会への登録がないと議論を進められない。
・学部の存続のために現状では、学部の専門教育を魅力あるものにすることが急務で、担当について、優先

順位を付けるなど学部毎に調整してもらいたい。
・検討方法は、学部からの意見に対し、大学教育センターが応えるという方法ではなく、論点を抽出して検

討するものではなかったか。
・体制について議論する具体的なものは、大学教育センターからも提案するが、学部からも提案願い、全教

員が関心を持ってもらうことから始めたい。
上記のような議論の後、改革スケジュール ( 案 ) のうち「新分科会の提案」事項のみが、了承された。
次に、資料「改革骨子案に対する意見のまとめ」について、注意して見て欲しい部分の説明があった後、改革

骨子案 (V.3) は過渡的な意見であることを確認したうえで、項目毎に検討した。
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「全体的事項」

クラスサイズの縮小は、担当する教員の増員に繋がり教員の負担になる。
「1 岩手大学共通教育の区分」

工学部から、「初期ゼミ」を全学共通教育科目に位置付けて欲しい旨の提案があり、今後検討することとした。
「2 岩手大学共通教育の意義と特色」

「イーハトーブ教育」は、一部の意見で、知名度が低い ......... 学部 ( 人文社会科学部、工学部、農学部 ) の教務
委員会を通じて出てきた意見

「3 全学共通教育の実施体制」

「実施体制」を「登録体制」と誤解されている可能性がある。
学部によっては、一部の分科会に集中し所属しても会議に出席しないなど無責任体制になる恐れがある。

「7 外国語教育の強化」

「履修形態を統一して実施する必要はありません。」は、4 学部が、統一する必要はないということで、学部毎
の履修制限を付けることが出来る。

工学部は、英語とそれ以外の外国語の履修単位数を 8 と 0 または 4 と 4 の選択とする。よって、全学的に、6
と 2 の組み合わせは行わない。

「10 環境教育科目の区分変更」

工学部から、「環境教育科目」を本学が重視しているからとの理由で、他の語学などと同様の共通基礎科目に位
置付けるのは無理があり、これまでのように教養科目としたい旨の意見があった。

「15 全学共通教育科目の開講年次」

工学部では、これ以上専門科目を 1 年次に履修させるのは無理で、それ以外の科目は、積み上げ式の科目しか
なく無理をすれば、教育が歪んでしまう。

「その他 : 全学共通教育の修得単位について」

現在の教育カリキュラムの中で、どこまでやれるのか工夫して実施する。
今後は、これらの意見を基に、更に内容を詰めることとした。

報告

1 教育評価・改善部門会議報告

中村部門長から、「全学統一拡張 Web シラバス」のフォーマットについて、検討中であり、次回の本委員会に
提案したい旨の報告があった。

2 その他

(1) 次回の委員会開催ついて

委員長から、日程調整のうえ、開催日を決めることが述べられた。
(2) その他

委員長から、退任に伴う挨拶があり、大学教育センター運営についての謝辞と引き続きの協力依頼が述べられた。



069

平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 4 回）記録

日時：平成 17 年 7 月 13 日 ( 水 )16:30 〜 18:38

場所：学生センター会議室

出席者：玉、岡田、中村、石川、後藤、江本、高塚、長谷川、木村、吉村、長澤、渡邊、谷口、小林、畑中

欠席者：村上、高橋

審議に先立ち、第 3 回委員会記録案について確認した。

議題

1 全学共通教育改革の進め方について

委員長から、資料 1 に基づき、全学共通教育改革について大学教育センターが中心になって検討してきたが、
18 年度から実施するには、議論する時間が足りないので、できることの検討は進めていくが、18 年度実施は断念し、
19 年度実施に向けて検討して行きたいとの提案があり、これを了承した。

工学部委員から、改革骨子案は、この委員会で十分に議論されていない旨の意見があり、委員長からは、次回
の本委員会で新分科会案を提案し検討をお願いしたい旨が述べられた。

また、大学の教養教育の理念と特色については、学務担当理事室で原案を検討し、岩手大学教育推進本部で審
議し策定する旨の付言があった。

2 岩手大学における全学共通教育の理念と特色について

委員長から , 資料 2 − 1 に基づき、全学共通教育については、「持続可能な開発のための教育」(ESD) を柱に据えて、
社会との関係を意識したものに変えて、今後中味を検討して行きたい旨の説明があった。

ついては、多くの機会をとらえて意見を求め多面的な議論を踏まえて、10 月頃に教育推進本部で決めたい旨が
述べられ、意見交換があった。

・国連の掲げるテーマを理念とすることで政治に関わりを持つものにならないかとの意見については、日本
政府のみならず日本 NGO も提唱したことであり、積極的に受けとめて推進していくことに問題はないと
の見解が示された。

・伝統を踏まえて大学の個性を出すことはよいが、人材養成の強調は、当たり前のことで個性になるのか、
ESD の「社会・文化」、「環境」、「経済」の 3 分野に分けると、ESD の理念からはずれないだろうかとの意
見には、地域の中で総合して社会を変えて行くような、実践に結びつく教育を志向しているとの説明があっ
た。

・ESD という既成のものを横糸として岩手大学の理念に取り込むのは、縦糸となる大学独自の理念が必要で
あるとの意見には、今後、論点として議論していくとの説明があった。

・岩手大学の教育目標の 5 点を抑えた上で、教育する側の考え方が必要である。全学共通教育企画・実施部
門で議論していく中で、大学の教育目標の 5 点にフィルター的なものを加味する必要があるとの意見が述
べられた。

また、委員長から、もう少し内容を詰めた上で全教員に通知し、教員からの意見を求めるとの説明があった。
3「全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案 (V.3)」に基づく平成 18 年度一部実施項目について

岡田全学共通教育企画・検討部門長から、資料 3 に基づき、具体的な提案説明があった。
(1) 高校の新指導要領により入学してくる 18 年度入学生について、情報科目の早期の単位認定が必要で、具体

的には情報分科会で検討してもらうとの説明があった。
議論の後、18 年度の早期認定は、応急的な措置であり、19 年度から本格的に対応する。また、工学部委員からは、

毎年度に提案するよう求められた。
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(2) 中期計画にある「オムニバス方式の学際的な授業科目における講義間の密接な連携を図る。」について、

総合科目分科会、環境科目分科会で検討して整ったもので可能なものは後期から実施する。

2 つの提案について、これを了承した。

4 拡張 Web シラバスの実施要項案について

教育評価・改善部門江本委員から、資料 4 に基づき、要項案について具体的な説明があった後、幾つかの質疑
応答があり、以下のことを確認した。

・教員が入力するのは、平成 19 年度からのシラバス、授業記録であり、強制ではないこと。
・実質的に教員が使えるように環境整備、人的な配慮が必要で、学習会の実施や使いやすい機能への改良な

どを予定していること。
委員長からは、実施要項の提案のとおり実施したい旨の提案があり、要項案を学部に持ち帰り、次回の本委員

会に学部で出された意見・質問等提供願うこととした。
5 その他

(1) ボランティア活動及び課外活動等の取扱いについて

委員長から、資料 5 に基づき、昨年度の本委員会の了承を受けて、実施するに当たり実施方法の説明があり、
今年度の後期から導入したい旨の提案があった。

以下の点を確認し原案を了承した。
・具体の実施では、課外活動は、サークルの主将等にも確認すること。
・ボランティア活動については、45 時間以上のものを取り上げること。
・中期計画にある「ボランティア等課外活動の単位化」の検討については、これから別途検討することとし、

現段階では、記録簿に載せるところまでとする。
(2) 大学教育センター運営費の平成 16 年度決算及び 17 年度予算案について

事務局から、資料 6 − 1 及び 6 − 2 に基づき決算報告及び予算案の説明があり、原案どおり了承した。
(3) 学生の自習室等の整備について

委員長から、資料 7 に基づき、平成 17 年度の岩手大学中期計画の「IT 教室を開放するとともに、図書館、自
習室等を整備し、自主学習を支援する。」について、本委員会の審議事項ではなかったが、検討する適当な審議機
関がないことから本委員会に検討の依頼があった旨の説明があり、本委員会の検討事項とすること及び達成の目
標時期を第 3 四半期とすることを了承した。

(4) 運営委員会の決定事項の確認について

学部委員から、学部の教授会で報告する際に、本委員会での決定事項なのか、更に全学的な機関で承認等の手
続きが必要とするものか不明なので、整理して欲しい旨の意見が述べられ、委員長から、本委員会の権限で決め
られるものについては、最終決定である旨をその都度確認して取り扱う意向が示された。

報告

1 全学共通教育企画・実施部門報告

岡田部門長から、本委員会で認められた新分科会の提案について、部門の拡大スタッフ会議で検討中であり、
次回の本委員会に提案したいこと。カリキュラムの国際化の検討について、国際交流センターと協同で両センター
のワーキンググループで検討すること及び高大連携講座において、授業担当教員に参加高校生の成績評価の報告
を依頼した旨の報告があった。

工学部委員から、この度作成された「大学教育センター年次報告 2004」の編集方針が、本委員会に諮られてい
ないとの指摘があり、次回からは本委員会での検討を経て作成することが確認された。

2 教育評価・改善部門会議報告

中村部門長から、資料 8 − 1 及び 8 − 2 に基づき、全学共通教育科目に係る学生による授業改善アンケートに基
づく平成 16 年度後期優秀授業の表彰を 7 月 19 日 ( 火 ) に行うこと及び今年度の前期授業についてもアンケート
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調査を行うこと。また、9 月に実施の FD 研修について、参加者の推薦を依頼した旨の報告があった。
3 専門教育関係連絡調整部門会議報告

玉部門長から、資料 9 に基づき、6 月 23 日 ( 木 ) に意見交換を行ったこと。専門教育関係連絡調整部門の任務
については、これまでの連絡調整に加えて、見直しや企画提案についても扱っていくことが報告された。

また、部門会議では 22 単位の履修制限等について 7 月下旬に審議を予定し、全学共通教育科目の非常勤講師手
当の削減分は、運営委員会で検討願いたい旨の報告があった。

4 その他

(1) 委員長報告

委員長から、資料 10 ー 1 及び 10 ー 2 に基づき、基礎教育センターの設置などで学生の取組支援に熱心な金沢
工業大学の視察について報告があった。また、資料 11 に基づき、理事室で検討している 3 学期 60 分授業の導入
について報告があった。

(2) 次回の委員会の開催について

第 5 回の本委員会の開催日程を、7 月 28 日 ( 木 ) 午後 3 時 30 分から開催することとした。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 5 回）記録

日時：平成 17 年 7 月 28 日 ( 木 )16:03 〜 18:18

場所：学生センター会議室

出席者：玉、岡田、中村、石川、後藤、江本、高塚、村上、長谷川、吉村、長澤、渡邊、谷口、高橋

欠席者：木村、小林、畑中

審議に先立ち、第 4 回委員会記録案について確認した。
先に事務局から 7 月 27 日に配付した記録 ( 案 ) の一部を修正し確認をお願いする旨の説明があった後、議題 2

の意見交換の内容のうち、2 行目「日本政府の提唱したことであり、...」を「日本政府のみならず日本 NGO も提
唱したことであり、...」と修正したほか字句の訂正があり了承した。

議題

1 大学教育センター専任教員人事について

岡田教員選考委員会代表から資料 1、1 − 1 及び 1 − 2 に基づき、大学教育センターの専任教員 2 名を採用する
ための選考委員会における選考経過及び最終候補者について説明があった後、最終候補者に係る質疑応答を行った。

委員会にオブザーバーとして出席している石川明彦委員をのぞいた出席者数の 3 分の 2 以上の承認を条件とす
る旨を確認し、投票の結果、山崎憲治氏、講師として福永良浩氏を承認した。また、面接時に教授は任期 5 年で再々
任はないこと、講師には再任はない旨及び両方とも採用は 10 月 1 日とする旨を申し渡したとの付言があった。

2 英語教育に対する全学協力体制について

委員長から , 非常勤講師手当の削減及び平成 19 年度から新カリキュラムに移行した場合の英語履修単位の増加
に対応する必要から、全学共通科目の全学教員担当体制に向けての対策として、平成 18 年度から英語の授業で全
学体制を導入したい旨の提案があった。

岡田全学共通教育企画・実施部門長から資料 2 − 1 及び 2 − 2 に基づき、英語授業について明らかにクラス担当
教員が不足するため、原書講読的なものを共通教育に活用し、週 1 回程度担当して欲しい旨の説明があった。

委員からは次のような意見が述べられた。
・共通教育とは別に専門分野の原書講読をほとんどの学部教員が担当し単位化しているので共通教育との統合性

　  は難しい。( 工 )
・学科においてだいぶ状況は異なるが、教員の英語力として英語は担当できるが時間の確保が難しい。( 農 )
・教員負担の問題があり、英語だけ取り上げて検討するのは難しい。( 農 )
・専門教育科目として卒業研究論文作成のため週 2 時間程度 15 回以上ボランティアで実施している。( 農 )
・卒業論文と共通教育で求める英語は異なると思われる。( 教 )
・全学共通教育改革を含めて英語教育担当を考えて欲しい。( 教 )
・専門教育科目のものを共通教育科目にそのまま単位を振替えるわけにはいかない。( 人 )
委員長からは全学部の意見を踏まえて、改めて提案する旨が述べられ、学部では授業の一部で英語を扱う科目

を含めて、英語教育の現状を調査いただくよう付言があった。委員からは非常勤講師手当の削減について非常勤
講師の効率的採用により、教育の質の維持を求める意見が出された。

3 拡張 Web シラバスの実施要項案について

委員長から前回の委員会で依頼していた実施要領案について、学部からの意見の収集を求めていたことについ
て意見の開陳があった後、仕様策定委員会で具体的に内容を練り上げて発注することとして要項案を了承した。

・人文社会科学部 : 教授会で、学内向けホームページで公表し、意見は直接大学教育センターに述べるよう紹介
　  した。
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・教育学部 : 特に意見は寄せられなかった。
・工学部 : 無駄な機能を付けて費用が高くなるのは好ましくないこと及び仕様策定委員会で専門的 ( 詳しい ) 知 

　   識をもった教員を通じて述べるかも知れない。
・農学部 : 学内向けホームページに掲載するので、意見は直接大学教育センターに寄せてもらうように周知した。

4 卒業見込証明書の交付時期の早期化について

委員長から、全学就職委員会より学生の就職活動支援のために本委員会に検討の依頼があった旨の説明の後、
全学就職委員会委員である渡邊委員から補足説明があった。

全学一括発行とするために事務局から提案された資料 3 による諸条件について、工・農学部は対応可能としたが、
その他の学部は持ち帰り検討したいとして、継続審議とした。

5 その他

(1) 新分科会の提案について

岡田全学共通教育部門長から、資料 4 に基づき、全学部でたたき台として検討していただくために新分科会の
構想の基準を本委員会に提案する旨の説明があった。委員長から提案について学部の教員の意見を収集してほし
い旨の依頼があった。工学部委員会から転換教育として初期ゼミなどを共通教育に含めてほしい旨の意見が述べ
られたが、委員長からどこでやるかは定まっていないので全教員担当体制の議論をからめて今後検討したいとの
回答があり、さらに全学教員が分科会に入る必要があるものを作り上げるために今回提案した旨の付言があった。

(2) 転学部の検討について

委員長から、今回の議題から取り下げる旨が述べられた。
(3) 高大連携「ウインターセッション」の計画について

委員長から「平成 16 年度第 5 回大学教育センター運営委員会」の記録により、本年度の同事業については工・
農学部が中心となって企画願いたい旨が述べられたが、農学部委員から申し送られていないとの疑義が述べられ、
委員長から、事実の確認等を踏まえて学部で計画願いたいとの依頼があった。

(4)「全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案 (v.3)」の議論について

工学部委員から新分科会の提案について、学部に諮るけれど、先に提案のある「全学共通教育の更なる発展を
目指して : 改革骨子案 (v.3)」の議論を進めながら分科会についても議論を進めることについて確認が求められ、
次回以降そのように進めることとなった。

報告

1 全学共通教育企画・実施部門報告

岡田部門長から、資料 5 に基づき、「岩手大学高大連携講座」の協定締結高校について、新たに 7 月 6 日に盛岡
市立高校及び市内の私立 5 高校と締結し、後期の全学共通教育科目の授業から参加する旨の報告があった。

前回の本委員会で了承された「情報科目の早期単位認定」については、情報分科会で検討を進めていること及
び「オムニバス授業科目の講義間の密接な連携を図ること」について、該当する科目の分科会で検討を始めた旨
の報告があった。

2 教育評価・改善部門会議報告

中村部門長から、資料 6 に基づき、9 月 1・2 日に開催する FD 研修実施要項 ( 案 ) について説明があった。
3 その他

(1) 現代 GP について

委員長から本学から申請したプログラムについて 7 月 21 日に面接審査が行われた旨の報告があった。
(2) 次回の委員会の開催について

委員長から 9 月中旬に開催したい旨が述べられた。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 6 回）記録

日時：平成 17 年 9 月 14 日 ( 水 )15:02 〜 18:12

場所：学生センター会議室

出席者：玉、岡田、中村、後藤、江本、高塚、長谷川、吉村、長澤、渡邊、谷口、小林、高橋、畑中

欠席者：石川、村上、木村

審議に先立ち、第 5 回委員会記録案を確認し、了承した。

議題

1. 岩手大学学則等の一部を改正する学則 ( 案 ) について

委員長から資料 1 − 1 〜 5 に基づき、大学設置基準等の一部改正に伴う学則及び学内規則等の一部改正案につ
いて提案があり、事務局から具体的な対象外国大学日本校の紹介と大学院学則については、入学資格 ( 第 24 条及
び第 25 条 ) に項目を追加する旨の補足説明があった。

原案を了承した後、委員長から 10 月の教育研究評議会に諮る旨の付言があった。
2. 全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案 (v.3) について

　−新分科会について−

委員長から、改革骨子案の検討を再開する旨の提案があり、後藤委員からは資料 2 − 2 に基づき、改革骨子案
に対する学部の意見に対する大学教育センターの見解のまとめが説明された。

工学部委員から、問題となる項目を順次洗い出し、本委員会で議論して確定してはどうかとの提案を受けて、
理念の議論は棚上げしておき、具体的項目を検討することとした。

「1. 岩手大学全学共通教育の区分」

委員から以下のような意見が出された。
・転換教育の共通部分の検討が必要である。
・全学共通教育の方向によって教育内容が変わってくるので、担当はそれぞれの学部で行うが、位置づけは全学

　  共通教育としてはどうか。
・委員長から当日配付資料に基づき、愛媛大学の例を掲げ、スタディースキルなどの共通する教育は全学共通教

　  育としているとの紹介があった。
委員長から、転換教育を専門教育とするか全学共通教育とするかを、次回以降に提案検討したい旨が述べられた。

「2. 全学共通教育の実施体制」

委員から以下のような意見があった。
・教育の担当・責任の部分が不明確なままで、なし崩し的議論はできない。
・今までの共通教育のかなりの部分を人文社会科学部に依存している経緯を踏まえて議論する必要がある。
・共通教育の責任・負担体制を明確にしてほしい。学部のバックアップ無しには共通教育の担当はできない。
・委員長から、授業の負担について数値的資料を提出して次回以降に議論するが、全教員が共通教育に関心を持

　  つというコンセンサスを得たい旨が述べられた。
新分科会の提案について本委員会での議論を優先すべきで、ただちに教員個々に意見を求めるような方式には

疑問があるとの意見に対し、岡田副センター長から、全学の教員に大学教育センターで考えている案を見てもら
うことが趣旨であり、本委員会の議論が優先されるとの経過説明があった。

その他の項目についても、次回以降の継続審議とした。
3. 転学部について

委員長から、資料 3 − 2 に基づき、今年度の中期計画事項であり、また監事からの意見もあったもので、実施
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に向けた検討をしたい旨の提案があり、転学部についての考え方、実施のスケジュールの試案が説明され、意見
交換があった。

・転学部希望者はごく稀だろうが、制度を作っておくこと自体はあっても良い。
・転学部の資格は各学部で検討し、受け入れの基準・条件は、学部、学科によって違ってくるはずである。
・転学部前の修得単位を各学部の履修単位にどこまで認めるか検討する必要がある。
継続審議として、試案を学部に持ち帰り、その下の規則を検討して結果を次回以降に報告願うこととした。

4. 成績評価の適正化について

委員長から、資料 3 − 1 に基づき、中期目標では本年度で達成しなければならない事項としているが、教育評価・
改善部門で問題を整理し、次回以降に原案を提案して検討したい旨の説明があった。

工学部からは、授業の現状を分析・把握する目的で 15 年度後期、16 年度分について授業実施回数、成績評価
を調査し授業実施報告書を作成した旨の報告があった。

委員長から、平成 13 年度の教育協議会のワーキンググループにおける検討状況の説明があった後、全学統一拡
張 web シラバスの開発の進展状況に合わせて今年度に実施できるものは実施したい旨の付言があった。

5. その他

(1) 英語教育に対する全学協力体制について

前回の委員会以降提供された学部の意見に加えて、
・転換教育の共通教育への導入はできないが、英語教育は良いという議論はおかしい。
・専門教育としている英語をそのまま教養科目にできるのか、両者は、同じものではないので、それを単位とし

　  て共通教育に取り込めるものではない。
などの意見があった。
委員長から、継続審議として次回には具体的案を提案したい旨の発言があり、趣旨についても継続して検討す

ることとした。
(2) 卒業見込証明書の早期交付について

委員長から前回の委員会で学部持ち帰り検討をお願いしていた旨の説明の後、教育学部から、3 年次までの取
得単位数と卒業研究の着手を条件にし、他の表記は人文社会学部と同様とする旨が提案された。

原案を了承し、成績提出の遅れが卒業見込証明書交付の遅れる原因になるので全学的協力が求められた。
(3) 高大連携「ウィンターセッション」の計画について

前回の委員会で工・農学部で、検討をお願いしていたもので、工学部からはワーキンググループで検討中であ
る旨の説明があった。

(4) 後期全学共通教育科目の授業公開について

委員長から、資料 5 に基づき、後期の授業公開について提案の後、中村教育評価・改善部門長から実施計画、
広報の仕方について補足説明があり、原案を了承した。

(5) 非常勤講師の削減計画について

委員長から資料 6 に基づき、組織検討委員会で非常勤講師手当を 5,000 万円削減する期間を、第 1 期中期目標・
中期計画中の期間とし、18 年度については 10% 削減することが了承された報告があり、18 年度及び 19 〜 21 年
度に分けて採用計画の提出が求められる旨の説明があった。

・18 年度の削減には非常勤講師旅費分も含まれる。
・共通教育については 18 年度に改革が実施されないので 10% 削減は厳しい状況である。特に、英語のクラス

　  は減らさないのに非常勤講師を減らすというのでは実施は難しい。
・学部には 3% の削減補助があるのに、共通教育にはない上に削減するというのは厳しいので組織検討委員会に

　  再提案してほしい。
・予算の効率の良い使い方を要望すべきである。
などの意見があった。
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報告

1. 東北・北海道地区一般教育研究会報告

岡田副センター長から、資料 7 に基づいて報告があった。
2. 全学共通教育企画・実施部門報告

( 報告事項から取り下げられた。)
3. 共通教育評価・改善部門報告

中村部門長から資料 8 に基づき、9 月 1 日 ( 木 )、2 日 ( 金 ) に実施した FD 合宿研修会について、提出されたア
ンケートの集計結果も含めて報告があった。

4. 愛媛大学視察報告

委員長から、資料 9 及び当日配付資料に基づき、愛媛大学の教育活動の状況が報告された。
5. その他の報告

(1) 仕様策定委員会報告

後藤委員から当日配付資料に基づき、全学統一拡張 web シラバス・システムの仕様策定作業の経過と今後の稼
働までの予定が説明された。

(2) 現代 GP について

委員長から応募の事業が採択された旨の報告があり、プログラムの概要について説明があった。
また、地域連携推進センターの佐藤祐介教員が中心となって実施していく事業であるが、共通教育、専門教育

の両方について協力が求められた。
畑中委員から、事業として開設する新しい授業科目の時間割への組み入れについて後期の間に検討して欲しい

旨の発言があった。
(3) 第 7 回運営委員会の開催について

委員長から 10 月中旬に予定する旨が述べられた。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 7 回）記録

日時：平成 17 年 10 月 19 日 ( 水 )15:05 〜 18:05

場所：学生センター会議室

出席者：玉、岡田、中村、山崎、後藤、江本、福永、長谷川、吉村、長澤、渡邊、谷口、小林、高橋、畑中

欠席者：石川、高塚、村上、木村

審議に先立ち、第 6 回委員会記録案を確認し、議題 2「1」委員からの意見中 4 行目「ステータススキル」を「ス
タディースキル」に、報告 5(1)「後藤委員会から」を「後藤委員から」にそれぞれ字句を訂正して了承した。

また、英語教育に対する全学協力体制について、人文社会科学部と教育学部の意見の提出を求められ、次回に
提供することとした。

議題

1. 大学教育総合センター構想 ( 案 ) について

委員長から資料 1 に基づき、大学教育の入口から出口まで全体の連携を図る必要があり、委員会形式から組織
のスリム化を図ること、センター会議は学部長等連絡会的位置付けとすること及び各部門長は、当面センター長
が兼ね、将来は別の者を選出する予定であるなどの説明があった後、構想 ( 案 ) について種々意見が述べられた。

検討の結果、運営委員会には必要に応じて課長の出席を求めるほか、運営委員会の効率的審議や学部意見を反
映させるために、副学部長の外に各学部選出委員 1 名の参加を求めるという修正を加えた上で、案を了承した。

続いて、入試部門に専任教員 ( 教授職 )1 名を採用するについて、現行の運営委員会規則を準用して、次回の入
学者選抜全学委員会の了承を条件に、教員選考委員会の設置や選考方法の進め方を了承した。

2. 全学共通教育改革骨子 (V.3) について

委員長から、前回の委員会では、転換教育を共通教育に区分する提案について、各学部で異なった取扱いの意
見も出されたが、資料 2 に基づき、転換教育を共通教育と専門教育の重複領域として全教員担当体制を実施する
際は、持点制で考慮する提案が述べられた。

各学部からは
・山口大学や愛媛大学の例からも、全学共通教育に区分する方がよい。
・学部の専門性に継がるものだから、専門教育の方が好ましい。
・増える負担の割合は、既に実施している人文社会科学部もその他の学部も両方カウントすべきではないか。
・全教員担当体制を整えるためには、共通教育に入れた方がよい。
・学部で既に実施している転換教育は、議論の対象から除外して考えたい。
・転換教育は専門性を出さずに、一般的にした方がやり易い。
・中期計画と全教員担当体制は切り離して議論したい。
・学部では、共通教育を学部の適任者に担当してもらい、その分の教育負担を学部 ( 組織 ) としてバックアップ

　  しているので、持点制とは合わない。
審議の結果、転換教育の内容と区分について、本日の議論を踏まえて大学教育センターとしてさらに検討する

こととし、継続審議とした。
また、委員長から、「英語教育モニター教員の募集」について、説明があったが、「モニター教員」の名称は適

当でなく、募集の趣旨を含めて、再考するよう求められた。
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3. 転学部について

前回の委員会で、学部持ち帰りとしていたもので、学部での検討結果を報告いただき、全学部で実施する旨を
確認した。更に学部においては、転学科の規則を準用して実施に必要な規則を整備し、実施できる状態にしてお
くこととした。

また、全学的な転学部の規則 ( 案 ) を、簡潔な内容のもので次回までに提案することとした。
4. 知的財産教育科目について

委員長から資料 4 に基づき、現代 GP として採択された事業補助金の交付決定があった旨の報告の後、知的財
産教育の授業科目について検討したい旨の説明があり、急いで検討する必要があるが、共通教育科目分は人文社
会科学部及び工学部と調整し、専門教育科目は地域連携センターと調整したうえで提案することとした。

5. 国連大学グローバルセミナー参加者の単位認定について

委員長から資料 4 に基づき、単位認定についての要望があったこと及び来年度以降も開催され、参加者を増や
したい意向が述べられ、科目名や単位認定 (「合」の標号 ) について、環境分科会で検討してもらいたい旨の提案
があった。

事前の認定基準の明確化及び手続きの整備が求められたが、分科会で時間数、レポート等を審査した上で、判
定してもらうこととした。

報告

1. 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田部門長から資料 5 に基づき、9 月 29 日 ( 木 ) 開催の第 2 回部門会議について、報告があった。
成績評価について、大教センターから指針を出してほしい旨の要望があり、専門教育関係連絡調整部門と連携

しながら確定したい旨が述べられた。
2. 平成 17 年度中期計画の達成状況報告

中村教育評価・改善部門長から資料 6 に基づき、該当事項の進捗状況について、点検評価委員会に提出した旨
の報告があった。

3. 現代 GP の全学的取組状況報告

委員長から議題 4 で報告した旨が述べられ、ワーキンググループによる具体的運用計画の検討を始めた旨の付
言があった。

4. その他

(1) ボランティア活動及び課外活動等の取扱いについて

委員長から第 4 回本委員会で了承された取扱いについて、課外活動では活動学生名簿を顧問に確認してもらう
時に併せて、対象学生に、記載について最終確認をする手続きを入れることが報告された。

また、ボランティア活動については、学生個々に意向を確認しないことの付言があった。
なお、検討を重ねるのは、活動を単位化するステップに結びつけるための検討をする意向であることが確認され、

ボランティアは単位化にそぐわないとの意見には、ボランティア活動を奨励する意向がある旨が述べられた。
(2) 誓約書、保証書について

委員長から資料 7 に基づき、留学生の保証人となる教員に授業料等の経費的負担を負わせられないという考え
から、全学学生委員会の了承を得た上で文言を追加する旨の説明があった。

また、大学院生にも適用される旨の付言があった。
(3) 山口大学現代 GP 及び岩手大学論講義報告

委員長から資料 8 − 1 及び 8 − 2 に基づき報告があった。

次回の委員会開催

次回以降は、毎月第 3 水曜日の午後 3 時から開催する提案があったが、一部の学部委員の授業時間に重なるこ
とから、不可能として改めて日程調整することとした。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 8 回）記録

日時：平成 17 年 11 月 16 日 ( 水 )15:02 〜 17:38

場所：学生センター会議室

出席者：玉、岡田、中村、山崎、後藤、江本、福永、高塚、村上、木村、吉村、長澤、渡邊、谷口、小林、高橋、　

　　　　畑中

　　　（議題 3 に関連して）砂山人文社会科学部長

欠席者：石川、長谷川

審議に先立ち、第 7 回委員会記録案を確認し、議題 1 の 2 行目「し、」を削除、「スリム化を図ること。」を「ス
リム化を図ること、」に訂正及び議題 2 の議題「改革骨子 (Vol.3)」を「改革骨子案 (V.3)」に訂正して了承した。

議題

1 国立大学法人岩手大学学則の一部を改正する学則 ( 案 ) 等について

委員長から資料 1 − 1, − 2 及び 1 − 3 に基づき、国立大学法人岩手大学学則の一部を改正する学則 ( 案 )、岩手
大学専攻科規則の一部を改正する規則 ( 案 ) 及び岩手大学編入学取扱規則の一部を改正する規則 ( 案 ) について提
案があり、事務局から専攻科規則の一部を改正する規則 ( 案 ) は、既に教育学部で検討して了承しているなどの改
正 ( 案 ) 毎に補足説明があり、審議の結果、原案を了承した。

また、委員長から、本案については、次回の教育研究評議会に提案する旨の付言があった。
2 岩手大学大学教育センター規則の一部を改正する規則 ( 案 ) について

委員長から、資料 2 − 1, − 2 及び 2 − 3 に基づき、岩手大学大学教育センター規則の一部を改正する規則 ( 案 )、
岩手大学大学教育センター運営委員会規則の一部を改正する規則 ( 案 ) 及び岩手大学大学教育総合センターセン
ター会議規則 ( 案 ) について提案があり、事務局から補足説明があった。

岩手大学大学教育センター規則の一部を改正する規則 ( 案 ) については、第 2 条を具体的に目的内容を表現する
「... 主要施策を調査、研究を含め総合的に ...」に変更すること。第 12 条、13 条及び 15 条の「センター長が定め
る」については、センター運営委員会に諮って定めることで、「別に定める」とは、当該組織の上位組織で定める
ことの解釈の違いを確認した。

また、第 3 条六の「教育評価・改善」には、「大学教育センターの業務は、授業を改善していくために支援する」
意味で、教員の評価の部分は含まないことを確認した。入学者選抜全学委員会と大学教育センター運営委員会と
の審議事項の分担を整理することを求める意見があった。

なお、第 2 条及び 4 条の「入試」は、誤解を招くので「入学者選抜」と明示する方がよいとの意見については、
入学者選抜全学委員会の意見も聴いた上で継続審議することとした。

岩手大学大学教育センター運営委員会規則の一部を改正する規則 ( 案 ) については、第 2 条で、入試関係の事項
を運営委員会の所管事項とすることは、責任の所在が不明になり、入学者選抜全学委員会との検討事項の分担を
整理し、一定の歯止めが必要である旨の意見があり、委員長から、入学者選抜部門については、従来どおり入学
者選抜全学委員会で責任を持ち、運営委員会は、調査・研究及び資料作成を担当するとの説明があった。

第 3 条五「各学部選出教員 1 名」では、教務関係か入試関係の適任者なのか解るよう業務の割り振りの明確化
を求める意見があった。

岩手大学大学教育総合センターセンター会議規則 ( 案 ) については、第 4 条の「委員長」、「副委員長」は、「議長」、
「副議長」の方がふさわしいと意見があり、継続審議とした。
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3 岩手大学転学部に関する規則 ( 案 ) ついて

委員長から、資料 3 に基づき、前回の委員会で了承された転学部について、新たに設ける規則 ( 案 ) について説
明があり、編入学制度との違いを確認したほか、第 2 条の一項は、不要とし、第 7 条は、転入した学部の卒業に
かかわる単位以外の修得単位も、消えることはないこと、転出する学部での意志確認の必要性及び希望学部に受
け入れられない場合の取扱等について議論した。

検討結果を踏まえて、次回の委員会に提案することとした。
また、委員長から、17 年度から適用し 18 年度から受け入れることができるよう各学部では取扱を定めてもらい、

問題があれが提出願う旨の付言があった。
4. 科目等履修生の履修単位数について

委員長から資料 4 に基づき、人文社会科学部からの提案を受けて、教育協議会の申し合わせについての改正案
なので、本委員会に検討願う旨の説明があった。

砂山人文社会科学部長から、大学院修士 ( 博士前期 ) 課程の 1 年制コースの運用のために、現在、半期 4 単位の
上限を、できれば 12 単位まで拡大する全学的な取扱の検討を依頼する旨の提案説明があり、大学院入学生の増加
方策としての有効性及び修得単数の拡大の必要性について意見交換があり、先行大学の状況の調査が求められた。

本委員会としては、修得単位数の合理性などについて大学院委員会での議論を経たうえで、結論を尊重して追
認する形を取ることとした。

5. 全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案 (V.3) について

委員長から、前回の委員会に、転換教育を専門教育に位置付けた場合の考え方に立って、持ち点制を提案したが、
全学一律の取扱いは難しいので、取り下げる旨の説明があった後、資料 5 − 1 に基づき、転換教育の区分変更に
ついて提案があり、定義付けを変更することで全教員担当体制を成立させ、大学教育センターで、教養教育への
転換教育としてのいくつかの指針を作り取り組んでいくこととした。

なお、提案の「単位数」及び「4. 区分変更を行う際の検討課題」については、継続審議とした。
6. その他

(1) 英語教育・協力教員の募集について

委員長から、資料 6 に基づき、外国語の分科会代表と協議し理解を得たので、平成 18 年度から実施したい旨の
提案があった。

全学で 4 名の教員により、積極的に英語を使う正規の授業として単位を認定し、柔軟な英語教育としてモニター
してもらうことを了承した。

(2) 知的財産教育科目について

本議題については、次回に提案することとした。

報告

1.17 年度高大連携「ウインターセッション」の実施について

岡田全学共通教育企画・実施部門長から、資料 7 に基づき、12 月 25 日 ( 日 ) から 27 日 ( 火 ) まで開催される工学・
農学部で企画したプログラムの報告があった。

実施に係る事務取扱いは、大学教育センターが担当することを確認した。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 9 回）記録

日時：平成 17 年 12 月 14 日 ( 水 )15:03 〜 18:09

場所：学生センター会議室

出席者：玉、岡田、中村、山崎、後藤、江本、福永、高塚、長谷川、吉村、長澤、渡邊、谷口、高橋、畑中

欠席者：石川、村上、木村、小林

審議に先立ち、第 8 回委員会記録案を確認し、了承した。

議題

1 岩手大学転学部に関する規則 ( 案 ) について

委員長から資料 1 に基づき、前回の審議結果を踏まえて規則 ( 案 ) の変更した部分の説明があり、併せて、各学
部の取扱要項 ( 案 ) が紹介され、規則 ( 案 ) の文言との比較、検討を行い、第 2 条一項「履修していること。」を「修
得した者であること。」に修正し、同二項を「一般選抜試験 ( 前期日程または後期日程 ) により入学した者である
こと。」に改め、第 7 条「必要な所属学部長」の「必要な」を削除する修正を加え、原案を了承した。

人文社会科学部から提案の、転課程取扱要項にならい「転学部を行う理由・意義」を規則 ( 案 ) に盛りこむこと
については、実施の趣旨を確認した上で、適切な表現が難しいことも考慮して特に明記しないこととした。

また、本案については、12 月 15 日 ( 木 ) の教育研究評議会に提案する旨の付言があり、平成 17 年度の日程は、
特例として規則 ( 案 ) によらないで実施し、各学部の取扱要項はそれぞれ決めていただくことを確認した。

なお、各学部の取扱要項 ( 案 ) については、各学部で差異があっても良いが、項目の順番は、教育学部のものに
ならい大学教育センターで統一する表現に修正したものを、もう 1 度各学部で確認してもらうこととした。

( 出願資格 ) については、学生が混乱しないように規則 ( 案 ) にならい揃えることとした。
関連して、教育学部委員から、資料に基づき「教育学部転課程等取扱要項」を一部改正した旨の報告があった。
( 委員会の最後に、本委員会の検討結果を踏まえて、教育研究評議会に提案する事務局で検討した規則 ( 案 ) が

示され、第 2 条一項については、「修得した者であること。」と修正したことに伴い、文言の整合を図り前段の「転
学部を志願することのできる者は、」を「転学部できる者は、」に修正する旨の説明があったほか、「一般選抜試験 ( 前
期日程・・・)」は「一般選抜 ( 前期日程・・・)」で充分区別がつくとの理由で修正した旨の説明があった。)

2 岩手大学大学教育センター規則の一部を改正する規則 ( 案 ) について

委員長から資料 2 − 1 に基づき、前回の審議結果を踏まえて規則 ( 案 ) の修正した部分について、説明があった。
・第 2 条に文言を加えたこと。
・第 3 条第二項は、入学者選抜全学委員会との関連で、大学教育センター運営委員会の業務を種分けしたこと。
・第 4 条第一項の「入試部門」の表現は、入試関係の各種委員会を経ており大学学則でも同じ表現で使用され

　  ていること。
・第 14 条は、本委員会と各学部の委員会との連携を定める条項がなかったので、明確にするために新たに加え

　  たこと及び「入試」に関しては除いてあること。
審議の結果、原案を了承した。
なお、第 2 条及び第 14 条の「教育課程」の表現は、「カリキュラム」に限定した狭い意味に誤解されないかと

の意見が出されたが、原案のままとした。
委員長から資料 2 − 2 に基づき、岩手大学大学教育センター運営委員会規則の一部を改正する規則 ( 案 ) につい

ても、前回の審議結果を踏まえて規則 ( 案 ) の修正した部分について説明があり、第 2 条は、「入試」に関連して
入学者選抜全学委員会と調整したことが述べられた。
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第 2 条第九項については、当該委員会の所掌範囲とすることは好ましくないとして、学生募集要項再チェック
に留めて、第八項の中に含め第九項を削除することで、原案を了承した。

委員長から資料 2 − 3 に基づき、岩手大学大学教育総合センターセンター会議規則 ( 案 ) についても、前回の審
議結果を踏まえて規則 ( 案 ) の修正した部分について説明があり、原案を了承した。

委員長から岩手大学大学教育センター規則の一部を改正する規則 ( 案 ) 及び岩手大学大学教育センター運営委員
会規則の一部を改正する規則 ( 案 ) については、内容を更に吟味する時間を設け、1 月の教育研究評議会に提案す
る旨の付言があった。

3 岩手大学大学教育総合センター入試部門会議規則 ( 案 ) について

　岩手大学大学教育総合センター全学共通教育企画・実施部門会議規則の一部を改正する規則 ( 案 ) について

　岩手大学大学教育総合センター教育評価・改善部門会議規則規則の一部を改正する規則 ( 案 ) について

　岩手大学大学教育総合センター専門教育関係連絡調整部門会議規則の一部を改正する規則 ( 案 ) について

　岩手大学大学教育総合センター学生支援部門会議規則 ( 案 ) について

　岩手大学大学教育総合センター就職支援部門会議規則 ( 案 ) について

委員長から資料 3 − 1 〜 6 に基づき、それぞれ前回の審議結果を踏まえて規則 ( 案 ) の修正した部分について説
明があった後、事務局から、全学共通教育企画・実施部門会議規則の一部を改正する規則 ( 案 ) について、第 4 条
として任期に関わる条項を加え、規則 ( 案 ) の第 4 条以降を順送りする旨の修正提案があった。

各部門会議での「兼務教員」について、学部の関係委員会との関係を議論し、教育方法評価・改善部門会議規
則 ( 案 )、専門教育関係連絡調整部門会議規則 ( 案 ) 及び就職支援部門会議規則 ( 案 ) において、( 組織 )「兼務教員」
の運用は、各学部から選出された教員と解釈する旨を確認した。

また、全ての部門会議の規則 ( 案 )( 一部を改正する規則 ( 案 ) を含む。) の第 2 条 ( 審議事項等 ) の「、」の表記
方法について、調整するよう求められ、次回の本委員会で最終確認することとした。

4 全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案 (V.3) について

委員長から 12 月 28 日 ( 水 ) に臨時に開催する本委員会で検討するので、割愛する旨の説明があり、議題から
削除した。

5 知的財産教育科目について

委員長から資料 4 に基づき、全学共通教育及び専門教育に導入する科目案について説明があり、授業形態を含
めて次回以降に議論をお願いしたい旨の付言があった。

6 その他

(1) 全学共通教育の理念と特色について

委員長から資料 5 に基づき、本委員会での審議経過及び修正案について説明があった。
・共通教育の理念は、従来のものを堅持し、その具現化するものとして現行の全学共通教育科目担当者の判断で

　　「ESD」を織り込んでいくこと。
・環境教育を重視している岩手大学らしさを、更に「ESD」に拡張することで特色を明確にすること。

　  提案について議論の後、各学部に持ち帰り 1 月の教授会で検討願いたい旨の付言があった。

報告

1 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田全学共通教育企画・実施部門長から、資料 6 に基づき、11 月 25 日及び 12 月 8 日に開催した部門会議で
検討した非常勤講師手当の削減計画について報告があった。

2 平成 18 年度非常勤講師手当の改定について

委員長から、資料 7 に基づき、講師手当額の改定及び平成 17 年 3 月 11 日に設置された「特任教授」について、
非常勤講師手当の削減をお願いする旨の報告があった。

委員からは、特任教授は限定的なもので、法人岩手大学としての全学的イメージができあがっていないため、
共通教育部分に限らず委嘱対象の見直しが必要であり、今までは散発的議論だけであったが、集中的議論が必要
である旨の意見があり、本学を退職した非常勤講師を特任教授に依頼することは問題があるという意見が出された。
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3 平成 18 年度履修の手引きの作成について

委員長から資料 8 に基づき、全学の共通的事項の修正部分の報告があった。
4 その他

委員長から資料に基づき、平成18年1月11日(水)に開催する大学教育センター企画の研究会及び1月13日(金)
開催の「現代 GP シンポジウム」について、紹介があった。
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平成 17 年度臨時大学教育センター運営委員会記録 

                                        

日 時 : 平成 17 年 12 月 28 日 ( 水 ) 9:33 〜 12:40

場 所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、山崎、後藤、石川、江本、福永、村上、長谷川、木村、吉村、長澤、渡邊、谷口、小林、高橋、　

　　　   畑中

欠席者 : 中村、高塚

議題

1 全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案（V.3）について

委員長から議論を急いでいる理由について、平成 19 年度から新しい教務情報システムに移行するためには、平 
成 18 年 6 月頃までに全学共通教育・専門教育の両方で、新たな枠組みを固める必要があるためとの説明があった。

その上で、委員長から、資料 1 − 1 に基づき、各項目の検討結果を確認した。
「1 岩手大学全学共通教育の区分」

転換教育は、共通教育と専門教育への導入に繋がる両面性を持っていることを踏まえ、全教員担当体制との関
連で、平成 19 年度からは、単位数は未定だが全学共通教育科目に位置付ける合意が得られていること。また、工・
農学部委員から、混乱を避けるために、転換教育科目を 18 年度の専門教育科目に開設することは見送る旨の報告
があった。

「2 岩手大学全学共通教育の意義と特色」

既に学務担当理事室から、理念を「ESD」で具現化する案が提案済で、学部で検討中であること。
「3 全学共通教育の実施体制」

平成 19 年度から、転換教育の部分で全教員担当体制が実現することが述べられ、更に受講学生数の多い科目の
解消のためにも、各学部から全学共通教育科目を増やすことに協力を得たい旨の付言があった。

「4 分科会の構成および役割の変更」

委員長から資料 1 − 4 に基づき、各分科会は、全教員の登録を前提に 20 〜 30 人の教員で組織する考えに立っ
て提案されている旨が述べられた。また、組織検討委員会の学系という教員組織とは切り離して検討することと
した。
「ESD」を教育に取り込む方法は、現在の教育科目の中でできる部分で具現化し、更に、中心となるような科目

を設けたい旨の付言があった。
委員長から、新分科会組織に登録することは、直ぐに科目を担当することではなく、実施する科目数は各学部

で 2 コマぐらいずつ増やしてもらい、現在より 10 コマくらい増やす方向で検討したい旨の付言があった。
「自然」関係の具体的分科会の名称は、専門基礎科目との調整が難しくなるが、新しい分科会で実質的なものを

検討することとした。
授業担当者は、所属の学部内で共通教育科目を担当することに援助を受けて担当するため、科目数・授業内容

は学部の意向を尊重しながら行うことを求める発言があった。
( 急用で委員長が退席し、代わって岡田副委員長が議事を進行 )  
全学共通教育は、分科会がリードして運営していく方が理想であるが、全学共通教育の責任部局 ( 学部 ) 体制が、

大学教育センター主導に移っても、学部の補助・援助が必要であること。及び授業科目の担当は、オムニバス方
式のものも当然あり得ることを了承した。

分科会は、登録した担当者全員による運営を建前とするが、人数の多い分科会は代表的担当者による運営にな
ることなどが確認された。
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また、岩手大学がどこに重点を置いた教育をするかの調整、分科会の名称及び人数については、参加する教員
の中で議論・調整することとした。

現在の科目名を分科会名に使うことは誤解を招くとして、提案の「自然」の分野では、「生命 [ 構造・機能 ]」は「生
命のしくみ」に、「生命 [ 生態・多様性 ]」は「生物の多様性」に改めることとした。また、自然 [ 化学 ]、自然 [ 物
理 ] 及び自然 [ 数理 ] は、それぞれ、[ 自然のしくみ ]、[ 自然と物質 ] 及び [ 自然と数理 ] に改め、「テクノロジー」
は、「科学技術」に改めることが議論されたが、大学教育センターで整理して提案することとした。
「岩手学」は、分科会に含める必要がないとして、登録から外すこととした。
( 委員長が戻り議事を進行 )
全教員がどれかの分科会に登録することが了承され、現状の 8 分科会の時間割枠を維持した上で、新しく分科

会を構成する旨を明示し、1 月に予備登録手続きを行うこととした。
「16 時間割」

「16  時間割」については、委員から平成 19 年度の教育改革においての全学共通教育と学部専門教育との連動・
調整の重要さが述べられた。

2 その他

（1）岩手大学大学教育総合センター設置に伴う関係規則の整備のための規則（案）について
委員長から資料 2 に基づき、現在の大学教育センターが大学教育総合センターに改組されることに伴い関係す

る組織等の規則等の文言上の一部改正である旨の説明があり、原案を 1 月開催の教育研究評議会に提案すること
を了承した。

（2）科目等履修生の履修科目担当教員の事前了承について
 人文社会科学部委員から、 科目等履修生が受講前に、担当教員の了承を必要とするものとして指定している

者のうち、交流大学からの外国人留学生については省略したい旨の提案があり、記入を求める理由が教員側の都
合で設けた経緯があり、調査して不要であるならば対象から除くこととした。

（3）次回の委員会開催について
 1 月 25 日 ( 水 )15 時から開催することとした。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 10 回）記録

日時 : 平成 18 年 1 月 25 日 ( 水 )15:00 〜 18:13

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、中村、山崎、江本、福永、後藤、高塚、長谷川、吉村、長澤、渡辺、谷口、小林、高橋、畑中

欠席者 : 村上、木村

審議に先立ち、第 9 回及び臨時の運営委員会記録案を確認し、了承した。

議題

1 全学共通教育の理念と特色について

先の本委員会での提案に対する各学部の検討結果について報告があった。
人文社会科学部 : 提供された資料が具体的でなかったので、意見は少なかったが、以前のものは学生にとっては

　分かりにくいところがあった。考え方の理解に差があるので、柔軟に対応して欲しい。
教育学部 : 代議員会及び教授会でも特に意見はなかった。
工学部 : 教務委員会及び教授会でも特に意見はなく、提案がもっと具体的であったら意見も出たと思われる。
農学部 : 特に意見は出なかった。
委員長から、大きな反対はなく、より具体的な提案が求められていると判断されるので、全学共通教育の改革

骨子案に ESD を取り込んで具体化したい旨の提案があり、了承された。
2 岩手大学大学教育総合センター運営委員会の学部選出教員等の選出について

委員長から資料 1 に基づき、第 9 回本委員会で了承され、1 月の教育研究評議会で「岩手大学大学教育総合セ
ンター運営委員会規則」等が了承されたことから、各学部において平成 18 年度の学部選出の教員を選出いただく
について、選出の母体として基本的な考え方を示しておきたい旨の説明があり、任期は 2 年ですべての兼務教員
が該当し、選出された教員を 3 月の本委員会で報告したい旨の付言があった。

畑中 ( 学務部長 ) 委員からは、大学教育センター長から各学部長宛に文書で推薦を依頼する事務手続きを行うと
の補足説明があった後、意見交換があり、現在の委員を一部を追記する修正の後、以下の意見が述べられ提案を
了承した。

・教育評価・改善部門において、「・」は教務 ( 学務 ) 委員会または FD 委員会委員の意味であり、どちらであっ
　  てもよい。

・全学共通教育企画・実施部門の新分科会が、平成 19 年度から増える予定であり、兼務教員については、組織
　  が大きすぎる懸念があるので、似通った分科会からは、その代表者としたい。

・学部によっては、4 月に入ってから決まる委員がある。
・運営委員会の学部選出の教員には、教務 ( 学務 ) 委員長を想定し、それを含めて各学部に推薦いただくよう依

　  頼する。
3 知的財産教育科目について

委員長から資料 2 に基づき、開講予定科目について説明があった。
・「知的財産入門 A・B」を月曜日の 3・4 校時及び 9・10 校時に開講する。
・「著作権法概論」は、月に 1 度程度は弁理士に解説をお願いする。
・「知的ワークショップ」は、30 名程度の受講生を予定している。
・「知的財産教育論」は、教育学部で、「知的財産権概論」は、農学部でそして「特許法特講」は、工・農学部で

　  それぞれ単位化する議論をして授業科目に取り入れて欲しい。
・「ベンチャー企業論」は、工学研究科の科目を単位化できないか農学研究科で検討して欲しい。
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・「知的財産法 ( １)」は、特許法的な内容で、「知的財産法 ( ２)」は、法律学特講 C で商標等を扱う。
・「環境教育科目」は、科目名としてふさわしくないので、現行の環境科目名称を表記する。
委員長から知財と環境教育の両方のマインドを履修できるという特色をアピールしたい旨が述べられた。
地域連携推進センター内部で、同センターの教員の教育への関与の仕方について意見が出されたとの発言に対

しては、委員長から学長特命課題プロジェクトとして学内的に了承されている旨の説明があった。
全学共通教育科目の「知的財産入門」、「著作権法概論」及び「知財ワークショップ」は、「人間と社会」に入れ

る旨の説明があった。
4 全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案 (V.3) について

委員長から資料 3 に基づき、新分科会組織の提案があり、2 月から予備登録の手続きを行いたい旨の説明があった。
教養教育を専門性で分担させることが適当かとの意見や、ガイドラインの提示を求める意見が述べられ、委員

長からは、既存のものを確保した上で、学内的に分科会のバランスを考えて議論したい旨が述べられた。
委員長から、実施について、各学部で 2 コマずつ増やすのは、時間割数を増やすのではなく、学生の選択肢を

増やすことが目的であるとの説明があった。
また、分科会登録が即授業担当ではないことが述べられ、所属の学部をベースにして実施してもらい、予備登

録してみて分割・統合など人員を調整することもあり、分科会を確立するための目安としたい旨の説明がった。
新分科会の資料を作るための予備登録は、組織検討委員会の学系アンケートとは別のものであることを明示し、

2 月 1 日以降に実施することを了承した。
続いて、委員長から、全学的に転換教育を実現するためのワーキンググループと平成 19 年度以降の時間割を検

討するためのワーキンググループを設置したい旨の提案があった。
転換教育のワーキンググループは、全学共通教育企画・実施部門の兼務教員から選出し、大学教育センター

からは山崎委員が参加して、転換教育の単位数や内容についてガイドラインを全学的な議論をするもので、また、
時間割を検討するワーキンググループは、同じく全学共通教育企画・実施部門の学部の兼務教員から選出し、大
学教育センターからは後藤委員が参加することが説明された。

委員の選出について、新年度から委員が交代するので、4 月以降にできないかとの意見あったが、3 月に検討の
前段階として集中的に検討願いたい旨の説明があり、設置を了承した。

また、岡田委員から、改革骨子案 (V.3) に想定している全学共通教育の修得すべき単位数は、現行規則の「別表
2」である旨の説明があった。

5 平成 18 年度学年暦について

委員長から資料 4 に基づき、既に学長・副学長会議及び学部長等連絡会で了承された「6 月 1 日の開学記念日
の午後を全学休講として、記念講演会を開催すること。」を、本委員会から教育研究評議会に提案したい旨の説明
があり、これを了承した。

6 キャリア教育科目について

委員長から資料 5 に基づき、17 年度の履修単位にはなかったが後期授業の月曜日の 3・4 校時に開講したのを、
18 年度は、試行的に開講した上で、平成 19 年度からは単位化し、2 年生の前期の科目として開講したい旨の提
案があり、これを了承した。

7 その他

(1) 平成 18 年度の実質的授業時間の確保について

工学部の委員から、期末試験後の授業は効果がないので、18 年度は対策を講じるよう求められ、全学共通教育
企画・実施部門会議で検討した学年暦案が示された。この案では平成 17 年度と同様に全学共通教育科目の試験後
に専門科目の授業となっているため、検討の結果、学則の一部を改正し冬季休業期間の終期を短縮して、単位の
実質化を図る方針が了承された。

学則の一部改正については、次回の教育研究評議会に提案することとした。また、学生への周知に努めるよう
求められた。
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報告

1 全学共通教育企画・実施部門会議報告

山崎委員から資料6に基づき、平成17年度の高大連携「ウインターセッション」の実施状況について報告があった。
委員長からは、平成 18 年度は、学部のローティーションによらず全学部で対応して欲しい旨の付言があった。

2 教育評価・改善部門会議報告

中村部門長から、以下のとおり報告があった。
・中期目標でもある成績評価基準のガイドラインを検討し、3 月の中旬には指標として提案したい。
・昨日の部門会議では、17 年度前期の学生授業評価アンケートに基づく全学共通教育優秀授業の選出方法を確

　  認し、結果については、後日本委員会に提案する。
・後期の授業についても、学生授業評価アンケートを実施する。
・教育評価・改善部門について、大学教育センターと学部担当する部分の棲み分けを検討したい。

3 その他

(1) 放送大学活用プロジェクトについて

後藤委員から資料 7 に基づき、以下のとおり報告があった。
・語学の単位について、放送大学の単位数をそのまま岩手大学の単位数に読み替えることとし名目単位の等価交

　  換をして単位数を増やしたこと。
・コンテンツ利用科目をなくし、全て科目等履修生の形としたこと。
・合計で 200 名の受講生を受け入れる予定であること。

(2) 次回の委員会開催について

2 月 24 日 ( 金 )9:30 から正午までの予定で開催することとした。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 11 回）記録

日時 : 平成 18 年 2 月 24 日 ( 金 )9:30 〜 11:35

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、中村、山崎、江本、後藤、高塚、村上、長谷川、木村、吉村、長澤、渡辺、谷口、小林、高橋、　

　　　   畑中

欠席者 : 福永、石川

審議に先立ち、第 10 回運営委員会記録案を確認し、議題 3( 知的財産教育科目について ) において、教育学部
委員から、学部の非常勤講師経費以外の経費負担で手当てすることの確認が求められ、その旨を確認した。

また、議題 7 その他 ( 平成 18 年度の実質的授業時間の確保について ) について、検討が不充分である旨の意見
や教育学部から冬季休業期間を 1 月 7 日までとした場合、スポーツ C の実施期間の確保が難しいため、対策を講
じて欲しい旨の意見が述べられ、冬季休業期間終了後の曜日回数の多い日を補講期間とするなど運用で対応する
余地がある旨の説明があった。

さらに、報告 3(1) の部分について、「単数に読み替える」を「単位数に読み替える」と訂正し、記録案を了承した。

議題

1 大学教育総合センター専任教育 ( 入試部門 ) の推薦について

委員長から資料 1 に基づき、大学教育総合センター入試部門専任教員の選考委員会報告、推薦理由及び最終候
補者の紹介説明があった。

委員からは、研究業績や論文発表のない者の職位の決め方について、基準を設けることが求められたほか、教
員職は、研究能力が求められるので、従来の教員職と異なる経歴者を最終候補者とした理由や、候補者に研究面
で求める項目についても評価基準の設定が求められた。

さらに、採用者の業務や求める人材について本運営委員会で十分に検討した上で、入学者選抜全学委員会の了
承を経て本委員会で選考すべきであることが述べられたが、第 7 回の本委員会で「入試部門が、大学教育総合セ
ンター運営委員会組織に入ることから、専任教員の選考は本運営委員会で決定することが妥当」として入学者選
抜全学委員会に一任した経過の説明があった。なお、今後の入試業務の取扱いについて、入学者選抜全学委員会
と本運営委員会の明確な区分が求められた。

選考方法は、大学教育センター専任教員が採用されたため、専任的兼務教員の後藤委員を除く投票により、投
票数の 3 分の 2 以上の賛成票を条件とすることとして、投票の結果、永野拓矢氏を専任教員 ( 入試部門 ) の助教授
として推薦することを了承した。

なお、「推薦理由書」の本文の 1 行目「平成元年」を「平成 5 年」に訂正した。
2 全学共通教育規則の改正 ( 案 ) について

委員長から資料 2 に基づき、平成 18 年度に関わる授業科目の変更に伴う全学共通教育規則の改正 ( 案 ) につい
て改正内容の説明があり、原案を了承した。併せて別表 1 の新規科目の挿入区分を確認し、委員長からは、次回
の教育研究評議会に提案する旨の付言があった。

さらに、平成 19 年度のカリキュラム改正に向けて、3 月までに各学部で検討いただく事項について資料「平成
19 年度カリキュラム ( 教育課程 ) の検討メモ」により説明があった。

委員からは、全学共通教育科目が決まらないと連動する専門教育科目が決められないので、6 月には全ての作
業が終わるよう求められた。

また、転換教育科目は、全学共通教育科目に置くが、転換教育ワーキンググループで、理念と単位数を検討し、
3 月から 19 年度以降の全学共通教育の枠組みや中味を検討し、学部に提案して検討願うこととした。
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なお、工学部からは、「別表 2」の平成 19 年度の改正案を次回の運営委員会に提出願うこととした。
3 全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案 (V.3) について

今後の検討スケジュールについて、岡田全学共通教育企画・実施部門長から口頭で、新分科会への仮登録状況
を本委員会に報告し、4 月には新分科会を提案したい旨の説明があった。

工学部委員からは、新分科会への仮登録アンケート調査について、学部内に補足説明した旨の報告があった。
引き続き、岡田委員から、平成 19 年度からの外国語の履修方法について各学部で検討願いたいこと。及び時間

割については、ワーキンググループで 3 月から原案を検討して、4 月にはたたき台を提案したい旨のスケジュー
ルが述べられ、提案を了承した。

また、転換教育ワーキンググループ及び時間割検討ワーキンググループのメンバーの紹介があった。
4 国連大学グローバル・セミナー修了者の単位認定について

委員長から資料 3 に基づき、今後の取扱いを定めて、履修の手引きに載せたい旨が述べられ、認定単位は、卒
業単位として数えられ、科目名を特定することなく、各年度のテーマに添って分野を決めて全学共通教育科目と
して認定する旨の説明があり、平成 18 年度履修の手引きの記載内容と併せて原案を了承した。

また、事務局から、成績表等には、「○付きの評価 ( 優・良・可 )」として大学の授業科目履修と区別して表記
する旨の補足説明があった。

5 その他

(1) 履修科目登録上限単位の見直しについて

工学部委員から、履修科目登録上限単位の見直しに係る検討について確認があり、委員長からは、18 年度から
の導入は間に合わないので、19 年度から改正する必要性の議論を含めて、専門教育関係連絡・調整部門会議で原
案を作成したい旨の説明があった。

報告　

1 教育研究評議会報告

委員長から資料 4 に基づき、本委員会の持ち回り委員会で了承された学則の一部改正 ( 案 ) に係る、2 月 16 日
開催の教育研究評議会の報告については、第 10 回の本委員会記録 ( 案 ) の確認のところで述べた旨の説明があった。

2 科目等履修生について

委員長から資料 5 に基づき、第 8 回運営委員会で人文社会科学研究科から提案のあった「大学院研究科の科目
等履修生に係る履修可能上限単位数の取扱い」について、大学院科目等履修生の履修単位は半期 6 単位以内と改
めることとした旨の大学院委員会の検討結果の報告があり、申し合わせを了承した。

また、12 月の臨時運営委員会で人文社会科学部委員から提案のあった「海外交流大学からの外国人留学生の科
目担当教員の事前了承」の取扱いについては、一般の外国人留学生と区別する必要がなければ、事務的には差し
支えがない旨が述べられた。

現在実施している人文社会科学部及び教育学部からは学部検討内容を書面で欲しい旨の要望があった。
3 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田委員から議題 2 に関連して報告した旨が述べられたほか、資料 6 に基づき報告があり、特に議題 21) につ
いて説明がった。

4 教育評価・改善部門会議報告

中村部門長から資料 7 に基づき、平成 17 年度前期全学共通教育科目の優秀授業表彰を行った旨の報告とその選
出方針が示された。

5 その他

(1) その他 ( 本運営委員会と大学院委員会との関係について )

農学部委員から、本運営委員会と大学院委員会の審議事項について説明が求められ、委員長から大学院委員会は、
大学院に関わる教育・規則改正を中心に審議する旨の説明があった。

(2) 次回の委員会開催について

3 月 15 日 ( 水 )15:00 から開催することとした。
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平成 17 年度大学教育センター運営委員会（第 12 回）記録

日時 : 平成 18 年 3 月 15 日 ( 金 )15:03 〜 17:56

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、中村、山崎、江本、福永、後藤、高塚、村上、長谷川、木村、吉村、長澤、渡辺、谷口、小林、高橋、

　　　   畑中

欠席者 : 石川

審議に先立ち、第 11 回運営委員会記録案を確認し、記録案を了承した。

議題

1 大学教育総合センター専任教員の学内兼担について

委員長から資料 1 に基づき、大学教育総合センター専任教員の教育学研究科の担当の依頼があり、専任教員の
本務に影響ないので、本委員会で承認したい旨の説明があった。

教育学部委員からは、認証評価を受ける準備の中で大学院の教員不足が判明し、組織検討委員会にも相談して
いるが、大学院発足当時は教員数が揃っていたものの、その後退職教員の補充が出来ないでいて、現在は 9 名不
足していることに対して学部内で4名を補充できたが、残りを地域連携推進センターから2名と、大学教育センター
から 3 名を手当することにより補充する計画であることや、設置基準の教員定員不足問題を解消するよう改組計
画を検討しているが、18 年度の 1 年間で解消するという約束は出来ないとの状況説明があった。

委員からは、以下のような意見があった。
・学内の教育研究支援施設の専任教員は、全学的に教員定員を出し合って設置したものなので、一部の学部から

　  の個別的な急場の救済を理由に、措置すべきでない。
・大学教育センターの専任教員は、任務として授業を担当することが認められている。
・専任教員の大学院担当が 1 年で済まない可能性があるのに、担当することを了解することは出来ない。
・組織検討員会で検討すべき問題ながら、認証評価という全学的な問題が控えている以上放置できない。
検討の結果、担当が 2 年以上にずれ込むことのないように組織検討委員会で議論してもらう旨の付帯条件付き

で、1 年間の期間に限ってやむを得ないこととした。
なお、委員からは、4 月以降の専任教員の明確な業務内容のリストが求められた。

2 全学共通教育の更なる発展に向けて : 改革骨子案 (V.3) について

委員長から資料 2 に基づき、V.3 については、今までの議論で残されている自己啓発プログラム ( 仮称 ) の新設
及び学士課程を貫く自由単位について検討し、一区切りをつけて、今後は「V.4」にこれまでの合意を具体化し、
改めて提案したい旨の説明があった。
「自己啓発プログラム ( 仮称 ) の新設」については、既に相当する授業があり、改めて科目にする必要はない旨

の意見のほか、「新設」よりも「拡充」と表現する方が良いとの意見があり、「ゼミ形式」は現実的でないとの意
見については、テーマによっては少人数による学生の参加の方が教育改善につながる旨の説明があった。

また、ボランティア活動等を単位化することについては、十分な検討が求められた。
「学士課程を貫く自由単位」については、全学共通教育と専門教育科目を分離した方が学生は解りやすいとの意

見があり、委員長からは、今後は ESD を通じて内容面での融合を目指すこととして、単位認定において学務シス
テム上煩雑になるので、全学共通教育と専門教育を貫いて設けることは、取り下げる旨の説明があった。

委員長から、「V.3」についての議論を踏まえて、4 月中に「V.4」を提案したい旨が述べられた。
続いて教育学部委員から、資料「平成 19 年度カリキュラム ( 教育課程 ) に関する教育学部検討結果の報告」に

基づく説明があった。
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教育学部の外国語の履修形態を 4 − 4 で課す方針に関しては、委員長から「英語と英語以外の外国語」の履修
形態は、原則として学生の自由選択であるが、学部で制限を付けることは可能であるとして、第 3 回運営委員会
記録「『履修形態を統一して実施する必要はありません。』は、4 学部が、統一する必要はないということで、学
部毎の履修制限を付けることは出来る。」が示された。

また、外国語が、1 年次で完結することで外国語の授業の増加が専門教育を圧迫しないかとの懸念や担当教員
の配置の不安については、外国語担当者会議で検討している旨の説明があった。

3 平成 18 年度特色 GP、現代 GP への応募について
委員長から資料 3 に基づき、大学教育センターで計画している平成 18 年度の応募予定のプログラムの概要説明

があった。
現代 GP については、募集されるテーマに合わせてタイトルを本学が既に提唱してきた「持続可能な未来へ・・・」

を「持続可能な社会に・・・」としたこと。及び「ESD の副専攻設置」は、専門教育と関連させて履修するプロ
グラムを準備するように検討し、大学改革につなげたい旨の説明があった。これに対しては、専門科目に影響す
る計画は各学部の了解を得て進めることが要望された。

4 大学教育総合センター運営委員会の開催日について

委員長から、18 年度の運営委員会は、毎月開催して月例化したい旨の提案があり、授業時間割を考慮し、第 1
週の木曜日午後 3 時とすることを了承した。

5 その他

(1) 各部門会議規則 ( 案 ) の確認について

委員長から資料 4 に基づき、第 9 回の本委員会で審議し、意見を踏まえて一部修正した旨の説明があり、最終
案として確認了承した。

また、委員の任期に関連して、部門会議の任期が 2 年に対し、学部教務 ( 学務 ) 委員会委員の任期がずれるため
に 1 年で交替することは、本来学部の任期を変更すべきだが、急に対応できないので、学部運営上やむを得ない
場合は認めることとした。

報告

1 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田部門長から資料 5 に基づき、教員の新分科会の仮登録について、各委員から学部教授会等の機会を捉えて
推進するよう要望があった。

また、1 分科会が、20 名から 30 名程度の所属になるように、ある程度統合するよう分析すること。及び 4 月
以降に本格的な登録をしてもらう予定が述べられた。

分科会の登録人数によって担当科目数が決まるものではなく、登録人数の多い分科会は、登録者数と担当科目
数にアンバランスが出る危険があり、登録人数の分割は、登録者の意志を尊重して行うが、分科会代表者の責任
及び分科会と学部の責任が過重になるため、次回の本委員会に具体的科目と分科会について提案したい旨の付言
があった。

2 教育評価・改善部門会議報告

中村部門長から、成績評価基準のガイドラインの策定に係る進捗状況報告があった後、来年度も 5 月から 6 月
にかけて授業公開を計画し、学生の保護者を対象に授業改善のためのボランティアのモニターを募集する計画が
述べられた。

また、教育目標を基に教養教育に係る到達目標の設定については、分科会で検討願うこととし、学部における
学科、課程の教育目標の明確化については、専門教育関係連絡調整部門で検討する旨の説明があった。委員からは、
部局で検討すべき事項を明確にするような資料を作成して欲しいとの要望があった。

3 その他

(1) 全学統一拡張 Web シラバス・システムのモニター依頼と試行運用説明会の開催について
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後藤委員から資料 6 に基づき、システムのモニターの募集及び運用説明会について、各学部内の周知と参加に
ついて依頼があった。

(2) 大学教育総合センター開設記念講演会の開催について

委員長から資料 7 に基づき、4 月 10 日 ( 月 ) の開設記念講演会の開催について説明があり、併せて各学部内に
おける周知依頼があった。

(3) 次回の委員会開催について

議題 4 で調整したとおり 4 月 6 日 ( 木 )15:00 から開催することとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 1 回）記録

日時 : 平成 18 年 4 月 6 日 ( 金 )15:03 〜 16:40

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、井上、村上、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、谷口、畑中

陪席者 : 永野、江本、福永

審議に先立ち、委員長から、大学教育総合センター運営委員会規則第 7 条により本委員会に議決権のない委員
会メンバーとして、大学教育総合センターの専任教員を出席させたい旨の提案があり、了承された。

今年度最初の委員会であり、委員長から挨拶の後資料 1 − 1 に基づき委員の自己紹介があった。
平成 17 年度第 12 回運営委員会記録案を確認し、委員長から議題 1 の最終行「4 月以降の専任教員の明確な業

務内容のリスト」については、次回の委員会までに準備する旨の説明があった。
また、議題 2 の記録中第 3 回運営委員会記録分の「・・・、学部毎の履修制限をつけることは出来る。」の解釈

については、「原則は学生の意志に任せるが、学部内で学科及び課程毎の制限を課すことは可能である。」旨を確
認し、「外国語担当者のワーキング・グループで・・・」を「外国語担当者会議で・・・」に修正して了承した。

議題

1 大学教育総合センター副センター長、部門長の指名及び兼務教員の推薦について

委員長から資料 1 − 2 に基づき、「岩手大学大学教育総合センター規則」第 7 条の副センター長に人文社会科学
部の岡田仁教員、教育評価・改善部門長に人文社会科学部の後藤尚人教員を、人文社会科学部長の同意を得て指
名した旨の説明があった。

また、第 9 条により各部門の学部からの選出された兼務教員 ( 案 ) 及び空白のものは、学部等からの選出報告を
追認することとし、本委員会として推薦することを了承した。

なお、次回の委員会に整った委員名簿を提出することとした。
2 大学教育総合センター運営委員会の任務について

委員長から資料 2 − 3 に基づき、本委員会の審議事項について説明があり、各部門会議は月例で開催し継続性
のある会議として運営し、各部門で決定するものは各部門で進め、各部門間で調整の必要なものを本委員会で検
討することで、学生を支援する組織としたい旨が述べられた。

第 3 条 5 項の「学部選出教員」について、規則に学部からの選出母体を明記するよう要望が出され、今後の経
過を見た上で検討することとした。また、委員の任期については、移行期間は必要としても、学部の委員任期を
本委員会の任期に併せた 2 年間継続にするよう各学部で努力することが求められた。

センター長が兼ねている 3 つの部門は、将来個々の部門長を配置したい旨が述べられた。
運営委員会の開催日程については、新年度のメンバーで調整した結果、毎月第 1 木曜日の午後 3 時から開催す

ることを了承した。
3 平成 18 年度の年度計画について

委員長から資料 3 に基づき、大学教育総合センターで対応すべき事項を確認した。
19 年度の教育改善に向けて決定した部分について明示するよう求められ、次回の委員会に合意した内容に基づ

き、V.3 を修正して V.4 として提出することとした。
関連して、V.3 の個々の事項の合意内容について、学部の教員に周知されていないとの意見について、委員長か

ら議論した結果を整理したものをまとめるという意向と共に、各委員に対しても学部への審議経過の報告を十分
に行うよう依頼があった。
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4 その他

( なし )

報告

1 教育推進会議報告

委員長から資料 4 に基づき、「教育の個性化、教育力向上のためのアクションプラン」作成のための 5 つの検討
課題について、社会変化に対応した方向を明確にするため、大学教育総合センターの各部門で検討する旨の報告
があった。

また、配付資料の「中央教育審議会答申 ( 抜粋 )」を全教員に配布し、大学の機能別分化や高等教育の質を保障
するための教育改善について、学内教員の理解を深めたい旨が述べられた。

2 平成 17 年度の転学部、転学科・課程報告

委員長から資料 5 に基づき、転学部等の実績が報告され、転学部に伴う「初期ゼミ」のような学部毎に履修単
位数の異なる授業科目の取扱いについては、今後の検討が求められた。

3 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田部門長から口頭で、3 月 20 日開催の報告があった後、時間割ワーキング・グループの後藤委員長から、全
学共通教育として外国語を週 4 コマ実施することが決まったことへの対応、工・農学部と人文社会科学・教育学
部との転換教育の扱い及び高年次教養教育の係る時間割編成について検討している旨が述べられた。

転換教育ワーキング・グループについては、岡田部門長から検討状況について中間報告があった。
4 教育評価・改善部門会議報告

後藤部門長から資料 6 に基づき、全学統一拡張 Web シラバスの導入に係る説明会を開催した旨の報告があり、
関連した質問に対して、学生による授業評価アンケートをシステムに組み込む可能性については、難しいとの説
明があった。また、19 年度から本格的稼働する場合でも、今までのシステムは残して置いた方が良いとの意見が
あった。

5 その他

(1) 大学教育総合センター長報告

委員長から資料 7 に基づき、「IDE 高等教育研究フォーラム」の参加報告があった。
(2) その他

江本教員から大学教育研究フォーラムの参加報告があった。
(3) 次回の委員会開催について

議題 2 で調整したとおり 4 月 27 日 ( 木 )13:00 から開催することとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 2 回）記録

日時 : 平成 18 年 4 月 27 日 ( 木 )13:00 〜 15:00

場所 : 人文社会科学部第 2 会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、井上、村上、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、谷口、畑中

陪席者 : 山崎、江本、福永

審議に先立ち、委員長から第 1 回委員会記録案について、各委員あて配付後に修正箇所があった旨が述べられ、
岡田副センター長から修正箇所の説明があり、了承された。

議題

1 全学共通教育の改革骨子案 (V.4) について

委員長から資料 1 に基づき、改革骨子案 (V.3) の審議を踏まえて合意できたものを再度整理し、その一部を (V.4)
として作成した旨の説明があり、残りの部分は更に大学教育総合センターで検討して 5 月の連休明けに各学部に
配付し、検討願いたいとの付言があった。

委員長からは、新しく委員になった方の理解を得ることも含めて、資料の「0 経過」の部分について説明があっ
た後、議論を行った。
「学部による組織的援助」とは、「全学共通教育を担当する教員の授業の負担分は、所属学部の組織的バックアッ

プがあって担当するもの」という説明があった。
「10 科目程度」については、教養教育科目を増やさないと多人数教育クラスの解消にならないことを踏まえた

目安である旨の説明があった。また、科目の増やし方についての検討は、全学共通教育企画・実施部門が担当し、
新分科会が成立した後に検討してもらう旨の付言があった。

転換教育の実施方法は、全学共通教育の要素を取り込んで単位数の統一化も含めてワーキンググループで検討
願うこととした。

審議の結果、「0 経過」の部分について内容を了承した。
2 新分科会 ( 案 ) について

岡田全学共通教育企画・実施部門長から資料 2 に基づき、仮登録の集計結果について説明があり、「資料 1 の別
紙」による提案については、出来るだけ提供された意見や要望を取り入れたいとの付言があった。

委員からは、分科会によってはもっと大括りにしても良いのではないか、環境の 2 つの分科会は、内容から統
一しても良いのではないかなどの意見があった。

審議の結果、委員長から現在の分科会を再度見直して、V.4 と一緒に提案し、教員に分科会に登録してもらう作
業もあるので、学部での検討も踏まえ 5 月中に成案を得たい旨が述べられた。

3 各部門会議の専決事項について

委員長から、学生生活支援部門会議は一部の委員が選出されていないので、審議が出来ないため次回の本委員
会に提案したいこと。また、就職支援部門会議は、キャリア教育科目の開設や FD 等、他の部門と調整が必要な
事項を本委員会に提案し、それ以外は専決事項としたい旨の説明があった。

なお、全学共通教育企画・実施部門、教育評価・改善部門及び専門教育関係連絡調整部門についても、現状を
考慮して改めて提案する旨が述べられた。
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4 新学務情報システム委員会の設置について

委員長から資料 4 に基づき、19 年度からのカリキュラム改正に対応する新システムを構築するために、仕様を
策定するための委員会を設ける旨の提案があり、審議の結果了承した。

なお、委員の任期は、システムが完全に運用するまでとし、委員の選出について、別途各学部長に書面で依頼
することとした。

5 その他

(1) 成績評価「秀」の取扱いについて

委員長から、19 年度からの新成績管理システムの導入に併せて、「秀」を含めたきめ細かい成績評価を、専門
教育関係連絡調整部門会議で原案を検討し、次回の本委員会に提案したい旨の提案があり、これを了承した。

(2) 科目等履修生出願案内 ( 案 ) について

畑中委員から資料 5 に基づき、提案に至った経緯について説明の後、委員長から従来外国人留学生のビザ取得
のための門戸を広げていたが、本来の修学目的に制限するよう出願案内を修正したい旨の提案があった。

平成 18 年度後期分については、一部の文言を訂正して了承し、平成 19 年度以降の出願案内 ( 案 ) は、学部に
持ち帰り検討することとした。

また、入学資格としている日本語能力試験成績点数の設定値については、別途検討するよう求められた。

報告

1 教育推進会議報告

委員長から資料 6 に基づき、「教育の個性化、教育力向上のためのアクションプラン」作成に係る説明があった。
2 各部門会議報告

(1) 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田部門長から資料 7 に基づき、全学共通教育企画・実施部門会議 ( 第 1 回 ) について報告があった。転換教育
WG については、山崎委員長から検討状況の報告があり、時間割 WG についても後藤委員長から、平成 19 年度
以降の外国語科目時間割について報告があった。

(2) 教育評価・改善部門会議報告

後藤部門長から資料 8 に基づき、全学共通教育科目の授業公開の案内及び授業モニター登録の募集について報
告があった。

3 大学教育総合センター専任教員の兼担状況について

委員長から資料 9 に基づき、資料の一部について説明があり、表の見方が誤解を招きやすいので取扱いについ
ては注意するよう付言があった。

4 その他

(1) 現代 GP、特色 GP の応募状況報告

委員長から資料 ( 現代 GP、特色 GP の申請書写し ) に基づき、平成 18 年度の応募状況について報告があった。
(2) 次回の委員会開催について

委員長から 5 月末の時期で、開催日程の調整をする旨の説明があった。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 3 回）記録

日時 : 平成 18 年 6 月 2 日 ( 金 )10:30 〜 12:32

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、井上、村上、長谷川、高畑、吉村、成田、谷口、畑中

陪席者 : 山崎、江本、福永

欠席者 : 押切

審議に先立ち、第 2 回委員会記録案について、記録 ( 案 ) を確認し、了承した。

議題

1 全学共通教育の改革実施案について

委員長から資料 1 に基づき、改革実施案が示され、それに対する学部から出された意見には、当初の議論に戻っ
たような意見もあり、昨年来段階を追って検討してきた内容と意見に食い違いがある旨の感想が述べられ、学部
の意見に対する回答をまとめたので、この回答を踏まえ改めて学部で検討いただきたい旨の依頼があった。

また、新分科会については来年度の科目開設に向けた準備もあるので、改革実施案から切り離して、議題で審
議したい旨が提案され、了承された。

2 新分科会 ( 案 ) について

岡田全学共通教育企画・実施部門長から資料 2 に基づき、原案を整理した後の新分科会 ( 案 ) 及び分科会登録の
留意点 ( 原則事項 ) について説明があった。

・19 年度は、現行の開設科目を原則としてそのまま開設し、教員は担当可能な科目の分科会に必ず登録すること。
・総合科目は、新分科会設置後に大学教育総合センターと現総合科目分科会で検討して、編集形成すること。
・科目名、分科会の名称及びその組み替えについては、新分科会発足後に変更できること。
委員からは、以下の意見があった。
・類似科目間の調整が必要であり、学生には選択科目の指導が必要である。
・新分科会名の工夫が必要である。
審議の結果、以下のとおり了承した。
・新分科会名の「生命の世界」と「生物の多様性」は、「生物の世界」として統一し、「自然のしくみ」は、「自

　  然と数理の世界」とする。
・全教員の登録については了承されているので、登録について各学部の教授会で周知し、登録期間を 6 月 21 日

　  ( 水 ) から 30 日 ( 金 ) までとして、7 月中には立ち上げる。
なお、未登録の教員がないように、大学教育総合センターで徹底を図ることとした。

3 各部門会議の専決事項について

委員長から、前回の本委員会で就職支援部門会議については、口頭で説明し了承を得ている旨が述べられ、資
料 3 に基づき、5 月 23 日 ( 火 ) の学生生活支援部門会議を経たものを提案する旨が述べられ、原案を了承した。

なお、全学共通教育企画・実施部門、教育評価・改善部門及び専門教育関係連絡調整部門についても、各部門
会議の審議を経た上で改めて提案する旨が付言された。

4 大学教育総合センター運営委員会関連規則の制定について

委員長から資料 4 − 1 〜 10 に基づき、学生生活支援部門に係る規則等のうち、全学学生委員会から大学教育総
合センター学生生活支援部門組織に改編されたことに伴い、規則等の内容は変更しないが、決定機関を変更する
事務上の整理を行い、4 月 1 日に遡及して適用したい旨の説明があり、これを了承した。
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5 平成 18 年度学年暦の運用について

委員長から資料 5 に基づき、18 年度から後期の授業機会の確保のために冬季休業期間を 1 週間短縮する措置を
講じたところ、集中講義などを実施する期間を設ける必要があることから、平成 19 年 1 月 9 日 ( 火 )、10 日 ( 水 )
の両日は全学共通教育科目等の授業は行わないで、集中講義等に当てる日としたい旨の提案があり、原案を了承
した。

また、専門教育については該当期間の対応を学部の運用に任せることとした。
6 その他

(1) 平成 19 年度科目等履修生出願案内 ( 案 ) について

委員長から前回の本委員会で学部の検討を依頼していた結果について、各学部の報告が求められた。
人文社会科学部及び教育学部からは書面で意見が述べられ、工学部及び農学部からは異論がなかった旨の報告

があった。
出願案内 ( 案 ) の文字訂正の後、履修単位数の制限について意見交換を行った。
・本学の国際交流方針に影響を与えるので、大学の留学生の受け入れ方針について関係委員会の意向を踏まえる

　  べきである。
・入学希望留学生の日本語能力や留学生の前期の学業成績等で制限するためには、入学後の留学生の実態調査が

　  必要である。
・学部の正規入学の留学生については、日本語能力試験成績等を実施機関に照会・確認しているが、科目等履修

　  希望の留学生についても、確認してはどうか。また、本国での学歴の確認は、時間的に難しい要因がある。
・年間 10 名程度科目等履修生として入学した留学生の中には、授業に出席しない者も少なくない現状がある。
審議の結果、継続審議とし、併せて国際交流委員会でも留学生の受入について検討願うこととした。
また、外国人留学生の履修状況等の根拠データを提供し、更に検討願うこととした。

報告

1 新学務情報システム委員会の設置について

委員長から資料 7 に基づき、学部から選出の委員等が報告された。
2 各部門会議報告

(1) 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田部門長から配布資料に基づき、第 2 回の部門会議について報告があった。
(2) 教育評価・改善部門会議報告

後藤部門長から配布資料に基づき、第 1 回の部門会議について一部字句の修正と併せて報告があった。
(3) 専門教育関係連絡調整部門会議報告

玉部門長から成績評価「秀」の導入について、学部に持ち帰り検討を依頼した旨の報告があった。
3 その他

(1) 全学共通教育改革実施案説明会の開催日程について

委員から、学部内の意見の集約のためにも、教授会の前に開催して欲しかったこと。また、大学教育総合センター
主催の学内説明会等は、学部教授会の日程を考慮して開催して欲しい旨の要望が述べられた。

(2) 転学科制度について

委員から、農学部では 1 割近い 1 年生から転学科の希望があり、本来の制度のねらいと異なって、転学科を前
提に入学して来る学生がいることについて、対応に苦慮している旨の話題が提供された。

(3) 次回の委員会開催について

次回は、7 月 6 日 ( 木 ) 午後 3 時から開催することとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 4 回）記録

日時 : 平成 18 年 7 月 6 日 ( 木 )15:02 〜 18:20

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、村上、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、谷口、畑中

陪席者 : 山崎、江本、福永、永野

欠席者 : 井上

審議に先立ち、第 3 回委員会記録案について、記録 ( 案 ) を確認し、了承した。

議題

1 全学共通教育の改革実施案について

委員長から資料 ( 番号なし ) に基づき、改革実施案に対する教育学部英語教育講座からの意見に対しての回答が
示され、教育学部委員からは回答を英語教育講座に持ち帰り、実施改革案と重ね合わせて検討する旨が述べられた。

農学部委員からも外国語の履修形態の決め方について、学部では良く理解されていないので唐突に決まったと
いうイメージがある旨の感想が述べられた。

1 年生に語学の学習負担が大きくなるとの意見については、現在の学習時間とほぼ変わらないことが説明され
たほか、1 年生で集中的に履修する移行期には、特別措置として非常勤講師は増えることが見込まれるとの付言
があった。

語学に係る検討の経緯や時間割まで検討を終えた段階で、振り出しに戻る議論は出来ないことが確認され、各
学部の語学の履修形態が確認された。

人文社会科学部は、8:0、4:4 または 0:8、教育学部は、学校教育教員養成課程は 4:4、その他の課程も近く ( こ
の 14 日までに ) 決定する。工学部・農学部は、8:0 または 4:4 で、学生が選択する。

そのほか改革案についての意見が述べられた。
人文社会科学部 :( 特になし )
教育学部 :
・今後細かい意見は出てくることが予想されるが、特にない。
工学部 :
・抽象的な表現は避けた方がよい。
・ESD 及びその副専攻構想を実施案に盛り込むことや押しつけることは好ましくない。
・農学部の「専門基礎科目の担当を教養科目の担当と見なす」ことは適当でない。
・新設 10 コマの開設は、現在の担当割合に応じて授業の負担割合を考える必要がある。
・各学部の単位数の決定は、19 年度から改革するために転換教育の単位数を含めて、急がないと間に合わなく

　  なる。
・転換教育の単位数は、現行の他の科目と中味を比較して決めるべきである。
・教育学部で情報の課程認定を受けているにもかかわらず情報基礎科目を学部単独の教員で出来ないと言うのは

　  問題がある。情報基礎科目は、各学部で責任をもつべきである。
・オムニバス方式の授業を増やすのは、教育効果を十分に議論すべきである。
農学部 :
・19 年度に改組を計画しているので、転換教育の単位数を早く決定して欲しい。
・履修可能上限単位数を 22 単位から 24 単位にして欲しい。
  委員長から・共通教育科目の負担割合は、現在の学部教員配置に基づき考える。
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・各学部の単位数は、19 年度は現行のままとして検討してきたが、共通教育と専門教育の区分変更もあり、各 
　  学部で検討して欲しい。

・ESD の導入については、今後も学内での関心を高める努力を行いながら導入したい旨が述べられた。
  続いて山崎大学教育総合センター教員から資料 1 に基づき、教員の新分科会登録手続きの状況が説明され、回

　  収資料により未手続き者のリストが示されたが、運営委員の責任で、学部に持ち帰り活用することを認めた。
今後の進め方は、新分科会への未登録者については個別に登録を促し、7 月中に第 1 回の会議を開催し、分科

会を立ち上げ夏休み前には代表者を選出願いたいこと。及び現在の分科会代表者は、最低限 18 年度の代表になっ
てもらうことが要望された。

また、19 年度の授業科目の確定は、18 年度の科目を基に新科目を加える方法とすることとした。
以上の議論を踏まえて、工学部の意見による一部修正を加えた改革実施案について諮った結果、新しい実施体

制が動き出してから必要に応じて修正することもあるとの確認の下にこれを了承し、今後これを原案として改革
を進めることが合意された。

2 岩手大学学則の一部改正について

委員長から資料 2 に基づき、学生の復学手続きについて、事務の簡素化を図るために学生生活支援部門会議の
審議を経て、学則の一部の改正を提案する旨の説明があり、原案を了承した。

また、当該改正案は、次回の教育研究評議会に提案する旨の付言があった。
3 岩手大学課外活動施設規則の一部改正について

委員長から資料 3 に基づき、自動車部車庫の設置に係る規則の一部を改正する案について、学生生活支援部門
会議の審議を経て提案する旨の説明があり、原案を了承した。

また、当該改正案は、次回の教育研究評議会に提案する旨の付言があった。
4 部門会議の専決事項について

委員長から全学共通教育企画・実施部門会議、教育評価・改善部門会議及び専門教育関係連絡調整部門会議を
一括で提案したいが、一部の部門会議で審議が不十分のため今回の議題から取り下げる旨の説明があった。

5 成績評価基準のガイドラインについて

委員長から、19 年度改革に間に合うように各分科会の教育目標を定めて、全学共通教育科目から取りかかって
もらい、秋頃までに教育目標及び成績評価基準のガイドラインをまとめて欲しい旨が述べられた。

後藤教育評価・改善部門長から資料 4 に基づき、説明があった。
検討の結果、分科会レベルでは個々の授業科目の到達目標を設定する必要はないが、同じ科目名で複数クラス

を開講している場合は、授業の目的が同じであるなら担当者間で到達目標が同一になるよう配慮する必要がある
こと、授業の目的が異なるのであればむしろ授業科目名を変更する方が良いことなどを確認し、了承した。

6 成績評価「秀」の導入について

委員長から資料 5 に基づき、専門教育関係連絡調整部門会議と全学共通教育企画・実施部門会議との了承を踏
まえて、現行の成績評価をよりきめ細かく評価し、学生の学習意欲を喚起するため、「秀」を導入したい旨の説明
があった。

審議の結果、19 年度から導入することが了承された。また、教育評議会に提案すること及び次回の運営委員会
には導入の理由書と学則の改正案を提案する旨が付言された。

なお、18 年度以前入学生の成績は、上限を「優」として評価することを確認した。
7FD 合宿研修会の開催について

後藤教育評価・改善部門長から資料 6 に基づき、会場は全施設を貸し切ることができ、かつ研修の運営に時間
的制約が少ないというメリットから「なかやま荘」で開催すること。今回の研修は、1 日目は大学教育総合センター
の総合化に伴い部門相互の連携を主旨とし、2 日目の研修は教育カリキュラムについて検討する旨の説明があり、
原案を了承した。

また、参加者に経費の一部負担を願うこと及び各学部長に参加者の推薦を依頼する旨の説明があった。
8 その他

(1) 平成 19 年度科目等履修生出願案内 ( 案 ) について
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委員長から資料 7 に基づき、前回の本委員会で了承された 18 年度後期の出願案内の項目 7 について、外国人
留学生に限定する旨の説明があり、修正を了承した。

続いて、19 年度の出願案内の項目 1 の「日本語能力試験成績点」については国際交流センターに検討を依頼中
であるが、項目 5、9 について修正したい旨の提案があり、原案を了承した。

なお、前回、人文社会科学部委員から出された「本学の留学生受け入れ方針について関係委員会の意向を踏ま
えるべき」との意見については、国際交流センターから「統一意見は出せないが、受け入れ制限は必要である」
旨の意見が出されている旨の説明があった。

(2) 平成 19 年度授業時間割枠について

委員長から資料 ( 番号なし ) に基づき、平成 19 年度の授業時間割枠について提案があり、学務課から補足説明
があった後原案を了承した。

(3) 工学部の環境教育科目について

工学部委員から、工学部の全学科で環境教育科目を必修とした場合には、200 名ほど受講生が増えることになり、
全学科の学生が履修するならば 3・4 クラス分の対応が必要となり、教員の担当が増加する旨の説明があった。

報告

1 東北地区大学教育支援施設等交流会議 ( 仮称 ) の開催について

委員長から資料 8 に基づき、会議開催の目的と日程について報告があった。
2 各部門会議報告

(1) 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田部門長から口頭で第 3 回の部門会議について報告があり、時間割 WG の後藤委員長からは、転換教育につ
いては、学部共通でやる必要はないが、全学共通教育枠で開講する旨の説明があった。

(2) 教育評価・改善部門会議報告

後藤部門長から資料 9 に基づき、第 2 回の部門会議について報告があった。
(3) 専門教育関係連絡調整部門会議報告

玉部門長から、成績評価「秀」の導入について検討し、次回は履修可能上限単位数について検討する旨の報告
があった。

(4) 学生生活支援部門会議報告

玉部門長から資料 9 に基づき、第 2 回の部門会議について報告があった。
(5) 就職支援部門会議報告

玉部門長から、「キャリアを考える」の授業で卒業生 5 人に講演をしてもらっている旨の報告があった。
3 平成 18 年度学年暦の運用について

平成 19 年 1 月 9 日 ( 火 )、10 日 ( 水 ) に係る専門教育授業については、学部の運用に任せることとしていたところ、
各学部とも授業を休講とする旨が報告された。

4 その他

(1) 入試戦略研究会報告

永野大学教育総合センター教員から資料 10 に基づき、入試戦略研究会の概略が報告された。
(2)ESD 会議報告

山崎大学教育総合センター教員から資料 11 に基づき、6 月 14 日に外務省主催で開催された ESD 会議について
報告された。

(3) 次回の委員会開催について

8 月 3 日 ( 木 ) 午後 3 時から開催することとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 5 回）記録

日時 : 平成 18 年 8 月 3 日 ( 木 )15:00 〜 17:45

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、井上、村上、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、谷口、畑中

陪席者 : 山崎、江本

審議に先立ち、第 4 回委員会記録 ( 案 ) を確認し、了承した。
なお、教育学部委員から、「議題 8(2) 平成 19 年度授業時間割枠について」は、外国語の
開講形態までを含めた提案であったかとの照会があり、岡田委員から、時間割枠は改革案を基に作成されてい

ること。また、平成 19 年度の外国語の開講形態は検討中である旨の説明があった。

議題

1 新分科会の立ち上げについて

山崎大学教育総合センター教員から資料 1 に基づき、学内教員の登録状況が説明され、未登録教員の所属する
学部から補足説明があった。

新分科会の代表者の選出及び第 1 回分科会の開催について検討した結果、現在の分科会代表者には引き続き登
録分科会の代表者になってもらい、該当者のいない 4 つの分科会の「心と表象」は人文社会科学部、「現代の諸問
題」は教育学部、「科学技術」は工学部、「生物の世界」は農学部にそれぞれ分科会代表者を割り当てて、8 月末
日までに推薦願うこととした。

なお、9 月上旬に分科会の代表者会議を開催し、その後に各分科会で任期、任務及び平成 19 年度開設科目等を
検討する予定を確認した。また、検討事項は、8 月 4 日 ( 金 ) に開催する全学共通教育企画・実施部門会議で検討
願うこととした。

2 部門会議の専決事項について

全学共通教育企画・実施部門会議については、岡田部門長から資料 2 − 1 に基づき説明があり、審議事項等の (1)
に「・単位互換の基本方針に関すること。」を追加し、部門会議及び運営委員会の取り扱いは、(1) の他の項目と
同様とすることとした。また、(4) の「・放送大学との単位互換」と「・いわて 5 大学との単位互換」をそれぞれ「・
放送大学との単位の認定」と「・いわて 5 大学との単位の認定」に修正して原案を了承した。

教育評価・改善部門会議については、後藤部門長から資料 2 − 2 に基づき説明があり、原案を了承した。
専門教育関係連絡調整部門会議については、玉部門長から資料 2 − 3 に基づき説明があり、審議事項等の (1) の「・

3 学期 (60 分授業 ) 制」を削除した。(2) に「・専門基礎科目の実施及び調整」を加え、部門会議及び運営委員会
の取り扱いは、(2) の別の項目と同様とすることとした。また、(3) は、新たに学内に「教員養成機構」が設置され、
当該機構での検討事項となることから削除して、原案を了承した。

3 平成 18 年度大学教育総合センター経費 ( 全学共通教育経費 ) の予算等について

委員長から資料 3 − 1 に基づき、平成 17 年度決算額が報告され、資料 3 − 2 に基づき、平成 18 年度所要額が
提案された。

人文社会科学部委員から、今年度の所要額について、全学共通教育科目授業担当教員分の基礎配分は、後期の
履修者数の確定前でも配分するよう要望があった。

また、専門基礎科目授業担当分及び教職科目授業担当分の経費は、全学共通教育の全教員担当体制の導入等に
より、支給を開始した時期と状況が変化しているので、平成 19 年度からの取扱いを、今年度中に検討することを
附帯して原案を了承した。
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4「学びの銀河」プロジェクトについて

委員長から資料 4 に基づき、18 年度の現代 GP 事業に本学から応募したプロジェクトが、採択された旨の報告
があり、プロジェクトの内容及び計画が説明された。

また、分科会の教育目標を検討するときにESDを含めた領域のデザインを検討すること及び全学で一体感をもっ
て作り上げたい旨の付言があり、今後、運営委員会並びに学部の了承を得ながら進めていくことが了承された。

5 その他

(1) 転換教育について

山崎転換教育 WG 委員長から資料 5 に基づき、全学部で 1 単位の科目とすること及び開設する授業のコマは全
学で統一しないで、学部の都合により編成する旨の審議結果の報告があった。

委員長から、平成 19 年度の授業内容については、大学教育総合センターで共通教育の部分についてのガイドラ
インを、WG でまとめる方向で進める旨の説明があった。

農学部委員から、資料「新入生の学習生活調査報告」の学部別データの提供依頼があった。

報告

1 全学共通教育の改革実施案の一部修正について

委員長から資料 6 に基づき、前回の本委員会で述べられた意見を参考にして、修正した部分の説明があった。
教育学部の外国語の履修形態に係る学生の選択制限について確認する意見があり、委員長からは、学生の学習

意欲を重視するために語学履修の選択枠を設けた旨の説明があった。
岡田委員からは、外国語担当教員会議の授業開設形態の検討状況が説明された。
工学部委員からは、情報基礎科目の担当は、各学部が責任をもつ約束で開設した経緯と一部の学部の状況を問

題視する発言があり、委員長からは、当該分科会で授業内容・担当者を検討してもらう旨の付言があった。
また、工学部から出された全学共通教育の改革の確認事項の「共通教育の履修する量的な問題の検討」につい

ては、委員長から 9 月以降に検討したいので、具体的な提案を希望する旨の回答があった。
大学の大綱化以来の問題として、岩手大学の共通教育に対して共通の理解がないという意見については、委員

長から改革案の議論は終えて次の段階の議論を開始するが、今後とも共通理解を求めていく旨の説明があった。
2 授業料免除等に関する学業成績基準の取扱いについて

委員長から資料 7 に基づき、第 3 回学生生活支援部門会議で「岩手大学入学料免除及び授業料免除に関する学
業成績基準の取扱要領」を制定し、休学していた学生の取扱いについて平成 18 年度後期授業料免除申請分から適
用することとした旨の報告があった。

3 東北地区大学教育支援施設等交流会議設立準備懇談会について

委員長から資料 8 に基づき、7 月 14、15 日に、本学を会場に開催した設立準備懇談会について、参加者及び記
録 ( 案 ) について、報告があった。

4 各部門会議報告

(1) 全学共通教育企画・実施部門会議報告

岡田部門長から資料 9 に基づき、第 3 回の部門会議の報告があった。
(2) 教育評価・改善部門会議報告

後藤部門長から資料 9 に基づき、第 3 回の部門会議の報告があった。
(3) 専門教育関係連絡調整部門会議報告

玉部門長から資料 9 に基づき、第 3 回の部門会議の報告があった。
(4) 学生生活支援部門会議報告

玉部門長から資料 9 に基づき、第 3 回の部門会議の報告があった。
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5 その他

(1)2006 年ウインターセッションに向けて

山崎大学教育総合センター教員から資料 10 に基づき、8 月 2 日開催の高大連携推進会議の報告があり、委員長
から、今年度の開講は、大学全体で講座を構成するので、授業内容は文系理系を問わずに、各学部から 2 名を目
安として推薦願いたい旨の依頼があり、講師の特定及びテーマについては継続審議とした。

(2) 学部長等連絡会の位置付けについて

長谷川委員から、学部への連絡・依頼等については、学部長等連絡会はあくまでも連絡調整を行う機関であり、
承認するという機関とは位置付けられていないので、区分けして運用して欲しい旨の要望が述べられた。

(3) 次回の委員会開催について

9 月 11 日 ( 月 ) 午前 10 時から開催することとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 6 回）記録

日時 : 平成 18 年 9 月 11 日 ( 月 )10:30 〜 12:10

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、村上、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、谷口

欠席者 : 井上、畑中

陪席者 : 山崎、永野、江本、福永

審議に先立ち、第 5 回委員会記録 ( 案 ) を確認し、了承した。
なお、工学部委員から、「報告 5(1)2006 年ウインターセッションに向けて」は、9 月の教授会で実施形態を了

承してもらったうえで、人選の依頼があるという進め方のように理解していた旨の照会があり、委員長から本日
の議題 3 で審議願う予定が説明された。

議題

1 岩手大学学則等の一部改正について

委員長から資料 1 − 1 に基づき、平成 19 年度からよりきめ細かい成績評価と学生の勉学意欲の向上を理由に、
成績評価に「秀」を導入することについて、大学学則の一部を改正する旨の説明があり、原案を了承した。

なお、大学院の取扱いについては、大学院規則に記載のない事項は、大学学則を準用することとしているが、
運営委員会では大学院への「秀」の導入を含めて検討していなかったので、大学院委員会の了承を得ることとした。

また、関連する以下の提案についても了承されたが、教育研究評議会への提案は、大学院委員会での審議・了
承を経た後に、行うこととした。

岩手大学における授業科目の履修登録単位数の上限に関する規則の一部を改正する規則 ( 案 ): 資料 1 − 2
岩手大学における在学期間の特例に関する規則の一部を改正する規則 ( 案 ): 資料 1 − 3
岩手大学全学共通教育規則の一部を改正する規則 ( 案 ): 資料 1 − 4
岩手大学における国際交流科目に関する要項の一部改正 ( 案 ): 資料 1 − 5
平成 19 年度「履修の手引き」の記載内容の一部改訂 ( 案 ): 資料 1 − 6

2 全学共通教育科目の履修単位数について

委員長から資料 2 に基づき、学部毎の大学大綱化前後の共通教育科目の修得単位数の状況が説明され、共通教
育の共通的認識と実施面及び単位数を揃えることについて議論が求められた。

工学部から、全学共通教育を重視する観点から教養科目の単位を 2 単位増やすことにした旨の報告があり、実
施面で他学部との調整も考慮の上、了承された。

工・農学部は教員免許の課程認定申請手続きを控え、平成 19 年度からの編成が了承された。
また、各学部の卒業必要単位数について確認し、人文社会科学部は 1 単位減じ、工学部は変更なし、農学部は

転換教育科目 1 単位分を加え、教育学部は確認の上報告願うこととした。
3 平成 18 年度ウインターセッションの実施について

委員長から、高大連携の本事業の目的について説明があり、今までの学部毎の企画から全学で構成する講義を
開講するように計画し、大学教育総合センターで調整する旨が述べられ、開講プログラムの提出時期を考慮して、
各学部からは 9 月 20 日までに、ESD に特定しないが、関係する ( 環境関連 ) 講義になるよう担当者を推薦願うこ
ととした。
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4 その他

(1) 全学共通教育企画・実施部門会議規則の一部改正について

委員長から資料 3 に基づき、新分科会の設置に伴い、当該部門会議における改正案の検討を省略して運営委員
会に提案する旨の説明があり、原案を了承した。

(2) 平成 19 年度外国語の開講形態案について

岡田全学共通教育企画・実施部門長から資料 4 に基づき、一部資料の文言訂正の後、実施体制とのすりあわせ
の結果について説明があり、提案を了承した。

・工・農学部の学生で英語 4 単位、その他の外国語 4 単位を選択した場合は、英語 4 単位その他の外国語 4 単
位を半期ずつ履修する集中型の予定だったが、平成 19 年度については、移行期の措置として英語 2 単位及びその
他の外国語 2 単位を、前・後期にわたって履修する通年型で実施し、集中型については、平成 20 年度以降の実施
を検討する。

・教育学部は、学部が希望する通常型 ( 前・後期の通年型 ) で行うが、ロシア語受講者のみは、集中型で行う。
・学生への履修指導の程度やその是非については、今後改善していく。
委員長から、関連する非常勤講師の雇用形態について、再考したい旨の付言があった。

(3) 現代 GP 開設科目等の単位認定について

委員長から資料 5 に基づき、新たに開設する知財教育科目等の専門教育科目を含めて、入学時の「履修の手引き」
に掲載の授業科目以外に、入学後に加わった授業科目の取扱いについて、現在、学部毎で取扱いに違いがあるが、
今後、高年次教養科目の導入も控えているので、全学で統一的理解を図りたい旨の提案があった。

今までは、各学部教育課程規則の制約と履修の手引きの記述の関わりから、学部による取扱いに差異があったが、
成績管理システムや学則の改正など履修単位の認定についての問題点などを調査の上、後日、資料を学部に届け
るので、教務 ( 学務 ) 委員会で議論願い、次回の本委員会で審議したい旨の付言があった。

報告

1FD 合宿研修会報告

江本大学教育総合センター教員から資料 6 に基づき、参加者のアンケートの集計結果も含めて実施状況につい
て説明があり、年内に報告書を作成・配布し活用してもらう予定が述べられた。

2 リメディアル教育の実施について

委員長から、高校で履修歴の十分でない学生に、個別指導的要素の教育を含めて 18 年度の後期から、数学・物
理・化学を県立杜陵高校の教員に 10 週程度を実施する計画について、各学部に書面を配布し 10 月中旬を目途に、
履修単位は認められないが学生の自発性を重視して受講者を募集する旨の報告があった。

委員からは、工学部で前期に実施している同じ科目の補習教育と整合性を取ることの要望に加え、学部によっ
て必要とする履修の程度に差があるので、全学的な統一は難しいなどの意見があった。

3 各部門会議報告

岡田部門長から資料 7 に基づき、全学共通教育企画・実施部門会議 ( 第 3 回 ) の報告があった。
4 その他

(1) 全国大学教育研究センター等協議会報告

委員長から資料 8 に基づき、報告があった。
(2) 平成 17 年度大学センター年次報告書の作成について

江本大学教育総合センター教員から資料 9 に基づき、報告書の構成が報告された。
(3) 現代 GP( 学びの銀河 ) の事業計画について

委員長から資料 10 に基づき、採択されたプログラムについて、具体的な事業の推進について、全学的理解と協
力依頼があった。

(4) 第 10 回ユネスコ / 日本アジア・太平洋地域環境教育セミナーについて

委員長から資料 11 に基づき、セミナーの開催と大学教育総合センターから山崎教員が参加する旨の報告があっ
た。
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(5) その他

人文社会科学部委員から、平成 19 年度以降の非常勤講師削減方針を示すよう求められ、委員長から早期に提供
したい旨の回答があった。

(6) 次回の委員会開催について

改めて 10 月 11 日 ( 水 ) 〜 13 日 ( 金 ) の日程で開催日程の調整をすることとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 7 回）記録

日時 : 平成 18 年 10 月 12 日 ( 木 )13:00 〜 15:38

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、井上、村上、長谷川、吉村、谷口、畑中

欠席者 : 押切、高畑、成田

陪席者 : 山崎、江本、福永

審議に先立ち、第 6 回委員会記録 ( 案 ) を確認し、了承した。

議題

1 全学共通教育企画・実施部門会議規則の一部改正について

委員長から資料 1 に基づき、前回の本委員会で第 8 条の分科会を再編し、総合科目分科会は設けないこととし
たが、19 年度に向けて検討をするために、平成 19 年 3 月まで存続させる旨を附則に規定する提案があった。分
科会の機能は、そのまま新分科会に引き継ぎ、新年度を待たずに設置して検討を開始すること及び教育目標につ
いても検討する必要がある旨の補足説明があった。

検討の結果、附則に関係事項を盛り込むことを了承した。
2 現代 GP 開設科目等の単位認定について

委員長から、現代 GP 関連科目は、今後、高年次の開講科目もあることから、入学年次にかかわらず、卒業要
件単位に加えることについて提案された。その結果、学務情報システムの運用には、頻繁な変更は好ましくない
が大きな支障がないこと、学生の利益になることから、現代 GP 関連新設科目に限って専門科目については学部
で検討願うこととし、全学共通教育科目は、その都度本委員会で審議することを了承した。

また、一般の科目は学年進行で導入することを原則として運用してきた経緯が述べられ、具体策としては、新
しい科目を履修科目に加えることになるので、学則の変更及び規則の改正が必要になることが説明された。

更に、委員長から、今後、新設科目に対応するための措置を検討する旨の付言があった。
3 平成 19 年度科目等履修生の出願案内について

委員長から資料 2 に基づき、以下の改正点の説明があり、原案を了承した。
・日本留学試験の日本語科目の点数を上げることについては、先に了解されており国際交流センターで検討した

　  数値とした。
・「留学資格の取得が可能」は、在留資格認定証明書のある者を想定している。
・「※本学の科目等履修生制度を・・・」の表記は、本学に当該制度で在学することが、在留資格に該当しない

旨を強調する注意書きである。
4 基礎ゼミナールの実施体制について

基礎ゼミワーキンググループ山崎委員長から資料 3 に基づき、実施に向けた検討結果により、開設コマ数・担
当者等について、11 月末を目処に回答いただくよう依頼があり、了承された。

委員からは、短期間の履修手続きの必要及び人文社会科学部の手引書を工・農学部にも利用できるための調整
が要望され、実施計画を了承した。

5 リメディアル教育 ( 学習支援講座 ) について

委員長から資料 4 に基づき、前回の本委員会で求められた書面による提案について、以下の説明があった。
・推薦入学者を含めて、基礎的科目を受験科目としなかった学生のための補習的教育である。
・学生の個別の質問に答えるような学生の自主的学習を尊重する。
・学生の学習を補完する姿勢で取組み、大学入学生の学習の現状について高校への情報提供になるので高大連携
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　  事業とし、指導する高校の教諭は勤務時間内に来ることになる。
・専門基礎科目担当教員以外の教員からも学生に広報してもらう。
・18 年度は試験的取組で、後期の導入だが、19 年度は前期の 5・6 月頃からの開設を検討する。
  審議の結果了承されたが、希望学生の募集に懸念が述べられ、大学教育総合センターで広報用のチラシ等を  

　  作成することとした。
6 その他

(1) 平成 19 年度非常勤講師の削減について

委員長から、19 年度は外国語で経費の増加が見込まれるが、平成 21 年度までに 5 千万円を削減する必要があ
るので、昨年度の方針に従って講師旅費分を含めて前年度比 10% 減額を目処に、分科会と各学部での削減努力が
求められた。

関連して工学部委員から、大学教育センターに専任として学部から教員を選出した場合は、教員を補充できな
いところを弾力的に運用し、全学支援的にその授業を担当してもらう非常勤講師手当を支給することになってい
て、専任的兼務教員の取扱いが不明瞭であった。その後、センターに専任教員が採用されても非常勤講師手当の
特別枠が支給され、一部に弾力的な措置が継続されているので、明確にするよう求められた。

委員長からは、センターの円滑な運用のために必要最低限の運用を認めて欲しい旨が述べられたが、組織検討
委員会で検討するなど削減努力が求められた。

(2) 大学教育総合センター教員の兼業 ( 後期 ) について

委員長から資料 5 に基づき、新たに後期の授業に係る兼業が説明され、了承された。
なお、教職科目については、教員養成機構で検討してもらう旨の付言があった。

(3) 岩手大学日本学生支援機構学部学生奨学生推薦に関する選考基準の一部改正基準 ( 案 ) について

委員長から資料 6 に基づき、学生支援機構の通達に基づく一部改正であり、学生生活支援部門会議の審議を経
て提案する旨の説明があり、原案を了承した。

(4) 国語力向上のための方策について
委員長から参考資料に基づき、学務担当理事室で検討したものを、今後、各分科会や学部の検討資料として活

用願いたい旨の説明があった。
(5) キャップ制の考え方について

委員長から参考資料に基づき、専門教育関係連絡調整部門会議を通じて、学部に検討を依頼している履修上限
単位数の改訂に係る資料である旨の説明があった。

平成 19 年度から上限単位数を 24 単位に引き上げる提案については、適用学年や一部の学科で必修となる最低
履修単位数の設定などの条件を確定した上で検討するよう意見が出された。

(6) 水曜日の時間割枠の利用について

人文社会科学部委員から、19 年度水曜日の全学共通教育科目の時間帯で空いている時間を、専門教育科目で利
用したい旨の照会があり、授業が重複していなければ支障のないこととした。

報告

1 大学院委員会報告

委員長から、大学院委員会 (9 月 28 日開催 ) において、大学院における「秀」の導入を、19 年度入学生から適
用することが了承された旨の報告があり、10 月の教育研究評議会に学則の一部改正を提案する予定が述べられた。

2 平成 18 年度ウインターセッションの実施について

大学教育総合センター山崎教員から資料 7 に基づき、各学部から推薦された教員が報告され、今回の統一テー
マはこれから検討する旨が述べられた。

3 各部門会議報告

委員長から資料 8 に基づき、専門教育関係連絡調整部門会議 ( 第 4 回 ) 及び学生生活支援部門会議 ( 第 4 回 ) の
報告があった。

就職支援部門会議 ( 第 4 回 ) では、キャリア教育を検討している旨の報告があった。
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4 その他

(1) 新分科会代表者会議報告

岡田全学共通教育企画・実施部門長から資料 9 に基づき、報告があった。
19 年度の分科会代表者の扱いは、18 年度と同じ取扱いで実施するなどの説明があった。「科学と技術」分科会

のような多人数の組織は、教員個人の集合体のままでは運営が難しい旨の懸念については、主体は分科会として
運用する中で工夫する意向が述べられた。

(2) 東北・北海道地区大学一般教育研究会報告

大学教育総合センター山崎教員から資料 10 に基づき、報告があった。
(3) 第 10 回ユネスコ / 日本アジア・太平洋地域環境教育セミナー報告

大学教育総合センター山崎教員から資料 11 に基づき、報告があった。
(4) 平成 18 年度後期全学共通教育授業公開について

後藤教育評価・改善部門長から資料 12 に基づき、10 月 23 日 ( 月 ) から 27 日 ( 金 ) の授業公開について、説明
があった。

なお、今回の授業公開より、全教員にも参加を促す案内を出し、前年度同期 ( 今回は後期 ) の学生アンケートに
よる優秀授業の公開も兼ねることとした。

(5) 全国国立大学学生指導担当副学長協議会報告

委員長から資料 13 に基づき、報告があり、工学部委員から「協議題 1 山形大学の取組例」と同様の措置が本学
でも導入されることを懸念する意見が述べられた。

(6) 第 1 回 ESD「学びの銀河」セミナー等について

委員長から配布資料に基づき、現代 GP 採択の開催事業について、参加案内があった。
(7) 次回の委員会開催について

11 月 2 日 ( 木 )15 時から開催することとした。( 後日、11 月 1 日の開催に変更 )
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 8 回）記録

日時：平成１８年１１月１日（水）１５：００～１８：１８

場所：学生センター会議室

出席者：玉、岡田、後藤、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、谷口、畑中

欠席者：井上、村上

陪席者：山崎、江本、福永

審議に先立ち、第７回委員会記録（案）を確認し、了承した。
なお、教育学部から、「議題５　リメディアル教育（学習支援講座）について」において、生物が対象科目に入っ

ていない理由が求められ、委員長より、今回は試行的な取組なので、生物の取り込みを含めて要望等を検討して
いく旨の説明があった。

議題

1 入学前教育について

委員長から資料１に基づき、岩手県教育委員会の了解を得て、全学部の推薦入学合格者を対象に、試行的取組
として大学教育総合センターが主導で、入学前教育を導入したい旨の説明があった。

対象者には一連の合格通知に合わせて通知し、運用の実施経費は、教育研究施設経費（戦略経費）を活用する
旨の付言あった。

本委員会と提案内容の関係について確認する議論の後、了承されたが、入学前の対象者に強制は出来ないこと
及び高校側の教育に配慮し、理解を得る必要がある旨の意見があった。

2 マルチメディア教室の整備について

　委員長から資料２に基づき、外国語の授業及び学生の自学自習を支援する学習環境の整備充実のために、今
年度中の整備を目指し、準備として仕様策定委員会を設置したい旨の提案があった。

教室の設置は、マルチメディアとして活用できる端末室を増やすことになり、全学で利用する施設とすること
が説明された。

システム導入後の維持管理について意見が出された後、委員会の設置及び委員構成について了承され、各学部
選出委員については、大学教育総合センター長から学部長宛に推薦を依頼することとした。

3 アイアシスタントの本格稼働について

委員長から担当教員に提案説明が求められ、後藤委員から資料３に基づき、運用スケジュールが説明された。
　運用スケジュールに添ってアイアシスタントのシステム調整が続けられており、機能追加等についてはシス

テム管理者から通知し、シラバスの入力依頼等は、従来どおり学務課から通知することとした。
　説明事項の確認が行われた後、委員長から本格稼働に向けての協力依頼があった。

4 カリキュラムの国際化の整備について

　委員長から資料４に基づき、大学の年度計画の項目について大学教育総合センターと国際交流センターで協
議し、検討した事項について説明があった。

学部でセメスター制やクオーター制の科目を認定する場合の時間数は、学部の判断によることとし、導入の可
否及び学部の教育課程規則、履修の手引きの表記については、次回の本委員会までに検討願いたい旨の依頼があっ
た。

5 新入生の英語力判定試験の実施について

　委員長から、新入生の学力に合わせた英語教育と入学後の教育成果を検証し、教育効果を上げるために、入
学式前の４月６日にプレ TOEFL-ITP（レベルⅡ）を実施する旨の提案があった。

実施に伴う当日の専門教育科目の授業休講措置について協力依頼があり、了承された。
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なお、実施経費については、英語のクラス分けのために、学部新入生全員に大学が課すものであり、当該分の
経費は、大学側で負担する方向で次回の委員会に提案する旨の付言があった。

6 入学料免除及び徴収猶予並びに授業料免除実施方法の改正について

委員長から資料５に基づき、学生生活支援部門会議の議を経て、免除適格者でありながら免除者と出来ない矛
盾を解消するために、基準を改定する旨の説明があり了承された。

また、実施方法についても説明内容を現行のものから解りやすい表現に改めた旨の説明があり、併せて了承した。
7 岩手大学奨学金返還免除候補者選考委員会規則の廃止について

委員長から資料６に基づき、学生生活支援部門会議で、学内の主要会議の再編に伴い、当該委員会の機能を新
設の「部局長会議」に含めることが了承されたことから、本委員会で確認する趣旨で提案する旨の説明があり、
了承された。

８　その他

（１）新学務情報システムについて
委員長から担当教員に提案説明が求められ、後藤委員から資料７に基づき、現行の学務情報システム上の問題

点を改善するために、履修方法等の工夫や改善を要望する事項が説明された。
説明に対し、報告された事項の中には本来教育システムとして改善すべき内容が含まれている
などの指摘があり、当該事項が続けられてきたことへ強い危惧の念が示された。

（２）環境再生医の資格認定について
委員長から資料８に基づき、NPO 法人「自然環境復元協会」で認定している資格について、人文社会科学部環

境科学課程及び農学部農林環境科学科から、認定校として申請する希望があり、大学として申請したい旨の説明
があった。

該当の両学部委員から、学部内では合意されていないとの説明があり、慎重に検討するために両学部に差し戻
して検討願うこととした。

（３）成績評価についての申立について
委員長から資料９に基づき、大学の年度計画事項である「学生からの成績評価に対する苦情・意見を受ける窓

口を整備する。」措置の１つとして、成績評価に限定し、学務部を経由し申し立てる方法を整備したい旨
の提案があり、学部に持ち帰り検討することとした。

報告

1 平成１８年度ウインターセッションの実施について

委員長から資料 10 に基づき、学部選出の教員と検討し作成したプログラムの概要が報告された。
2 各部門会議報告

　委員長から資料 11 に基づき、専門教育関係連絡調整部門会議（第５回）及び学生生活支援部門会議（第５回）
の報告があった。

　就職支援部門会議（第５回）については、口頭で報告があった。
３ その他

(1) 分科会代表者会議報告
岡田全学共通教育企画・実施部門長から資料 12 に基づき、第２回分科会代表者会議開催の報告があった。

(2) みちのく GP 交流シンポジウムの開催について
委員長から資料 13 に基づき、１１月２７日に山形大学で開催される旨の報告があった。

(3) 次回の委員会開催について
１２月７日（木）１５時から開催することとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 9 回）記録

日時 : 平成 18 年 12 月 7 日 ( 木 )15:00 〜 17:07

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、井上、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、畑中

欠席者 : 後藤、村上、谷口

陪席者 : 山崎

審議に先立ち、第 8 回委員会記録 ( 案 ) を確認し、工学部委員から「議題 8 の記録」に文言を追加する意見につ
いては、同議題の審議では他にも意見があったので、本文 3 行目の一部を、「報告された事項の中には本来教育シ
ステムとして改善すべき内容が含まれているなどの指摘があり、」と修正し、了承した。

議題

1 履修科目登録上限単位数について

委員長から資料 1 に基づき、専門教育関係連絡調整部門会議の議論を経て、現行の 22 単位を 24 単位とする提
案説明があり、審議の結果、了承され、次回の教育研究評議会に報告する旨の付言があった。

なお、国際交流センターからの交換留学生について上限単位数の制限を緩和して欲しい旨の要望については、
全学統一の取扱いになるので難しいが、具体的理由を聞いて対応したい旨の付言があった。

また、成績評価の「放棄」の存続については、設定の経緯等を調査し検討することとした。
2 カリキュラムの国際化について

委員長から、前回の本委員会で継続審議としていたもので、中期計画事項に該当する「海外の大学で取得した
授業科目のうち、本学の授業科目に振り替えできないものを、他学部他大学で取得した科目と同じ扱いとし、10
単位の範囲で自由選択科目として認める。」取扱い提案について、各学部の検討結果の報告が求められた。

全ての学部から提案を容認する旨の報告があり、了承された。
平成 19 年度版の履修の手引きで、表現方法を確認することとした。

3 大学教育総合センター教員の教育研究科担当について

委員長から資料 2 に基づき、教育学研究科長から平成 19 年度の研究科担当の依頼があり、別途、学長からもも
う 1 年限りの措置として協力依頼がある旨の説明があった。

委員からは、19 年度 1 年限りの措置でその後改善されることに疑義が述べられたが、本委員会で阻む余地はな
いとして、1 年という期限で担当の延長を了承した。

4 平成 19 年度放送大学単位互換科目について

委員長から資料 3 に基づき、中期計画事項でもある放送大学活用研究プロジェクト科目の利用について、教員
の不補充及び非常勤講師手当の削減に対処する方法として、積極的な利用を検討するよう依頼があった。

18 年度は授業にチューターを付けるなどの改善をしたことや 19 年度は学生に放送大学の受講料を負担させな
いこと及び放送大学を本学の授業科目に読み替えて単位を認定する旨の説明があった。

5 入学料免除及び徴収猶予並びに授業料免除実施方法の一部改正について

委員長から資料 4 に基づき、前回の本委員会で了承された免除に係る取扱のうち、留学生について、自宅外通
学生として扱うことが適当であるとの結論を得た旨の説明があり、審議の結果了承された。

6 成績評価についての申立について

委員長から資料 5 に基づき、前回に継続審議として学部の検討を依頼し、寄せられた意見を盛り込んだ修正案
が説明され、一部の文言を修正し了承した。

また、学生からの申立を教員に正確に伝えるために、口頭ではなく書面で出させる「単なる成績に対する申立
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システムとしての問い合わせ」と位置付けて、18 年度後期の成績評価分から導入し、学生が成績評価に納得のい
かない場合の措置として、学務課で必ず書かせることとした。

7 ボランティア活動の単位化について

委員長から資料 6 に基づき、既に所定の活動は「その他」として成績記録に載せることについて取扱いを実行
しているが、学務担当理事室で検討した単位化案について、19 年度から導入したい旨の説明があり、大枠につい
て意見が述べられ、なお、継続審議とした。

・工学部の「インターンシップ」は、社会体験活動として卒業要件単位に含める単位認定をしている。
・人文社会科学部は、単位化、課外科目としての方向で検討中であるが、学内だけの活動だけを対象にするのは

範囲が狭い。
・導入については、事前研修、活動時間数及びレポートの提出などの要件を設定する必要がある。

8 その他

(1) 次回の審議事項について

委員長から、19 年度から全学共通教育科目等の担当者に支給している手当を削減し、入学生のプレ TOEFL −
ITP 試験実施経費に充てる案及び現代 GP プロジェクト等の高年次学生を対象とした教養教育科目の開講について
検討したい旨の説明があった。

報告

1 マルチメディア教室仕様策定委員会委員の選出報告

委員長から資料 7 に基づき、学部選出の教員及び委員長に大学教育総合センター福永教員を選出した旨の報告
があった。

2 理系基礎充実支援講座実施状況報告

山崎大学教育総合センター教員から資料 8 に基づき、学生を個別に指導できるようになったこと及び重ねて学
生に周知する旨の報告があり、資料 12-1 に基づき、12 月 13 日 ( 水 ) の「専門基礎教育に関する懇談会」につい
て案内があった。

3 平成 18 年度前期授業評価アンケートによる優秀授業表彰報告

委員長から資料 9 に基づき、12 月 1 日 ( 金 ) に学生による授業評価アンケートで総合的に評価の高い全学共通
教育科目の担当教員を表彰した旨の報告があった。

4 学部教育システムの改善計画報告

委員長から、前回の委員会で学務情報システムの円滑な運用のために、学部で検討を依頼していた結果につい
て報告を求めたが、特に意見はなかった。

5 各部門会議報告

岡田全学共通教育企画・改善部門長から、12 月 5 日 ( 火 ) に分科会を一斉に開催した旨の報告があった。
教育評価・改善部門会議、専門教育関係連絡調整部門会議及び学生生活支援部門会議については、それぞれ資

料 10-1、10-2 及び 10-3 により報告があった。
また、就職支援部門会議については、玉部門長から今年度の合同企業説明会の開催について
検討中である旨の報告があった。

6 大学改革合同フォーラム報告

山崎大学教育総合センター教員から資料 11 に基づき、報告の後、委員長からは他の大学では学部レベルの取り
組みもあり、教育推進本部会議で応援する旨の付言があった。

7 専門基礎科目に係る懇談会、FD 研究会について

山崎大学教育総合センター教員から資料 12-1、12-2 及び 12-3 に基づき、専門基礎科目に係る懇談会、FD 研
究会及びシラバス入力説明会・講習会の案内があった。

8 その他

(1) 大学機関認証評価の訪問調査報告

委員長から、11月27日(月)から29日(水)まで行われた訪問調査では、概ね良好な評価であった旨の報告があった。
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(2)1 年生の英語力判定試験日程について

委員長から、1 年生全員に課す TOEFL 試験を、2 月 20 日 ( 火 ) に他の行事に優先させて実施するために協力依
頼があった。

(3) 教養講座等の開催について

委員長から資料 13 に基づき、全学共通教育科目教養講座及び ESD セミナーの開催案内があった。
(4) 次回の委員会開催について

平成 19 年 1 月 10 日 ( 水 )15 時からの開催予定とした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 10 回）記録

日時 : 平成 19 年 1 月 10 日 ( 水 )15:00 〜 17:34

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、畑中

欠席者 : 井上、谷口

陪席者 : 山崎、江本、福永

審議に先立ち、第 9 回委員会記録 ( 案 ) を確認し、了承した。

議題

1 プレ TOEFL − ITP の予算確保について

委員長から資料 1 に基づき、新入生にプレ TOEFL − ITP を実施するための約 400 万円の費用を大学側で負担
する旨の提案があった。

具体的には、現在大学教育総合センターから全学共通教育科目担当教員に頭割りで配分している分を、19 年度
からは、各分科会の FD 活動用経費を一定額控除した残額と、他の全学共通教育経費全体から配分経費を見直し
て捻出するものである。

委員からは、全学共通教育科目担当教員に配分している分が、教材印刷費分として使われている実態を考慮し
た何らかの措置が求められた。

また、健康・スポーツ科目授業運営費は、実情を調査し、上記と同様の見直しを検討することとした。
委員長から専門基礎科目授業担当教員分は、19 年度以降の専門教育関係連絡調整部門で検討すること及び教職

科目授業担当教員分については、教員養成機構に委ねたい旨の補足説明があった。
2 高年次向け教養教育科目の開講について

委員長から資料 2 に基づき、全学共通教育企画・実施部門会議を経て、高年次課題科目を総合科目と同様の扱
いで枠を設け、19 年度から ESD 科目の 2 科目を、開設する旨の説明があった。

開設について基本的に了承し、学部で確認いただくこととして、開講のための作業は進めることを了解した。
3 ボランティア活動の単位化について

各学部委員から資料 3 に基づき、前回から継続審議として学部で検討した結果の報告があった。
教育学部からは、( 日 ) 単位認定の主体が不明確であること、( 月 ) 履修単位は授業があって認められるものであ

ること、( 火 ) 授業に係る教室外学習の考え方に矛盾すること等の理由で、単位化に反対する意見があった。他の
学部からは、特に卒業要件単位になっていないことや、既に同様の社会体験活動として導入していることを理由
に反対はなかった。

委員長から、単位化は、( 日 ) 大学教育総合センターが責任主体となること、( 月 ) 研修及び活動時間の記録など
インターンシップの単位化に準じた要件を明確にしていること、及び ( 火 ) 教室外学習は単位認定の希望者が自ら
時間配分を考えるものであることを説明し、改めて了承を求めた結果、了承された。

4 平成 19 年度学年暦について

委員長から資料 4 に基づき、前・後期とも授業日数の少ない月曜日の授業を補うために、1 回の水曜日の授業
を月曜日の授業に変更して調整する提案が説明された。

月曜日が休日となり授業できない週を、水曜日に振り替えるという修正意見案は、学生への周知徹底で難しく
本提案の方が適当であり、非常勤講師には、適当な日で補講願うこととした。

また、定期試験日程と大学院入試日程が、うまく調整されないので、授業日程を優先して検討するよう求めら
れたほか、専門科目の試験日程は、卒業年次の成績確認や他学部の授業を履修している者、教員免許状申請の都
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合で統一する必要がある旨を確認した。
検討の結果、卒業研究を含め成績報告を 2 月 16 日 ( 金 ) より遅らせてほしいという要望については、卒業判定

に間に合うよう電算処理する日程から、見直し可能かセンター長が学務部と検討して、事後に報告することとし
て原案を了承した。

なお、教務電算システムのために教育日程が窮屈になり、教育のためのシステムになっていないとの発言があっ
た。

5 平成 19 年度新規授業科目について

岡田委員から資料 5 に基づき、平成 19 年度入学生の 2 年次履修科目とするために、20 年度は具体的な科目名
を使用するが、19 年度は科目登録のため仮の科目名を充てる臨時的措置である旨の説明があった。

審議の結果、了承された。
6 平成 19 年度全学共通教育科目担当非常勤講師について

委員長から資料 6 に基づき、19 年度から外国語教育を集中型の教育にするため、移行時期を補完する必要があり、
19 年度は単年度的に経費が増額するが、20 年度は学年進行とマルチメディア教育が充実することによって改善
できる見通しが説明され、財務委員会に提案することを了承した。

また、履修者の少ない科目を開講科目から削減する等は、削減方針を整えて検討することとした。

報告

1 高大連携ウインターセッションの実施報告

委員長から、12 月 25 日 ( 月 ) から 27 日 ( 水 ) まで、高校生 108 名が参加して実施した旨が報告され、全学部
の協力に対し謝辞が述べられた。

2 各部門会議報告

岡田委員から資料 7 − 1 に基づき、全学共通教育企画・実施部門会議報告があった。
委員長から資料 7 − 2 及び 7 − 3 に基づき、専門教育関係連絡調整部門会議報告と学生生活支援部門会議報告が

あった。
また、委員長から、就職支援部門会議報告の中で、アイーナにおいて本学と岩手県立大学でキャリア教育を行

う計画がある旨の報告があった。
4 その他

次回の委員会開催について、委員長から平成 19 年 2 月 1 日 ( 木 )15 時からの開催を提案されたが、日程調整す
ることとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 11 回）記録

日時 : 平成 19 年 2 月 1 日 ( 木 )15:00 〜 16:35

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、井上、村上、長谷川、吉村、押切、成田、谷口、畑中

欠席者 : 高畑

陪席者 : 山崎、江本、福永、永野

審議に先立ち、第 10 回委員会記録 ( 案 ) を確認し、了承した。
なお、教育学部から、「議題 4 平成 19 年度学年暦について」において、推薦入試の日程について確認があったが、

委員長より、次回の入学者選抜全学委員会での検討を踏まえて確定になる旨の説明があった。

議題

1 岩手大学学則の一部改正について

委員長から資料 1 に基づき、( 日 ) 納付後の入学料、授業料免除相当額の返還及び中途退学者等の返還手続きに
係る整備、( 月 ) 学生の修得すべき単位数の変更、( 火 ) 教育職員免許状名称変更に伴う免許状の種類・領域の変更、
( 水 ) 工学部情報システム工学科において免許状の教科を情報から工学に変更のため、大学学則を一部改正する旨
の説明があり、審議の結果、原案を了承し、教育研究評議会に提案することとした。

2 岩手大学大学院学則の一部改正について

委員長から資料 2 に基づき、学則を準用している入学料等の返還等についての学則一部改正に伴う規定整備及
び教員免許状名称変更に伴う免許状の種類・領域の変更のため、大学院学則を一部改正する旨の説明があり、審
議の結果、原案を了承したが、念のため障害児教育専攻の名称変更の有無について再度確認した上で、教育研究
評議会に提案することとした。

3 全学共通教育規則の一部改正について

委員長から資料 3 に基づき、( 日 ) 転換教育科目及び高年次課題科目新設、( 月 ) 新規授業科目開設及び授業科
目名変更、( 火 ) 修得すべき単位数の変更、( 水 ) コミュニティーサポート実習の新設等により全学共通教育規則を
一部改正する旨の説明があり、審議の結果、「別表 2 修得すべき単位数」の「注 2」の 2 単位の後ろに「を」を挿
入し「・・・2 単位を含む」に、「注 3」の「・・・含まない。」を「・・・含めない。」に変更した上で、教育研
究評議会に提案することとした。

4 岩手大学専攻科規則の一部改正について

委員長から資料 4 に基づき、専攻科名称変更の学則改正に合わせた自動改訂である旨の説明があり、原案を了
承し、教育研究評議会に提案することとした。

5 岩手大学授業料免除等に関する規則の一部改正について

委員長から資料 5 に基づき、学生生活支援部門会議の審議を経て、授業料納付後であっても授業料を免除する
ことができることを規定する改正案の説明があった。これは、4 月に一年分の授業料を一括納入した後に学資負
担者が死亡した場合等にも対応するための改正であり、審議の結果、原案を了承し、教育研究評議会に報告する
こととした。

6 岩手大学授業料免除等に関する選考基準の一部改正について

委員長から資料 6 に基づき、学生生活支援部門会議の審議を経て、岩手大学授業料免除等に関する規則の一部
改正に伴う規定整備のための改正案を説明し、審議の結果、原案を了承し、教育研究評議会に報告することとした。

7 平成 19 年度全学休講について

委員長から資料 7 に基づき、学生生活支援部門会議の審議を経て、新入生歓迎行事及び岩手大学不来方祭に伴
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う休講措置の説明があり、審議の結果、原案を了承し、教育研究評議会に提案することとした。
8 環境再生医の資格認定について

委員長から資料 8 に基づき、第 9 回運営委員会で検討し該当学部に差し戻していたところ、学部の了解を得た
ので再提案するものである旨の説明があった。これに対して工学部及び農学部から、学部単位での認定申請は自
由であるが、大学として認定校の申請をする以上、慎重な対応を求める旨の意見があり、委員長から、十分に調
査した上での提案ではあるが、念のため、次週の学長・副学長会議に報告し、了承を得て最終決定とする旨の付
言があり、原案を了承した。

9 その他

(1) 放送大学活用研究プロジェクトについて

後藤委員から資料 9 に基づき、全学共通教育企画・実施部門会議の審議を経ての提案であり、平成 19 年度で最
終年度の 3 年目を迎え、新たにコンテンツ利用の集中講義形式での開講を含め、活用方法を検証するものである
旨の説明があった。審議の結果、原案を了承した。

(2) アイアシスタント上の教員情報について

後藤委員から、来年度のシラバス一般公開にあたり、学生の利便性の観点から、アイアシスタント上の担当教
員情報として、大学情報データベースの「岩手大学研究者案内プロフィール」をリンク表示させることについて
の説明があり、審議の結果、大学情報データベース管理者の了解を得た上でリンクさせることとした。

報告

1 各部門会議報告

(1) 全学共通教育企画・実施部門会議

岡田部門長から、口頭で非常勤講師の資格審査、放送大学プロジェクト、高年次課題科目等について審議した
旨の報告があった。

(2) 専門教育関係連絡調整部門会議

玉部門長から、口頭で専門基礎科目の来年度の実施については調整の上決定したが、今後の対応については引
き続き検討する旨の報告があった。

(3) 学生生活支援部門会議

玉部門長から資料 10 − 1 に基づき、第 8 回の部門会議の報告があった。
(4) 就職支援部門会議

玉部門長から資料 10 − 2 に基づき、企業訪問実施報告会を開催した旨の報告があった。
2 その他

(1) 委員長から、ボランティアの単位化に関連して参考資料に基づき報告があった。

(2) 岡田部門長から、アイアシスタントには学生の履修申告の機能があり、来年度から OCR 利用と併行して活用する

　  旨の報告があった。

(3) 次回の委員会は、3 月 1 日 ( 木 )10 時から開催することとした。
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平成 18 年度大学教育総合センター運営委員会（第 12 回）記録

日時 : 平成 19 年 3 月 1 日 ( 木 )10:00 〜 11:53

場所 : 学生センター会議室

出席者 : 玉、岡田、後藤、井上、長谷川、高畑、吉村、押切、成田、谷口

欠席者 : 村上、畑中

陪席者 : 山崎、福永

審議に先立ち、第 11 回委員会記録 ( 案 ) を確認し、了承した。

議題

1 平成 19 年度大学教育総合センター専任教員の兼務について

委員長から資料 1 に基づき、人文社会科学部と教育学部から 19 年度の学部の授業に、センター専任教員の兼務
依頼がある旨の説明があった。

大学教育総合センターの設立の趣旨を勘案すると、一部の学部に偏ること及び「情報基礎科目」は、各学部で
担当することとしているのに、専任教員の研究分野が合致することや担当教員の不足を理由に、兼務を認めるの
は好ましくないとの意見が出されたが、審議の結果、兼務を了承した。

なお、専任教員の任用の条件としているが授業担当が過重にならないように、他の学内教育研究支援施設も同
じ対応を考える必要があることから、今後検討することとした。

2 平成 19 年度大学教育総合センター兼務教員の推薦について

委員長から資料 2 に基づき、各部門の兼務教員の任期を 2 年ないし 3 年としているが、学部等の都合で 19 年
度から交替する場合は、学部及び分科会で確認して報告願いたい旨の依頼があった。

3 専門基礎教育の現状と課題について

委員長から資料 3 に基づき、平成 19 年度の授業担当については対応できるが、専門基礎教育の担当をその都度
人文社会科学部と専門学部の間で話し合いながら対処療法的に対応してきた状況と担当教員の配置の経緯につい
て説明があり、専門教育関係連絡調整部門会議で検討している旨が述べられた。

全学的な現状の理解と教育推進本部での検討など全学的対策が必要である旨の付言があった。
提供の資料に基づき、担当教員の配置や教員の削減の経緯及び対策として授業内容の変更などの措置について

意見交換を行った。
理系基礎教育について、全学的に状況認識を統一し対策を検討する必要があるとの理解が得られ、該当の部門

で検討することとした。
4 再チャレンジ支援経費による授業料免除の実施について

委員長から資料 4 に基づき、導入の経緯が説明され、学生生活支援部門会議で検討した実施に関する申し合わ
せが提案された。
「独立生計者の定義」に疑義が述べられたが、平成 19 年度から導入し必要があれば改善を検討することとした。
また、農業別科の学生にも適用される旨が述べられた。

5 その他

(1) 平成 19 年度運営委員会引継事項について

委員長から各部門長に、次年度に向けた部門の引継事項を、新年度の検討事項と含めて 4 月の本委員会で報告
できるよう項目の洗い出しについて依頼があった。
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報告

1 平成 19 年度の年度計画案について

委員長から資料 5 に基づき、大学教育総合センターが対応すべき平成 19 年度の年度計画案が報告され、後藤委
員から資料の見方について説明があった。

2 アイアシスタント登録状況報告

後藤委員から、学部ごとの 2 月 28 日現在の未登録状況が報告された。
＊全学共通教育科目 :640 科目中 21 科目 ( 登録率 96.7%)
＊専門科目人文社会科学部 :522 科目中 61 科目 ( 登録率 88.3%)
＊専門科目教育学部 :801 科目中 393 科目 ( 登録率 50.9%)
＊専門科目工学部 :447 科目中 62 科目 ( 登録率 86.1%)
＊専門科目農学部 :799 科目中 387 科目 ( 登録率 51.6%)

農学部で未登録科目の多いのは、20 年度改組に伴う科目が影響している旨の原因が考えられること。また、今
後工学研究科 ( 博士前期課程 ) から順次他の研究科の入力が可能になり、3 月末までには全てのシラバス入力が終
了する予定であることが述べられた。

3 各分科会報告

(1) 全学共通教育企画・実施部門会議

岡田部門長から資料 6 − 1 に基づき、前回口頭で説明された分の報告があった。
(2) 専門教育関係連絡調整部門会議

玉部門長から資料 6 − 2 に基づき、報告があった。
(3) 学生生活支援部門会議

玉部門長から資料 6 − 3 に基づき、報告があった。
(4) 就職支援部門会議

玉部門長から資料 6 − 4 に基づき、報告があり、岩手県立大学との共同事業で、是非とも現代 GP を獲得したい
旨の付言があった。

４その他

(1) 新入生への全学共通教育の理念及び単位制度等について、大学教育総合センターから学部の専門教育オリエンテー 
　  ションに参加して説明したい旨の依頼があった。
(2) 次回の委員会は、4 月 5 日 ( 木 )15 時から開催することとした。
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入試部門
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平成 18年度　入試部門会議

氏　名　 所　属　
部門長 玉　真之介 大学教育総合センター
専任教員 永野　拓矢 入試部門

兼務教員
（学部選出）

尾臺　喜孝 人文社会科学部
辻野　哲司 教 育 学 部
山口　　明 工  学  部
山岸　則夫 農  学  部

学部入試委員
正・副委員長

白倉　孝行 人文社会科学部
海老澤　君夫 人文社会科学部
栗林　　徹 教 育 学 部
遠藤　匡俊 教 育 学 部
大塚　尚寛 工  学  部
菅野　良弘 工  学  部
小野　伴忠 農  学  部
倉島　栄一 農  学  部

入試課長 土井　正人 学  務  部
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入試部門   永野拓矢

「これからは生き残りの時代。国立大学とはいえ決して安泰ではない。売り込みの時代で
ある。」4 月から入試部門が開設され専任教員 1 名を配置、岩手大学としては初の全学的な
視野で受験生の確保を担う部門として発足した。本学は全国国立大学の中では珍しく医学
部を持たぬ学部形態であることと 4 学部の名称 ( 人文社会、教育、工、農 ) が比較的「全
国各地にある」ことから見過ごされがちであった。平成 18 年度の入学者は岩手県出身者が
44.7%、東北圏内では 86.9% を占めている。今後の少子化を鑑みれば地元志向の強さは磐
石な体勢である見方がある一方で、他府県からの流入が少ないことは質の確保の面でも由々
しき事態である ( 参考までに、1 期校入試の頃は北海道からの入学者は 30% を超えていたが、
近年は 5% を割っている )。 

今年は初年度ながらも内外に積極的な活動を展開し、学内では入試だけに止まらず企画広
報や就職などの各部門と連携を取りながら、岩手大学の入口 ( 入試 ) と出口 ( 進学・就職 )
について連携が円滑に行える “環境整備” に力点を置いた。さらに各学部の入試委員会にも
随時出席し学部教員に対する入試への情報提供を行った。

近い将来懸念されている少子化 (1)(= 倍率の低下、学力の低下 ) の影響である学内二極化 ( 上
位はいるが、下位層が拡大し、授業運営に支障が生じる ) を防ぐために直ちに行動せねばな
らない項目を選出し、「質 ( 学力 ) 量 ( 出願者数 ) の確保からさらなる飛躍」を目指すために、
中長期展望を見据えた上で以下 4 点の活動を行った。

1	高校・予備校への積極的な PR 訪問
2	学内説明会の充実
3	戦略的な広報活動
4	高校生向けの大学説明会、相談会の実施

【１】 高校・予備校訪問

4 月から 12 月まで、特に推薦入試出願を控え
た 9 月以降に集中的な高校訪問を行った。月別
の訪問数は下記の通りである。

18 年度は着任初年度ということもあり上半
期の訪問活動は控えめだったが、次年度は人文
社会科学部で AO 入試が導入されることもあり、

平成18年度活動報告
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早期の PR 活動こそが重要である。
訪問先での本学への印象は「地域差がかなり存在する」ことであった (2)。入試資料からも

入学者の割合等で地域差を感じていたが、高校の訪問後の印象もそのままあてはまる地域が
多かった。東北以西で本学への関心がとりわけ強い地域は北関東エリアである。特に工、農
学部への関心が高かった ( 就職実績や伝統、および私学との比較で学費の安さなど )。( 人社・
工学部の ) 東京会場試験場の開設は歓迎された。また近隣に規模の大きい湖沼等を抱える地
域 ( 茨城県など ) は人文社会科学部の環境科学課程に関心を寄せている地域もあった ( 滋賀
県も同様の感触を得られる可能性がある )。

関東地方以西でも理系学部を中心に本学への関心はさほど衰えず ( 文系担当の教員が対応
されるとさすがに鈍かったが ) 岩手大学の “拡販” し甲斐のある地域が多かった。高校訪問
は今後の最重要の PR 戦略のひとつであるといえよう。

ところで、「( 本学への ) 評価は高いが、何故出願に結びつかないのか ?」・・・これは下記
の理由が該当する。

１．( 東北以外の受験生から見て ) 知名度が低 い
２．受験産業の発表するボーダーラインが高い ( 難易度はほとんどの学部学科で東北地

区では東北大に次いでいる )
上記 2 点の理由は密接に結びついている。「( 他府県から見れば ) 東北大以外の大学は特徴

がつかめないので現役で確実に合格できる ( 岩手大より ) 難易ランク (3) の低い国公立大学へ
出願させる」といった進路指導が多くの高校で行われている。

今回訪問して強く印象に残ったことは「岩手大学って大学院進学率も高いし就職も良好だ
し、結構良い大学なんですね」と感心していただいたことである。一見有難き評価とも取れ
るが、民間企業の観点から見れば明らかな告知不足である。本学の “真” の評価が浸透して
いれば近年の低倍率に苦慮することはなかったはずである。大学のこと、そして 4 学部のこ
と、それぞれの特徴をより先方に知らしめるよう努めなければならないと痛感した。

【２】 学内説明会

全学入試委員会や各学部の入試委員会に出席し、最新の受験データの提供を行った。
受験産業各社 ( 主にベネッセ、河合塾 ) の発表される受験データと実際に高校訪問を行い

進路部教員の聞き取り調査を行った上で分析を行った。
受験に対する指導は地域および学校間での違いは明白だが、現役志向の強い岩手県や東北

各県にとってはそれが著しい。「人気学部学科の傾向は模擬試験で確認、実際の出願はセン
ター試験の出来と ( 受験産業が出す ) 合格可能性をつき合わせて出願させる・・・」本学教
員などが過ごした受験生時代 (= 初志貫徹型 ?) と現在とでは根本的に受験方法が異なること
を力説した。

平成 19 年のセンター試験は昨年と比べかなり難しくなり、( 受験生にとって ) 出願校選び
は難航した様子が伺える (4)。以前訪問したある進学校から「12 月の面談ではセンター試験
の出来具合に合わせた 3 パターンの出願先を話し合う」と聞いた。その意味では今回の出願
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は「センター失敗の場合の
出願は・・・」が該当した
ケースが多かったのではな
いか ? そういった高校側の
きめ細やかな進路指導の実
情などを学内教員が認識す
ることにより、入試あるい
は入試制度そのものに対す
る本学の考え方がより具体
的に話し合われることが期
待できる。

岩大の入試は良く出来て
いる、評価されるには入試に携わる教員が、入試のことに対して共通理解しておくことが必
要である。( 入試制度など ) 受験生に迎合する必要はないが、「( 質の高い ) 受験生が出願しや
すい」環境を作り出すことは重要である。そのための方策として、今後も “現代受験事情”
を随時開催していきたいと考えている。

【３】戦略的な広報

・鉄道車内吊り広告への出稿
・「Hi こちら岩手大学」寄稿

本学のポスターを手頃なサイズに
まとめ、一部は電車内への車内吊り
広告として出展を行った。限られた
予算の中でのやりくりのため掲載期
間もごく短く ( 概ね 1 週間以内 ) 直
接的な効果の検証は行いにくいが、
後日手続き時のアンケート調査によ
り分析していく予定である。 

一方で学内機関紙である「Hi こち
ら岩手大学」において “受験特集” なるコーナーを設け ( 見開き 2 ページ )、受験生に「岩
手大学合格への道標」の執筆を行った。発行日は 10 月下旬と大学祭の時期に間に合わせた
こともあり多数の高校生や保護者に渡ったことと考えられる。この特集はのちの高校訪問や
生徒対象の講演会にも役立つ結果となった。特に文中の「センター試験は ( 学力だけでなく )
時間との戦いです」とあった先輩からのメッセージは高校教員からの共感が非常に高い印象
を持った。
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【４】高校生向けの大学説明会、相談会の実施など

★「北東北ガイダンスセミナー」の開催

北東北の 3 国立大学が交互に主催する当セミナーが平成 18 年 8 月に秋田大学で開催され、
本学も教育学部入試委員長栗林教授、工学部入試委員大塚教授とともに入試部門としてパネ
ラー参加を行った。「受験指導に望むこと」の題目に対し約 15 分の発表を行いその後参加者
( 主に秋田県内の高校教諭 ) から質疑応答を受け付けた。
★大学相談会の「参加」から「単独開催」へ

新聞社や広告代理店各社主催の大学説明会にも参加し直接受験生向けに本学の PR を行っ
た。なお、平成 19 年度からは計画を一部変更し、県内およびその周辺は本学単独にて説明
会を行うことが 2 月の入試部門会議で承認された。理由として「費用の割には効果が出てい
ない ( 手続き時のアンケート調査から )」ことと「学部の内容から入試や就職状況他、受験
生に直接伝えたいことが増加している現在、どうしても十分な時間と場所が必要である」な
どの本学側の事情も背景にある。例年 6 月に実施していた公開説明会 ( 次回からは「岩手大
学オープンキャンパス」に改称 ) が 8 月に変更されることから 5~6 月に実施することを予定
している。
★高校講演会

先方からの依頼を元に下記の高校、予備校にて講演を行った。
・	岩手県立不来方高校 (1 年生約 240 名 )
・	岩手県立久慈東高校 (3 年生約 30 名 )
・	岩手県立一関第二高校 (3 年 15 名 )
・	北海道立稚内高校 (2 年約 100 名 )
・	北海道立八雲高校 ( 保護者 20 名 )
・	代々木ゼミナール仙台校 ( 受験生 25 名 )
・	アイエム学院 ( 岐阜県高山市 3 年 10 名 )

他大学や本学各学部が主催する「出前 ( 出張 ) 講義」とはかなり内容が異なっている。全
学の説明と受験に関する情報提供のため、学部学科の概要に深く踏み込むことは行わずに ( 時
間的に不可能 )

あらゆる側面で岩手大学を PR する。また終了後は質問に来る生徒への対応を行う。北海
道のとある高校では終了後に 2 時間を超す、10 名以上の個別相談を行った。

【５】入試部門としての ESD( イギリス訪問 )

★プリマス大学訪問、HEA( ハイアーエデュケーションアカデミー ) 取材

 入試部門としては直接的なかかわりは少ないが 2 月 15 日 ~21 日に山崎教授とイギリス国
内を訪問し、ESD についての調査に同行した。詳細の報告は第 1 部門に譲るが別件として「イ
ギリスの受験事情」について日本の状況と情報交換を行った。

イギリスの大学受験は日本式の解釈としては「推薦入試」に近い形態ととっており高校時
時代の成績で目的の大学に入れるとのこと。



129

一方で数年前からイギリス国内でも学費納入を義務付けした。当初負担増から受験者が減
少することが懸念されていたが実際は増加に転じたとの由。日本の受験事情 ( 少子化、大学
の倒産 ) にはかなり驚かれていた。

(1) 東北地区の 18 才人口は今後 10 年で 20% 程度減少することが予測されている ( 文部
科学省「学校基本調査 速報」より )。

(2) 学内専用「高校訪問報告」より。機密保持の関係上、製本化は行っていない。1校1~2ペー
ジでまとめており、訪問校の概略や本学の印象 ( 学部別、入試系統別 ) を簡潔にまとめ
ている。

(3) 難易度について・・・毎年 6 月と 1 月に受験産業各社が大学・学部・学科 ( 課程 )・
日程別に「難易ランキング」を発表している。地元以外や受験履歴のない大学への進
学を生徒に促すためにかなり重宝されている。

(4) 手続き者のアンケート調査・・・個別入試合格者を対象に手続き書類にセンター試験
や受験準備、および本学入試に対する意見などのアンケートを任意でお願いした。内
容は「受験を振り返ってあっという間だったか ?」「センター試験 5 教科 7 科目準備す
るのは大変だったか」「本学は第何希望か」「本学の出願は誰に相談したか」「本学につ
いて何を参考にしたか」など 20 項目程度のクエスチョンを用意して答える形式である。
前期後期ともに実施したが約 8 割の回答が得られた。



130



131

全学共通教育企画・
実施部門
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平成 17年度　全学共通教育企画・実施部門会議
氏　名　 所　属　

部門長 岡田　　仁 全学共通教育企画・実施部門
専任教員 ( 併 )（〜１０月） 後藤　尚人 全学共通教育企画・実施部門
専任教員（１０月〜） 山崎　憲治 全学共通教育企画・実施部門

分科会代表・兼務教員

小林　　睦 人間と文化分科会
横山　英信 人間と社会分科会
北爪　英一 人間と自然分科会
山口　春樹 総合科目分科会
吉川　信幸 環境教育科目分科会
齋藤　博次 外国語科目分科会
黒川　國児 健康・スポーツ科目分科会
西山　　清 情報科目分科会

各学部教務委員選出教員

齋藤　博次 人文社会科学部
押切　源一 教 育 学 部
小川　　智 工  学  部
古賀　　潔 農  学  部

( オブザーバー )
江本　理恵 大学教育センター
中村　一基 大学教育センター
石川　明彦 大学教育センター
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平成 18年度　全学共通教育企画・実施部門会議　（平成 18年 4月 1日）
氏　名　 所　属　

部門長 岡田　　仁 全学共通教育企画・実施部門
専任教員 山崎　憲治 全学共通教育企画・実施部門

分科会代表・兼務教員

小林　　睦 人間と文化分科会
横山　英信 人間と社会分科会
西崎　　滋 人間と自然分科会
山口　春樹 総合科目分科会
出口　善隆 環境教育科目分科会
齋藤　博次 外国語科目分科会
黒川　國児 健康・スポーツ科目分科会
佐藤　拓己 情報科目分科会

各学部教務委員選出教員

藤原　千沙 人文社会科学部
菅野　文夫 教 育 学 部
藤代　博之 工  学  部
井良澤　道也 農  学  部

学務課長 古井　修子 学  務  部

平成 18年度全学共通教育企画・実施部門会議　（平成 18年 10月 1日）
氏　名　 所　属　

部門長 岡田　　仁 全学共通教育企画・実施部門
専任教員 山崎　憲治 全学共通教育企画・実施部門

兼務教員

齋藤　博次 外国語分科会
黒川　國児 健康・スポーツ分科会
佐藤　拓己 情報基礎分科会
小林　　睦 思想と文化分科会
松岡　和生 心と表象分科会
横山　英信 公共社会分科会
今泉　芳邦 現代の諸問題分科会
髙橋　壽太郎 生物の世界分科会
西崎　　滋 自然と数理の世界分科会
藤代　博之 科学技術分科会
河合　成直 環境分科会
山口　春樹 総合科目分科会

各学部教務委員

藤原　千沙 人文社会科学部
菅野　文夫 教 育 学 部
藤代　博之 工  学  部
井良澤　道也 農  学  部

学務課長 古井　修子 学  務  部
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全学共通教育企画・実施部門　部門長　岡田　仁

平成 16 年 4 月に設置されて以来、大学教育総合センターは全学共通教育の改革に取り

組んできました。この間、大学教育センター ( 当時 ) が提示した「全学共通教育の更なる発

展に向けて : 改革骨子案」( 以下「骨子案」) は、全学的な検討により、Ver.3 まで改訂され、

最終的には平成 18 年 7 月に「全学共通教育の充実・発展に向けて : 改革実施案」( 以下「実

施案」) として全学的に合意されました。

全学共通教育企画・実施部門はカリキュラムの実施に必要な審議・業務等の他は、主に「骨

子案」及び「実施案」の検討を行ってきました。以下は平成 17 年度及び 18 年度の活動の

概要です。詳細については後掲の資料をご参照下さい。

＜平成 17 年度＞

　・ 新分科会の提案について

  拡大スタッフ会議 ( センター教員と兼務教員 ) が新分科会の構成について集中的に検討を

行い、その後の審議のたたき台を作成した。(6 月 15、29 日、7 月 7、15 日 )

　・全学共通教育全教員担当体制

平成 17 年 12 月の大学教育総合センター運営委員会 ( 臨時 ) において、岩手大学の全教員

が全学共通教育を担当またはその充実に貢献することが合意された。

これを受けて、3 月には全教員の分科会所属仮登録を行った。

　・ 科目の新設及び履修区分の見直し

  平成 18 年度に向けて、本学の特色を示す科目である「岩手大学論」と「岩手大学ミュー

ジアム学」を自由選択科目から選択必修科目に区分を変更すること、また、現代 GP( 知財教育 )

に対応する科目を含め 4 科目を新たに開講することを決定した。さらに、平成 19 年度に向

けて、2 科目を新設することを決定した。( 第３、４、５回全学共通教育企画・実施部門会議 )

　・ オムニバス方式授業の改善

  授業代表者へのアンケート結果に基づいた改善案を作成した。( 第 2 回全学共通教育企画・

実施部門会議 )

　・情報科目の早期単位認定

高等学校での情報教育の普及を考慮し本学開校の「情報基礎」の一部の履修を免除する早

平成17・18年度活動報告
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期単位認定制度を整備した。( 第 3 回全学共通教育企画・実施部門会議 )

　・カリキュラムの国際化

国際交流センターとも協議し、外国人留学生向けの「日本事情」を日本人学生との共修科

目とした。( 第６回全学共通教育企画・実施部門会議 )

　・転換教育

高校教育から大学教育への移行を円滑にするための「転換教育」を全学共通教育の一環と

して 1 年生全員に必修科目として課すことが 12 月の大学教育総合センター運営委員会（臨

時）で合意された。

具体的な実施案を検討するためのワーキンググループを全学共通教育企画・実施部門に

設け、19 年度から必修科目「基礎ゼミナール」として実施する体制作りをすすめた。また、

授業で活用できる「大学における学びのはじめ」という冊子も作成した。

　・ 時間割の検討

19 年度実施の全学共通教育改革、特に外国語の履修方法の変更に対応するために現行時

間割の変更を検討するワーキンググループを設置し、その検討結果による新時間割枠が平成

18 年度第 4 回大学教育総合センター運営委員会において了承された。

　・高大連携事業

高大連携授業 ( 高校生が岩手大学の授業を受ける ) とウインターセッション ( 冬期休業期

に高校生がいわて 5 大学の特別授業を受ける ) を引き続き行い、これらの授業の現状と可能

性を「岩手大学高大連携事業報告書」にまとめた。

＜平成 18 年度＞

　・新分科会

第 3 回大学教育総合センター運営委員会 (6 月 2 日 ) で分科会構成案に修正が加えられ 13

分科会を 11 分科会に整理した。

  これを受けて、7 月に全教員の分科会所属本登録を行った。

  また、第 5 回大学教育総合センター運営委員会 (8 月 3 日 ) において、旧分科会にはなかっ

た新設分科会の代表選出については、以下のように学部の協力を仰ぐこととなった。

  「心と表象」人文社会科学部

  「現代の諸問題」教育学部

  「生物の世界」農学部

  「科学技術」工学部

  第 4 回全学共通教育企画・実施部門会議 (8 月 4 日 ) において各分科会の登録者を確定す

ると共に分科会の役割を確認した。

第 1 回分科会代表者会議 (9 月 19 日 ) において分科会の基本的な活動方針を確認し、第 2

回分科会代表者会議 (10 月 25 日 ) において具体的課題の検討と分科会運営上の問題につい

て意見交換をした。

  また、全教員の出席を可能にするために分科会一斉開催日 (12 月 5 日 ) を設定した。
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  第 1 回総合科目企画・実施委員会を開催した。(12 月 26 日 )

　・外国語教育の改革

「骨子案」に盛り込まれた 1 年次集中型の外国語教育の改革は「実施案」にも引き継がれ

たが、平成 18 年度になって履修形態について新たな検討が加えられ、学生による自由選択

から各学部の履修方針を尊重する方向に変更された。

人文社会科学部 : 英語 8 単位、または英語以外の外国語 8 単位、または英語 4 単位と英語

　　　　　　　　   以外の外国語 4 単位

教育学部 : 英語 4 単位と英語以外の外国語 4 単位

工学部 : 英語 8 単位、または英語 4 単位と英語以外の外国語 4 単位

農学部 : 英語 8 単位、または英語 4 単位と英語以外の外国語 4 単位

　・ カリキュラムの国際化

  国際交流センターとも協議し、外国の大学で取得した単位を本学の単位として認定する

方法を拡大した。( 第 9 回大学教育総合センター運営委員会 )

　・履修区分の新設

「全学共通教育の履修すべき単位数」( 別表 2) に新たに転換教育科目を追加するとともに、

教養科目の中に「高年次課題科目」を新設することを決定した。( 第 4 回、第 5 回全学共通

教育企画・実施部門会議 )

　・成績評価のガイドライン作成

教育評価・改善部門と共同で各分科会に教育目標の確認とともに成績評価のガイドライン

作成を依頼し、年度末までに全ての分科会から回答を得た。

　・「持続可能な開発のための教育」（ESD）

「持続可能な社会のための教養教育の再構築 :『学びの銀河』プロジェクト」が平成 18 年

度の現代 GP に採択されたことを受け、ESD を共通に意識することを本学の全学共通教育の

教育目標の一部に組み込むことが合意された。( 第 5 回全学共通教育企画・実施部門会議 )

また、平成 19 年度から ESD 関連科目を明示することとなった。

　・ 学習支援講座の開講

理系基礎の学習支援講座が 11 月から始まった。大学がユニバーサル化段階に至り、高等

学校での「未履修問題」が表出する中で、基礎学力をどう実現するかという課題に対する一

つの実践をこころみた。また、実践報告書「基礎教育の充実に向けて」を作成した。
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新分科会の任務

１　授業科目の設定

　　　・カリキュラム上必要で開講可能な科目の検討

２　授業担当者の決定

　　　・担当者の特定

　　　・非常勤講師が必要な場合はその選考

３　時間割の調整

　　　・時間割枠内で合理的な授業科目の配分

４　分科会単位の教育目標の設定

・岩手大学の教育目標，全学共通教育の教育目標，教養科目及び共通基礎科目の教・育目標との整合性をとっ

　た教育目標の確認及び（または）再検討

５　分科会単位の成績評価基準の設定

　　　・厳格な成績評価の前提となる授業科目の到達目標について検討

　　　・各授業科目間，及び授業担当者間の了解事項の確認

６　単位認定

　　　・資格試験，振替科目等の単位認定

７　総合科目の開設

　　　・当該分科会が主として関わる総合科目についてはコーディネータ

・他の分科会が担当する総合科目及び分科会横断型の総合科目については授業担当者を派遣	

・新たな総合科目の検討

８　具体的な改善策の提案

　　　・岩手大学のカリキュラム全般について

　　　・全学共通教育について

　　　・分科会について

９　大学教育総合センター及び学務課との連携

　　　・情報，意見交換，資料の作成と提供

10　その他
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転換教育　ワーキング・グループ　第７回報告
―転換教育実施にあたってのガイドラインー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 18 年 8 月 2 日

ユニバーサル段階に突入した今、大学での初年次転換教育の果たすべき役割は重くなっている。この科目の

課題には、共通教育や専門教育への導入ばかりか、学生に社会人としての自覚も喚起することがあげられる。

文字どおり「転換」にふさわしい内容と教育方法が問われている。専門教育から共通教育に転じた学部もあり、

その積極的意義を重視したい。この間、ワーキング・グループは、8 回の論議を経て、以下に示す報告を行う。

この報告は、新入生の 243 名にアンケートをとり、今日の岩手大学の 1 年生の学習実態を一部ではあるが把

握した上で、出されたものである。予習・復習に時間を振り向けていない学生に、どう勉強の面白さを知らし

めるか？かなり困難な課題だが、ここから大学の改革が進むと確信している。また、ハワード・ガードナーや

山田礼子の著作、国立大学教養教育実施組織会議から得た情報も参考に、この科目の方向づけを行った。

1. 授業名：｢基礎ゼミナール ｣

2. 学年・単位数：1年次前期・1単位

　なお、この 1 単位を新規に共通教育に積み増すために、共通教育科目総単位数は 1 単位増加する。その結果、

　専門教育と合算した卒業総単位数を 1 単位増やすか否かについての判断は、各学部の判断に任せる。

3. 授業の目的：下記の４点を共通の目的とする。ただしどの点により大きな比重を置くかという判断は、個々の授

業担当者に任せる。

　・  知的活動への動機付けを高める。

　・  科学的思考方法と学習，実験，のデザイン能力を涵養する。

　・  学問の自由にきちんと目を向けよう。

　・  学生生活とその後のキャリアのデザインを充実させる。 

　・  アカデミックスキルとともに、ソーシャルスキルを涵養する。

4. 実施形態：原則は下記の通り。ただしクラス編成等については、各学部の実情にあわせる。

　・  少人数（原則 10 数名程度，最大 20 名）のゼミ形式

　・  ＴＡの制度をできるだけ活用する。2 ～ 4 年生も必要に応じて、参加させる。

　・	 統一の授業紹介を作る．( 共通フォーマットを用意する。この課題は WG で検討が今行われている。)

　・ 	大教センターとして授業の参考となるような「手引き」を作成し、教員・学生に配布する。

5. 授業内容：アカデミックスキルとともに、ソーシャルスキルを涵養するために、下記のような授業を行う。

  〈アカデミックスキル涵養に関わる事柄の例示〉

1）学問への動機付け．受験勉強との違いは何か？

分析的、批判的思考（クリティカルシンキング）。

問題発見型（課題探求能力の涵養）の人になろう。

2）本，人，実験，フィールドから学ぶ．

　「基礎ゼミナール」が専門教育への導入という面を持つため、専門の「体験的学習」や「現地に学ぶ学習」

　あるいは「グローカルな教材」へのアプローチを積極的に取り入れたい。

3）自発的に学ぶ習慣を付ける。

予習・復習があまりにもなされていない現状 1）から、強調する課題になった。

4）レポートと口頭によるプレゼンテーションとディスカッション。
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5）キャンパス資源活用と施設のオリエンテーション。

図書館の利用方法（オリエンテーションが行われているが )　がわからない、１年生（７月の段階）が少なく

ないという現状 2）。また、キャンパス全体がミュージアムという資源を利用する。

〈ソーシャルスキル涵養に関わる事柄の例示〉

・  	 話す，聞く，マナー，など相互のコミュニケーション能力を涵養する。

・  	 学生と教員，学生相互のコミュニケーションを図る 3）。

・	 社会に目を向け、社会の中で生きるには何が問われているかを知り 4）、行動する

・	 将来の夢をかたり、その実現を図る青写真を引ける力 5）（「あなたは卒業後の夢を語れますか．その夢を実

現するために、どのような学生生活を過ごしたいと考えていますか」）。

6. 今後のスケジュール

9 月の運営委員会には、実施形態を各学部に求める方針を出す。「基礎ゼミナール」開講の数を各学部で検討し、

10 月までに決定していただく。

注）

1）6 月末に全学部の１年生を対象にしたアンケート調査をおこなった。被検者数２４３名。これによると、予

習復習等に費やしている時間はゼロが 28.4％、３０分未満が 29.6％であった。

2）上記アンケートで、図書館に行ったことがない新入生 24.7％。

3）上記アンケートで、教員と話したことがない学生は 18.5％に上る。

4）上記アンケートで、新聞を毎日読んでいる学生の割合は 12％にすぎなかった。

5）上記アンケートで、将来の自己みすえ、それを実現化する青写真を作れているか、という質問に対して 76

％の学生が出来ていないと答えている。
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教育評価・改善部門
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平成１７年度　教育評価・改善部門会議

氏　名　 所　属　
部門長 中村　一基 教育評価・改善部門
全学共通教育企画・実施部門長 岡田　仁 全学共通教育企画・実施部門
専任教員 江本　理恵 教育評価・改善部門
専任教員（１０月〜） 福永　良浩 教育評価・改善部門
専任教員 ( 併 )（〜１０月） 石川　明彦 教育評価・改善部門

各学部選出兼務教員

砂山　稔 人文社会科学部
菊地　良夫 人文社会科学部
宇佐美　公生 教 育 学 部
上濱　龍也 教 育 学 部
野村　直之 工  学  部
西谷　泰昭 工  学  部
髙橋　壽太郎 農  学  部
塚本　知玄 農  学  部

( オブザーバー ) 後藤　尚人 大学教育センター
( オブザーバー )（１０月〜） 山崎　憲治 大学教育センター

平成１８年度　教育評価・改善部門会議

氏　名　 所　属　
部門長 後藤　尚人 教育評価・改善部門
全学共通教育企画・実施部門長 岡田　仁 全学共通教育企画・実施部門

専任教員
江本　理恵 教育評価・改善部門
福永　良浩 教育評価・改善部門

各学部選出兼務教員

砂山　稔 人文社会科学部
小林　睦 人文社会科学部
名古屋　恒彦 教 育 学 部
上濱　龍也 教 育 学 部
小川　智 工  学  部
恒川　佳隆 工  学  部
築城　幹典 農  学  部
髙橋　壽太郎 農  学  部

学務課長　 古井　修子 学  務  部
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教育評価・改善部門　江本理恵

岩手大学中期計画における成績評価関連項目、及び、平成 18 年度の年度計画の達成に向け、
各学部、各分科会における以下の事項を実現させることは、教育評価・改善部門に課せられた
大きな課題でした。

教育評価・改善部門では、平成 17 年頃よりこの議論を開始し、平成 18 年 7 月には各分科会へ、
11 月には各学部へ、「教育目標等の整備と成績評価基準のガイドラインの作成について」の依
頼を出すことができました。また、この議論の過程において、「成績評価は到達目標の達成度に
基づいた絶対評価とする」「教育目標に沿った授業の目的の設定，到達目標の明確化を行う」「到
達目標に沿った成績評価の方法と基準を設定する」ことなどが議論され、合意されていきました。
平成 19 年 3 月には、分科会単位の「成績評価基準のガイドライン」が出来上がってきました。
　平成 19 年度の課題としては、以下の２点が挙げられます。

　①専門教育における「成績評価基準のガイドライン」を作成すること。
　②分科会の「成績評価基準のガイドライン」の質を高めること。
教育評価・改善部門では、「教育目標」や「成績評価基準のガイドライン」は一朝一夕にでき

るものではないと考えています。また、時代の変化に伴い常に見直しが必要でしょう。これを
きかっけに、分科会や学部等で教育に関する議論が行われることを期待しています。

＊各学部の教育課程・カリキュラムにおける教育目標の整備
＊全学共通教育科目および専門教育科目の授業内容とそれらのカリキュラム上の教育目
　標との関係の明確化
＊成績評価基準のガイドラインの作成

教育目標等の整備と
        成績評価基準のガイドライン作成
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教育評価・改善部門　江本理恵

大学教育センターが発足した平成 16 年から、全学共通教育に関する授業アンケートは大学
教育総合センターの教育評価・改善部門が担当することとなりました。また、それに伴い、こ
の学生による授業アンケートに基づいて優秀授業を選出し、表彰しています。

大学における授業アンケートを実施している大学は、国公私立大学の約 71%（大学における
教育内容等の改革状況について、文部科学省、2007）に上りますが、実施したアンケートの活
用方法については、どの大学においても試行錯誤を続けているのが現状だと考えられます。

本学においても、
＊授業アンケートに基づく優秀授業の選出、表彰
＊優秀授業のビデオ撮影・Web 上での公開
＊優秀授業の公開 ( 授業公開を含 )
などの取り組みを行っていますが、万全とはとうてい言えません。特に、授業アンケートの

結果にあまり良くない項目がある、などの授業実施上の教員の悩みに応える対応策は、現時点
では 0 に近い状況です。もちろん、センターに相談にきていただければ解決策を一緒に考えら
れるのですが、なかなかそのような時間もとれないでしょう。教育評価・改善部門としては、
先生方の「困っていること」「悩んでいること」に応えられる方策の検討は続けなければなりま
せん。限られた予算、人員では難しい面も多いのですが、e-Learning システムを活用するなど、
何らかの方策を実現させたいと思います。

岩手大学のアンケートの特徴は、「手作り」で行われているところです。多くの大学では業者
に委託し、コストをかけて実施しているところを、アンケート用紙の作成、集計等、すべて学
内で行っています。手間はかかりますが、コストは削減できますし、何よりもアンケート項目
の自由度の高さが魅力です。
「アンケート用紙」を使って学期末に行うアンケートには、学生自身に自分の学習について振

り返らせる効果がある、と言われています。授業中に行う授業アンケートであるかぎり、学生
に対する「学習効果」が必要です。そこで、アンケート項目にも少しずつ学習を振り返らせる
項目を入れるなどの改善を行っています。自由記述欄に書かれる教員への誹謗・中傷とも思わ
れる文章を減らすために、「自由に」ではなく「理由」を書かせる方向に変更を加えたりもして
います。

目標は「教員が元気になる授業アンケート」です。まだまだ目標達成にはほど遠い状態ですが、
今後もより良い授業アンケートの実施に努力したいと思います。

全学共通教育科目
　　学生による授業アンケート
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掲載一覧
＊平成 16 年度後期 学生による授業アンケートに基づく全学共通教育科目優秀授業一覧
＊平成 17 年度前期 授業アンケート用紙
＊平成 17 年度前期 授業アンケート 授業科目区分別平均評点・学生の学習状況について
＊平成 17 年度後期 授業アンケート用紙
＊平成 17 年度後期 授業アンケート 授業科目区分別平均評点・学生の学習状況について
＊平成 17 年度 前期・後期 授業アンケート実施率
＊平成 17 年度 授業アンケート結果個人集計表例
＊平成 17 年度 優秀授業選出基準
＊平成 17 年度前期・後期 学生による授業アンケートに基づく全学共通教育科目優秀授業一覧
＊平成 18 年度前期 授業アンケート用紙
＊平成 18 年度前期 授業アンケート 授業科目区分別平均評点・学生の学習状況について
＊平成 18 年度後期 授業アンケート用紙
＊平成 18 年度後期 授業アンケート 授業科目区分別平均一覧
＊平成 18 年度 前期・後期 授業アンケート実施率
＊平成 18 年度 授業アンケート結果個人集計表例
＊平成 18 年度 優秀授業選出基準
＊平成 18 年度前期 学生による授業アンケートに基づく全学共通教育科目優秀授業一覧
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【人間と文化分科会】 
 倫理学の世界 小林 睦
 適応の理解 佐藤 正恵
 欧米の文学 長野 俊一  

【人間と社会分科会】  
 憲法  内田  浩
 社会的人間論 塚本 善弘

【人間と自然分科会】 
 自然と数理 飯田 雅人
 生命のしくみ 牧 陽之助

【総合科目分科会】  
 現代職業選択論  田口 典男 

【環境教育科目分科会】
 農業・生命と環境 青井 俊樹 

【外国語科目分科会】  
 英語 B Ahdar, Elvis  
 英語 B Blair, Benjamin Reed 
 英語 B Ishikawa, Peggy Marri 
 英語 A Hall, James  
 英語 B Ahdar, Elvis  
 英語 B Blair, Benjamin Reed 
 英語 B Ishikawa, Peggy Marri 
 英語 B Hopson, Nathan   
 英語 B Short, Kevin Anthony 

【外国語科目分科会】   
 初級フランス語（発展）加藤 隆 
 中級ロシア語 　　   長野 俊一 
 初級中国語（発展）　　 吉野 寧恵 
 中級韓国語 　　   楊 政亜 

【健康・スポーツ科目分科会】    
 バドミントン 吉田  実  
 サッカー 佐々木 博之 

【情報科目分科会】  
 情報基礎 今井 潤 

平成 16 年度後期　学生による授業アンケートに基づく
全学共通教育科目優秀授業一覧
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平成 17 年 7 月 19 日　全学共通教育優秀授業表彰式にて
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H １7 前期　授業アンケート用紙
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H １7 前期　授業アンケート用紙
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H １7 前期　授業アンケート用紙
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H １7 前期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7 前期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7 前期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7 前期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7 後期　授業アンケート用紙
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H １7 後期　授業アンケート用紙
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H １7 後期　授業アンケート用紙
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H １7 後期　授業アンケート用紙
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H １7 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １7　授業アンケート実施率

授業科目区分 対象科目数 実施科目数 実施率（％） 回答者数合計（人）

人間と文化 24 24 100 2011

人間と社会 27 27 100 1902

人間と自然 16 16 100 1089

情報 17 17 100 821

外国語（英語） 66 66 100 2347

外国語（英語以外） 49 47 95.9 1378

健康・スポーツ 40 40 100 1135

合計 239 237 99.2 10683

平成 17年度前期　全学共通教育授業科目

　　　　　　　　　　　　学生による授業アンケート　実施率

授業科目区分 対象科目数 実施科目数 実施率（％） 回答者数合計（人）

人間と文化 24 23 95.8 1336

人間と社会 18 18 100 1600

人間と自然 18 18 100 1005

情報 5 5 100 236

外国語（英語） 66 64 97.0 2238

外国語（英語以外） 53 48 90.6 1389

総合 5 5 100 491

環境教育 8 8 100 938

健康・スポーツ 36 36 100 951

合計 233 225 96.6 10184

平成 17年度前期　全学共通教育授業科目

　　　　　　　　　　　　学生による授業アンケート　実施率
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H １7　授業アンケート結果　個別返却例
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優秀授業選出方針 ( 平成 17 年度 前期・後期 )
大学教育センター

教育評価・改善部門

■ 優秀授業選出方針
1: アンケート実施授業科目を対象として、授業科目区分ごとに「優秀授業」を選出します。

2: 履修人数の少ない授業科目については対象から外します。17 年度は、授業科目区分ごとに
アンケート回答者数を平均し、その平均の 30% 未満の回答者からしか回答を得ていない授
業科目については、対象から外します。

 ( 検討課題 :「回答者数が少ない授業」についての扱い )

3: 履修申告人数に比べて、アンケート回答者 ( 回収枚数 ) が少ない授業科目については、対象
から外します。17 年度は、回答者数が履修申告人数の 70% 以下になっている授業科目を、
対象から外します。

4: 設問 D の各項目について、評点を定め、平均値を算出します。評点を選択肢の「そう思う」
を 2 点、「まあそう思う」を 1 点、あまりそう思わないを -1 点、全くそう思わないを -2 点
としました。これを、各項目について、(「そう思う」と回答した人数× 2+「まあそう思う」
と回答した人数× 1+「あまりそう思わない」と回答した人数× -1+「全くそう思わない」と
回答した人数× -2) ÷ (「そう思う」と回答した人数 +「まあそう思う」と回答した人数 +「あ
まりそう思わない」と回答した人数 +「全くそう思わない」と回答した人数 ) という式にあ
てはめ、点数を計算します。

5: 設問 D の項目 a、b、c、d、g、h、i、k、m、n、o、u の平均値を合計※ 1 します。

　　ここでいくつかの項目を集計よりはずしましたが、例えば、「手段」に関する項目につい
ては、授業 ( 先生 ) によって「使う・使わない」が変わるので、17 年度は「選出」基準か
らは除外しました。これらの項目は、選出基準の集計には使われませんが、たとえば、説明
をわかりやすくするために「黒板に板書する」という「手段」を用いた方であれば、e の項
目の結果によって、学生の反応 ( 板書したことは学生に伝わっていたか ) を確認することが
できます。

※ 1: これに該当するのは、人間と自然・人間と文化・人間と社会・情報科目の区分に属する授業科目です。外国
語科目 ( 英語・英語以外の外国語 ) 区分に属する授業科目では、項目 a、b、c、d、g、h、i、k、m、n、o、r の
合計、健康・スポーツ科目区分に属する授業科目では、項目 a、b、c、d、e、f、g、h、j、k、l、m、p の合計に
なります。
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6:5 で算出した値に基づき、授業科目区分毎に授業科目を上位から並べます。

7: 各授業科目区分での優秀授業対象科目 ( アンケートを実施している、回答者数が規定を満
たしている、回収率が 70% 以上 ) の 20% 程度が「候補」として選出されることを目安とし
ます。20% 程度を目安 ( 少なくても 15% 以上、多くても 25% 以下 ) として「上位群」を判
定し、それらの科目を「候補」として選出します。

 ( 検討課題 :「授業科目区分ごと」ではない選出方法、たとえば「授業の形式」ごとのものなど。)

8:1 〜 7 の結果。「候補」として抽出された授業科目が平成 17 年度の「優秀授業科目」候補
科目となります。その後、教育評価・改善部門会議にて審議が行われ、「優秀授業科目」が
決定します。

集計除外項目

e: 板書やビデオ、プロジェクターは、「わかりやすい解説」を行うための「手段」であったり、もしくは教室の「環
境」であったりするので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました。

f: 教科書や参考書、配布資料は、「わかりやすい解説」を行うための「手段」の 1 つなので、今回は参考情報
の 1 つとして扱いました。

j:「働きかけ ( 発言を促すなど )」は、学生とのコミュニケーション ( 学生の疑問点や意向をくみ上げ、双方向
性のある授業を実現する ) のための「手段」の 1 つなので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました。( 健康・
スポーツ科目 :i) 

l:「レスポンスカード」「小テスト」は学生の意見のくみ取りやわからないところを確認する ( 双方向性のある
授業の実現 ) ための「手段」の 1 つなので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました。 

p: 問題解決活動を授業中もしくは授業時間外学習 ( 自習 ) で行ったかどうかについての項目です。今後、「問
題解決活動」を取り入れた授業は目指すべき授業の 1 つですが、大人数講義科目等では実施が難しい面もあ
るので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました。 

q: 教養教育の目標の 1 つでもある、常識・通念を問い直すことができたかどうかについての項目です。今後、
これらの目標を達成することも目指すべき授業の 1 つですが、授業の題材などにもよるので、今回は参考情
報の 1 つとして扱いました。 

r: 課題探求活動を授業中もしくは授業時間外学習 ( 自習 ) で行ったかについての項目です。今後、「課題探求」
を取り入れた授業は目指すべき授業の 1 つですが、大人数講義科目等では実施が難しい面もあるので、今回
は参考情報の 1 つとして扱いました。 

s: 授業科目によっては、必ずしも「学生が役に立つと思う授業」=「いい授業」ではないので、今回は参考情
報の 1 つとして扱いました。( 外国語科目 :p)( 健康・スポーツ科目 :n)

t: その授業科目で扱う題材や履修学生の所属学部などによって今後に対する意識も変わってくるので、今回は
参考情報の 1 つとして扱いました。( 外国語科目 :q)( 健康・スポーツ科目 :o)
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【人間と文化】 
 倫理学の世界  小 林    睦
 欧米の文学  長 野 俊 一
 哲学の世界  開   龍 美
 適応の理解  早 坂 浩 志 

【人間と社会】  
 現代社会の社会学 塚 本 善 弘 
 経済のしくみ  笹 尾 俊 明 
 市民生活と法
          CLEARY WILLIAM BERNARD
 現代社会と経済  田 口 典 男 

【人間と自然】 
 生命のしくみ  牧   陽之助 
 物質の世界  吉 澤 正 人 

【外国語科目（英語）】  
 英語 B  BLAIR BENJAMIN REED
 英語 B  AHDAR ELVIS 
 中級英語 AHDAR ELVIS 
 英語 B  AHDAR ELVIS 
 英語 B  BLAIR BENJAMIN REED
 英語 B  BEHLING DANIELLE 
 英語 A  松 林 城 弘 
 英語 B  BLAIR BENJAMIN REED 
 英語 B  BLAIR BENJAMIN REED 
 英語 A  寒河江 正 行 
 英語 B  PEDERSEN KAREN 
 英語 B  松 林 城 弘 
 英語 B  ISHIKAWA PEGGY MARRI

【外国語科目（英語以外の外国語）】 
 初級フランス語 ( 入門 ) 加 藤   隆 
 初級フランス語 ( 入門 ) 加 藤   隆 
 初級中国語 ( 入門・発展 ) 中 安 美恵子 
 初級中国語 ( 入門 ) 吉 野 寧 恵 
 中級韓国語  楊   政 亜 
 初級ロシア語 ( 入門・発展 ) 長 野 俊 一 
 上級日本語 A  松 岡 洋 子 

【健康・スポーツ科目】    
 体力   佐々木 優 次 
 サッカー  佐々木 博 之 
 ソフトボール  大 賀 圭 造 
 バレー   小笠原 義 文 
 バドミントン  大久保 香 織 
 ゴルフ   石 井 旨 冏  
 テニス   吉 田   実 

【情報科目】  
 情報基礎  柳 田 久 弥
 情報基礎  五 味 壮 平
 情報基礎  中 西 貴 裕 

ISHIKAWA PEGGY MARRI

平成 18年 2月
17日　全学共

通教育科目優
秀授業表彰式

にて

平成 17 年度前期　学生による授業アンケートに基づく
全学共通教育科目優秀授業一覧
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【人間と文化】
 欧米の文学 　長 野 俊 一
 適応の理解 　佐 藤 正 恵
 心の科学 　阿久津 洋 巳
 心の科学 　松 岡 和 生

【人間と社会】  
 社会的人間論 　 塚 本 善 弘 
 憲法  　 内 田   浩
 対人関係の心理学　堀 毛 一 也

【人間と自然】  
 生命のしくみ 　牧   陽之助 
 自然と法則 　八 木 一 正

【総合科目】  
 現代職業選択論 　田 口 典 男

【環境教育科目】  
 「環境」を考える 　吉 田 勝 一
 「環境」を考える 　牧   陽之助 

【外国語科目 ( 英語 )】  
  英語 B 　BLAIR BENJAMIN REED 
  英語 B 　SHORT KEVIN ANTHONY
  英語 B 　SHORT KEVIN ANTHONY
 英語 B 　ISHIKAWA PEGGY MARRIE
   英語 A 　工 藤 裕 子
  英語 B 　BLAIR BENJAMIN REED
   英語 B 　AHDAR ELVIS
   英語 B 　AHDAR ELVIS
   英語 B 　AHDAR ELVIS
   英語 B 　BLAIR BENJAMIN REED
  英語 A 　長 野 とも子

【外国語科目 ( 英語以外の外国語 )】  
   中級フランス語  横 井 雅 明
   初級中国語 ( 発展 ) 吉 野 寧 恵
   初級韓国語 ( 発展 ) 崔   在 繕
   中級ロシア語  笹 尾 道 子
   初級フランス語 ( 発展 ) 加 藤 祐 子
   初級フランス語 ( 発展 ) 加 藤   隆
   初級フランス語 ( 発展 ) 加 藤   隆
   中級韓国語  楊   政 亜
   初級ドイツ語 ( 発展 ) 能 登 惠 一

【健康・スポーツ】  
  トレーニング  澤 村 省 逸
  体力づくり  大 賀 圭 造
  ラケットスポーツ 吉 田  実
  ゴルフ   石 井 旨 冏
  体力づくり  佐々木 優次
  ニュースポーツ  小笠原 義 文
  サッカー  佐々木 博之
  バレーボール  伊 藤 斉 訓
  バドミントン  大久保 香織
  バドミントン  大久保 香織

【情報科目】 
   情報基礎 　塚 野 弘 明

　BLAIR BENJAMIN REED

2006 年 7 月 18 日

優秀授業表彰状授与式にて記念撮影

平成 17 年度後期　学生による授業アンケートに基づく
全学共通教育科目優秀授業一覧
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H １８前期　授業アンケート用紙
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H １８前期　授業アンケート用紙
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H １８前期　授業アンケート用紙
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H １8 前期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １8 前期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １8 前期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １8 前期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １8 後期　授業アンケート用紙
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H １8 後期　授業アンケート用紙
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H １8 後期　授業アンケート用紙
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H １8 後期　授業アンケート用紙
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H １8 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １8 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １8 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １8 後期　授業アンケート　授業科目区分毎集計
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H １8 後期　授業科目区分毎集計
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H １8 後期　授業科目区分毎集計
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H １8　授業アンケート実施率

授業科目区分 対象科目数 実施科目数 実施率（％） 回答者数合計（人）

人間と文化 24 24 100 2011

人間と社会 27 26 96.3 1902

人間と自然 16 16 100 1089

情報 17 17 100 821

外国語（英語） 66 66 100 2347

外国語（英語以外） 55 54 98.2 1507

健康・スポーツ 40 40 100 1135

合計 245 243 99.2 10812

平成 18年度前期　全学共通教育授業科目

　　　　　　　　　　　　学生による授業アンケート　実施率

授業科目区分 対象科目数 実施科目数 実施率（％） 回答者数合計（人）

人間と文化 25 23 92.0 1529

人間と社会 19 18 94.7 1287

人間と自然 17 16 94.1 943

情報 5 4 80 157

外国語（英語） 65 65 100 2281

外国語（英語以外） 48 44 91.7 1227

総合 6 6 100 537

環境教育 8 8 100 855

健康・スポーツ 33 33 100 925

合計 226 217 96 9741

平成 18年度後期　全学共通教育授業科目

　　　　　　　　　　　　学生による授業アンケート　実施率
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H １8　授業アンケート結果　個別返却例
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優秀授業選出方針 ( 平成 18 年度 )
大学教育総合センター

教育評価・改善部門
■優秀授業選出方針

1: アンケート実施授業科目を対象として、授業科目区分ごとに「優秀授業」を決定します。

2: 履修人数の少ない授業科目については対象から外します。平成 18 年度は、各授業科目区
分ごとの回答者数を平均し、明らかに回答者数が少ない授業 (30% 未満 ) については、対象
から除外します。

 ( 今後の検討課題 : ここで落ちる「回答者数が少ない授業」についての扱い )

3: 履修申告人数に比べて、アンケート回答者 ( 回収枚数 ) が少ない授業科目については、対象
から外します。平成 18 年度は、回答者数が履修申告人数の 70% 以下になっている授業科
目を、優秀授業選定の対象から外します。

 ( 今後の検討課題 : ここで落ちる「回収率の低い授業」についての扱い )

4: 各授業科目区分での優秀授業対象科目 ( アンケートを実施している、回答者数が規定を満
たしている、回収率が 70% 以上 ) の 20% 程度が選出されることを目安とし、少なくても
15% 以上、多くても 25% 以下とします。

 
5: 設問 D の各項目について、評点を定め、平均値を算出します。平成 18 年度は、選択肢の
「そう思う」を 2 点、「まあそう思う」を 1 点、あまりそう思わないを -1 点、全くそう思わ
ないを -2 点と評点を定めました。これを、各項目について、(「そう思う」と回答した人数
× 2+「まあそう思う」と回答した人数× 1+「あまりそう思わない」と回答した人数× -1+「全
くそう思わない」と回答した人数× -2) ÷ (「そう思う」と回答した人数 +「まあそう思う」
と回答した人数 +「あまりそう思わない」と回答した人数 +「全くそう思わない」と回答し
た人数 ) という式にあてはめ、点数を計算します。

6: 設問 D の項目 a、b、c、e、h、i、j、l、n、o、p の平均値をさらに平均※ 1 します。

7: 設問 E についても、5 の方法で評点を定め、平均値を算出します。

8:6 で出した値と 7 で出した値とを合計します。

9:8 で算出した値について、上位から並べ、実施授業科目数の 15%~25% の範囲を目安として
「上位群」を判定し、それらの科目を抽出します。
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10:1~9 で抽出された授業科目を「優秀授業科目」候補科目とします。その後、自由記述項目
等を加味して、教育評価・改善部門会議での審議の結果、「優秀授業科目」が決定します。

※ 1: これに該当するのは、人間と自然・人間と文化・人間と社会・情報科目の区分に属する授業科目です。外国
語科目 ( 英語・英語以外の外国語 ) 区分に属する授業科目では、項目 a、b、c、e、h、i、j、l、n、o、p の合計、
総合・環境教育科目区分に属する授業科目では、項目 a、b、c、e、f、g、h、i の合計、健康・スポーツ科目区分
に属する授業科目では、項目 a、b、c、e、f、g、h、i、k、l、m、n の合計になります。

集計除外項目

d: この項目は今年度から新規に導入された項目なので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました ( 来年度
より集計項目となる予定です )。

f: 板書やビデオ、プロジェクターは、「わかりやすい解説」を行うための「手段」であったり、もしくは教
室の「環境」であったりするので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました。

g: 教科書や参考書、配布資料は、「わかりやすい解説」を行うための「手段」の 1 つなので、今回は参考情
報の 1 つとして扱いました。

k:「働きかけ ( 発言を促すなど )」は、学生とのコミュニケーション ( 学生の疑問点や意向をくみ上げ、双
方向性のある授業を実現する ) のための「手段」の 1 つなので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました。
( 健康・スポーツ科目 :j) 

m:「レスポンスカード」「小テスト」は学生の意見のくみ取りやわからないところを確認する ( 双方向性の
ある授業の実現 ) ための「手段」の 1 つなので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました。

q: 問題解決活動を授業中もしくは授業時間外学習 ( 自習 ) で行ったかどうかについての項目です。今後、「問
題解決活動」を取り入れた授業は目指すべき授業の 1 つですが、大人数講義科目等では実施が難しい面も
あるので、今回は参考情報の 1 つとして扱いました。 ( 総合・環境教育科目 :j)

r: 教養教育の目標の 1 つでもある、常識・通念を問い直すことができたかどうかについての項目です。今後、
これらの目標を達成することも目指すべき授業の 1 つですが、授業の題材などにもよるので、今回は参考
情報の 1 つとして扱いました。 ( 総合・環境教育科目 :k)

s: 課題探求活動を授業中もしくは授業時間外学習 ( 自習 ) で行ったかについての項目です。今後、「課題探求」
を取り入れた授業は目指すべき授業の 1 つですが、大人数講義科目等では実施が難しい面もあるので、今
回は参考情報の 1 つとして扱いました。 ( 総合・環境教育科目 :l)

t: 授業科目によっては、必ずしも「学生が役に立つと思う授業」=「いい授業」ではないので、今回は参考
情報の 1 つとして扱いました。( 外国語科目 :q)( 総合・環境教育科目 :m)( 健康・スポーツ科目 :o)

u: その授業科目で扱う題材や履修学生の所属学部などによって今後に対する意識も変わってくるので、今
回は参考情報の 1 つとして扱いました。( 外国語科目 :r)( 総合・環境教育科目 :n)( 健康・スポーツ科目 :p)
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【人間と文化】  
 倫理学の世界 　　小 林   睦
  欧米の文学 　　長 野 俊 一
  適応の理解 　　早 坂 浩 志

【人間と社会】  
  現代社会と経済 　　田 口 典 男
  憲法  　　宮 本 ともみ
  現代社会の社会学　　塚 本 善 弘
  経済のしくみ 　　杭 田 俊 之

【人間と自然】  
  物質の世界 　　吉 澤 正 人 

【外国語科目 ( 英語 )】  
  中級英語 　　小 林 葉 子
  英語 B  　　Lowell Sayers
  英語 B  　　Blair Benjamin Reed
  英語 B  　　Blair Benjamin Reed
  英語 B  　　Ryan Thomas Miller
  英語 A  　　寒河江 正 行
  英語 B  　　Lowell Sayers
  英語 B  　　Ishikawa Peggy Marrie
  中級英語 　　Ogawa Erik Nikolai
  英語 B  　　Sean P. Marsula
  英語 A  　　三 浦 勲 夫
  英語 B  　　Ryan Thomas Miller
  英語 A  　　伊 東 栄志郎

【外国語科目 ( 英語以外 )】  
  上級日本語 A  松 岡 洋 子
 初級フランス語 ( 入門 ) 加 藤 祐 子
 初級中国語 ( 入門 ) 中 安 美恵子
 初級フランス語 ( 入門 ) 加 藤 祐 子
 初級フランス語 ( 入門 ) 加 藤   隆
 初級中国語 ( 入門 ) 崔   華 月
 初級中国語 ( 入門 ) 劉   文 静
 初級ドイツ語 ( 入門 ) 大 友 展 也
 初級フランス語 ( 入門 ) 加 藤   隆

【健康・スポーツ】  
 ゴルフ   石 井 旨 冏
 体力トレーニング 佐々木 優 次
 バレーボール  小笠原 義 文
 ソフトボール  佐々木 優 次
 サッカー  大 賀 圭 造
 体力トレーニング 佐々木 優 次
 バドミントン  武 田 正 司

【情報科目】   
  情報基礎 　　中 西 貴 裕 
  情報基礎 　　五 味 壮 平
  情報基礎 　　福 永 良 浩

平成 18 年 12 月 1 日

平成 18 年度前期優秀授業表彰状授与式にて

平成 18 年度前期　学生による授業アンケートに基づく
全学共通教育科目優秀授業一覧
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教育評価・改善部門   江本理恵

平成 12 年度に全学共通教育運営委員会が主催してはじまった岩手大学の FD 合宿研修会は、
平成 13 年度に FD 委員会に引き継がれ、さらに、平成 16 年度より大学教育センター ( 平成 18
年に大学教育総合センターに改組 ) に引き継がれて実施されてきました。「4、5 年ですべての
教員が参加すること」を目標にかかげていた合宿研修会は、平成 18 年度の合宿研修会にて 1
つの区切りを迎えた、と考えることができます。

私が大学教員として着任し、最初に驚いたことが「学部間の垣根が高い」ことです。しかし、
大学を取り巻く状況が刻々と厳しい方向に変化している今、「岩手大学のすべての教員が」これ
からの岩手大学のあり方を考え、そして、研究教育活動に取り組まなければ生き残れないでしょ
う。この FD 合宿研修会がその「機会」とならないかと考えています。

もちろん、個々の課題についての議論は学内で何度も会議を開催して、時間をかけ、十分に
行う必要があるでしょう。しかし、その議論を行える土壌があるか、というと、それ自身も危
ういのではないか、と。そう考えると、まずは、対等な議論を行える土壌を作ることが大切であり、
この FD 合宿研修会はその土壌作りを担えるのではないか、そのように考えています。

平成 17 年、平成 18 年の FD 合宿研修会を振り返ってみると、「学部の垣根を越えて大学に
ついて議論する」、「( 研究ではなく ) 大学の教育について考えてみる」という点では一定の評価
を得ることができたと考えられます。合宿研修会のプログラムが上記を目標とした設計になっ
ているので、目標達成には十分効果があった、わけですが、その反面、本来の FD で要求され
ている具体的な授業改善等の内容は扱えていません。これは、今後の大きな検討課題です。

平成 17 年度、18 年度の FD 合宿研修会報告書は別冊として刊行予定 ( 平成 17 年度は刊行済 )
です。したがって、この報告書では、この 2 年間における FD 合宿研修会のプログラムの概要
をご紹介します。

FD 合宿研修会
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5

平成１７年度ファカルティ・ディベロップメント合宿研修会実施要項

１．目的
　大学の理念・目標や授業内容・方法について教員の共通理解を深めるとともに、教員相
互の意思疎通を図ること、さらに、学生が求める大学教育とは何か、学生の学習意欲を喚
起する授業とは何か等、教育の質の充実を図り教員自身の教育者としての責任を自覚する
ことを目的とする。

２．内容
テーマ：高等教育機関としての岩手大学を考える
プログラムⅠ「高等教育機関として岩手大学に求められているニーズと課題」
プログラムⅡ「今後、岩手大学としてどのような教育の取組を行えばよいか」
プログラムⅢ「今後の全学共通教育（教養教育）の理念について

：ＥＳＤ（国連・持続可能な開発のための教育の１０年」
プログラムⅣ「今後の岩手大学の教育的取組について」
プログラムⅤ「授業支援システム（ＣＭＳ）を活用した授業体験」

３．参加予定者：約４０名

４．日時：平成１７年９月１日（木）・２日（金）

５．場所：独立行政法人国立青年の家　国立岩手山青年の家
〒 020-0173
岩手県岩手郡滝沢村滝沢字後２９２

電話：019-688-4221
ファックス：019-688-5047

６．主催：岩手大学大学教育センター　教育評価・改善部門

ファカルティ・ディベロップメント合宿研修会概要
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平成 17年度　ＦＤ合宿研修会報告書

6
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平成 17年度　ＦＤ合宿研修会報告書

16

オリエンテーション
今回の FD合宿研修会は , 本学への参画意識を高め , 本学の「教育」について考えるための 4つのプ

ログラムと ,ICTを活用した授業方法の可能性を考えるための1つのプログラムから構成されています .

1 日目の 2つのプログラム ( Ⅰ , Ⅱ ) と 2 日目の 1つのプログラム ( Ⅳ ) は , グループ作業を中心

に組まれており , 参加者は , 学生主体型授業を体験することになります .2 日目のプログラム ( Ⅴ )

は ,e-Learning の 1つである授業管理支援システム (CMS) を体験し , それを各自の授業で活用する方法

を考えます .

※旅費のお渡しについて

FD合宿終了後,3週間後ぐらいに生協より連絡があります.その後,生協の窓口でお受け取りください.

1.　プログラムの基本構成
1.1. 　プログラムⅠ・Ⅱ
このプログラムでは , ワークショップ形式で , 班単位での議論→全体での発表→全体討論という一連

の授業を体験します . 以下に沿って活動してください .

・参加者によってプログラムを運営します .

・班 (8 班 ) 単位で活動します . 

・プログラムⅠ・Ⅱにおいて , 各班から全体の司会者 , 記録係を 1名ずつ出します . 記録係は , 発

表開始後 3分で 1鈴 ,4 分で 2鈴 ,5 分で 3鈴をならします . 司会者は ,5 分以内に必ず発表を

終了させるようにしてください .

・各班の活動についても司会者 , 記録係をおいて , 記録を作成します . 役割は班のメンバーで分

担してください .

・各プログラムは 120 分です . 以下の基本構成からなります .

  1. 作業内容の説明 　　10分

  2. 班による討論・作業 　　50分

  3. 発表 各班の発表時間 5 分 ( 発表・交代含 ) × 8班 　　40分 

  4. 全体討論 　　20分　

・全体および各班の記録係は , 全体および各班での議論の内容を記録としてまとめ , 各プログラ

ム終了後に提出してください . この記録は , 参加者全員に配布され , 一部は FD合宿報告書に掲

載されます .

・全体討論では , 特定の一人のみが発言を続けることがないように , 司会者は場を運営してくだ

さい .

・すべて時間厳守でお願いします . つまり , 必ず時間きっちりに終了させるよう , 早く終わるこ

とにないように , 運営してください .

・参加者による相互評価を行います . 各回のプログラムが終了した時点で , 各参加者が各班の発

表と質疑応答に対して点数をつけてください .3 段階評価で , 各個人は 7点を持ち点とします .



228

17

1.2. 　プログラムⅢ
このプログラムでは , 今後の岩手大学の教育の理念や目的について , 全体で考え , 討論します . まず ,

玉センター長から , 今後の岩手大学の教育の理念と目的 , そしてその旗印となる ESD についての話題提

供があります . その後 , 全体で討議に入ります .

また , このプログラムの後 , 和室に場所を移動して , 自由討議&懇親会に入ります . これからの「岩

手大学」の教育について , 自由に討議してください .

1.3. 　プログラムⅣ
このプログラムでは , プログラムⅠ～Ⅲまでの結果に基づき , 岩手大学の教育を今後どのようにして

いけばよいのかについて , 班の中で 1つの結論を出し , 具体的な提案書として作成してください . この

提案書は , プログラム終了後に提出します . ここで提出された提案書は , 後日 , 参加者に配布するとと

もに ,FD 合宿研修会の報告書等に掲載します .

1.4. 　プログラムⅤ
大学教育センターでは ,「大学教育センターにおける組織的授業改善と教室外学習支援システムの構

築」プロジェクトの一貫として ,「全学統一拡張Web シラバス」システムの構築に取り組んでいます . こ

のプログラムでは , このシステムのうち ,「教室外学習支援」の部分である「授業支援システム (CMS)」

を実際に体験し , 今後の授業において , この CMS の活用の仕方について考えてもらいます . 今回 , 残念

ながら構築中のシステムは使用できませんが , 似たような CMSのシステムを試用します .
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ファカルティ・ディベロップメント
合宿研修会実施要項

平成 18年度ファカルティ・ディベロップメント合宿研修会実施要項

１．目的
　大学の理念・目標や授業内容・方法について教員の共通理解を深めるとともに、教員相互
の意思疎通を図ること、さらに、学生が求める大学教育とは何か、学生の学習意欲を喚起す
る授業とは何か等、教育の質の充実を図り教員自身の教育者としての責任を自覚することを
目的とする。

２．内容
テーマ：大学教育の組織化と総合化を考える
プログラムⅠ「高等教育機関として岩手大学に求められているニーズと課題」
プログラムⅡ「解決に向けてどのような取組を行えばよいか」
自由討議「全学共通教育改革実施案について」
プログラムⅢ「全学共通教育の充実にどう取り組むか」
プログラムⅣ「大学院教育の充実にどう取り組むか」

３．参加予定者：約４０名

４．日時：平成１８年８月３１日（木）・９月１日（金）

５．場所：自然休養村　なかやま荘
（株）松尾ふるさと振興公社
〒 028-7302
岩手県八幡平市松尾寄木 2-512
TEL:0195-78-3132    FAX:0195-78-3380

６．主催：岩手大学大学教育総合センター　教育評価・改善部門
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オリエンテーション

今回のFD合宿研修会は、本学への参画意識を高め、本学の「教育」について、「入り口（入試）」
から「出口（就職）」までを含めて総合的に考えるための２つのプログラムと、「全学共通教
育（関連して学士課程教育）」の充実、それに伴う「大学院教育」の充実を考えるための２
つのプログラム、さらに、それに関連した講演、自由討議から構成されています。

プログラムの基本構成
■プログラムⅠ～Ⅳ
このプログラムでは、「班単位での議論」→「全体での発表」→「全体討論」という一連
の構成で行います。以下に沿って活動してください。
○ 参加者によってプログラムを運営します。
○ 各プログラムはすべて「時間厳守」でお願いします。時間が延びることがないよう、また、
早く終わりすぎることがないよう、時間きっちりに終わるように運営してください。

○ 班単位で活動します。
○ プログラムⅠ・Ⅱは 110 分です。以下の構成からなります。

１．作業内容の説明　5分
２．班単位での討論・作業　50分
３．発表　各班の発表時間５分（交代含）×８班　40分
４．全体討論　15分

○ プログラムⅢ・Ⅳは 90分です。以下の構成からなります。
１．作業内容の説明　5分
２．班単位での討論・作業　50分
３．発表　各班の発表時間５分（交代含）×５班　25分
４．全体討論　10分

○ プログラムⅠ・Ⅱの班と、プログラムⅢ・Ⅳの班の２種類の班があります。
○ 各プログラムにおける「班単位での議論」において、「司会者」「記録係」「発表者」を
決めて活動します。「司会者」は、時間内に議論がまとまるように場を仕切ってください。
「記録係」は、各班での討議の記録を作成してください。「発表者」は、「発表用」のシー
ト（OHCが使用できます）を作成し、全体での発表を行ってください。

○ 各プログラムにおける「全体での発表」及び「全体討論」の際の「司会者」、「記録係」
を各班から出します。司会者は「全体での発表」及び「全体討論」の司会を行います。
記録係は「全体討論」の記録を作成します。

○ 司会者は５分以内に必ず発表を終了させるようにしてください。記録係は、各班の発表
開始後４分で１鈴、５分で２鈴をならします。
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○ 「全体討論」の司会者は、特定の人のみが発言を続けることがないよう、場を運営して
ください。

○ 全体及び各班の記録係は、全体及び各班での議論の内容を記録としてまとめ、各プログ
ラム終了後に提出してください。この記録は、班に１通配布され、一部は「FD合宿研
修会報告書」に掲載されます。

○ プログラムⅠ・Ⅱ、プログラムⅢ・Ⅳ終了後に、議論の結果をまとめた「提案書」を作
成します。この「提案書」は、時間終了後、提出してください。これは参加者全員に配
布され、一部は「FD合宿研修会報告書」に掲載されます。

○ 参加者による相互評価を行います。各回のプログラムが終了した時点で、各参加者が各
班の発表と討論内容について点数をつけてください。３段階評価で、各個人はプログラ
ムⅠ・Ⅱではそれぞれ「７点」、プログラムⅢ・Ⅳではそれぞれ「４点」の持ち点とします。

■自由討議
「自由討議」では、平成 19年度からの「全学共通教育改革実施案」について、センター長
による話題提供の後、意見交換を行います。
強制ではありませんが、ぜひ、ご参加ください。

13
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教育評価・改善部門　江本理恵

岩手大学では、前期、後期それぞれの 1 週間、全学共通教育科目のすべての授業を一般に公
開する「授業公開」に取り組んでいます。これは、全学共通教育科目の授業を本学の教職員、
学生の保護者及び一般市民に参観していただく試みです。この授業公開を通して、保護者、市
民の方々に大学の授業に対する理解をいただくとともに、貴重なご意見をいただく機会とし、
全学共通教育科目の授業改善を進めていくことを目的としています。また、本学教職員間での
相互授業参観、相互研鑽の機会になることも目的としています。

平成 18 年度より保護者を対象とした「授業モニター」という試みに取り組み始めました。
平成 18 年度は、前期 5 名、後期 3 名の保護者にモニターになっていただき、単に「公開」し
ていた頃よりも、より詳細な意見を保護者からいただくことができるようになり、より授業改
善に役立つ企画になったと考えられます。

今後の課題として、以下の 2 点を挙げることができます。
（１）参観者（教職員、保護者、市民ともに）を増やすこと
（２）授業モニターを増やすこと
特に、現在、教員同士の相互参観がほとんど行われておりません。全学共通教育は「枠」単

位で開講されているため、他の先生の授業時間には自分も授業があることが多く、なかなか「相
互参観」は難しいのが実状です。しかし、相互研修型 FD の観点からは、この授業公開が相互参観、
相互研鑽のきっかけとなるよう、今後の企画を考える必要があります。

以下、平成 17 年度、18 年度の授業モニターや他の参観者の方々からいただいた意見等につ
いて掲載します。

平成 17 年度前期
平成 17 年 6 月 6 日（月）〜６月９日（金）

平成 17 年度後期
平成 17 年 11 月７日（月）〜 11 月 11 日（金）

平成 18 年度前期
平成 18 年 5 月 29 日（月）〜６月２日（金）
◇モニター 1 月 3・4 教養科目 ( 人間と社会 )
・PC とスクリーンの利用が安易に選択されていないか。講師は PC のものをそのまま流せば良くて楽だが、室内

全学共通教育授業科目授業公開
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が暗くなり、眠気を誘い、スクリーンもコントラストをとれず見にくい。見ることだけに注意が向きやすい。講
義の内容は講師のお家芸だけに聞きやすくわかりやすい。学生にも良く理解できたと思われる。欲を言えば、一
方的講義だけでなく、せっかくのクイズ形式なのだから、学生にもっと口を開かせて活発にしたいような感じも
受けた。なお、ノートを筆記する目的には眠気さましの効用もありますので、適宜に活用したいものでしょうか。

・授業を公開するという姿勢に、大学の前向きな意欲を感じました。		
◇モニター 1 月 7・8 共通基礎科目 ( 外国語 ( 英語以外 ))	
・受けた印象ですが、講師は黒板に話しかけ、生徒の方は見ていない感じでした。発音 ( 日本語の講義 ) もメリハ

リがなく、語尾の「ですね」「ね」ばかりが大きく聞こえました。語学は口からではないかと思いますので、もっ
と発声練習をしてもよろしいかと思いました。講師の声の大きさは十分で、教室全体に響き渡るようでしたし、
練習問題を一人一人に指名で回答させる方法もとても有効と感じました。	

 ・夏の暑いのは仕方ありませんね、暑いのをがまんして勉強するのも勉強のうちなのでしょうね。生徒にクーラー
は必要ないと思います。		

◇モニター 2 月 3・4 共通基礎科目 ( 情報科目 )
・普段からパソコンを使って多くの情報を得ている。その情報を得るために、個人で調べるのには限界があり、「手

間・時間の節約」という点からみても、情報技術の活用は、いまや必須であるといえる。わかりやすい授業でした。
機会があれば、また受けてみたい。

◇モニター 2 月 5・6 共通基礎科目 ( 外国語 ( 英語以外 ))	
・ドイツ語は大学時代に履修して以来で、文法もすっかり忘れていました。1 年生向きの授業だったので、少しず

つ思い出しながら、楽しく受けることができました。( 時々、だじゃれが飛び出し、飽きなく受けられました )
・授業内容の進展具合や担当の先生がわからなかったので、早めにわかると選択しやすいのではと思いました。( 事

前に聞けば教えてくださるのでしょうが )
◇一般	月 1・2 教養科目 ( 人間と文化 )/ 月 3・4 教養科目 ( 人間と文化 )
・今までの流れがわからなかったので ( 当然のこと ) 最初少々とまどいましたが、おおよそわかる内容でした。継

続して聴くことができれば、もっと中身がわかって充実した時間になるだろうなと思いました。	
・希望の講義が休講で残念でした。事前にお知らせくだされば ( 受付で ) 無駄足に成らなかったのに。

◇モニター 2 火 3・4 教養科目 ( 人間と文化 )	
・始めに良いレポートの書き方についての注意があった。わかりやすく、簡潔にまとまりのある文章を書くのは大

切なことだと思った。( でも難しい )。その後、「性同一性障害」のビデオで、実際の事例からその障害者の家族
の心情や対応の仕方を知った。今まで自分の知らない世界だったので興味深く見たけれど、「自分がその立場だっ
たら」と考えさせられた。	

・授業は視覚から入った方が印象深く残るのかなと思った。
◇モニター 3 火 3・4 教養科目 ( 人間と社会 )	
・この科目は興味があったので、楽しく聞くことができました。教科書がなくても、ビデオ等でわかりやすく解説

してくれました。	
◇モニター 3 火 5・6 教養科目 ( 人間と文化 )	
・5・6 時間目は、最初、別の授業にいったのですが、さっぱりわからず 15 分ぐらいで出てきてしまいました。次

に入った教室では、日本の女性の運動家の話がでてきて、良くわかるように解説してくれたのでよかったです。
・授業の内容があらかじめわかるともっと入りやすくなると思います。学生が静かに講義を受けているのを見てびっ

くりしました。また、機会があったら参加してみたいです。もっとたくさんの人に受けてもらいたいと思います。
◇一般 火 3・4 教養科目 ( 人間と社会 )	
・20 数年ぶりに大学の授業に出ました。年をとった分、当時よりも講義内容に納得できたように感じました。大

学の設備も昔とは比べものにならないほどよくなっていますし、現役の学生さんの私語もなく、とても聞きやす
い授業だったと思います。ビデオを最後に見せていただきましたが、続きもぜひ見たかったです。	

・国立大学であっても、今は授業中の私語がひどいとうわさに何度もきいていましたが、ここ岩手大学ではそのよ
うなことがほとんどないらしく、気持ちよく授業を聞くことができました。いつまでもそうであってほしいです
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ね。
◇一般 火 3・4 教養科目 ( 人間と社会 )
・公開講座を受講したのは今回が初めてでしたが、大変に興味深い内容でした。若い現役学生の頃だったらピンと

こなかったかもしれないことでも、今、年齢を重ねて経験値が増えたことによりすんなりと入ってくるような気
がします。講義終盤の「グロリアと 3 人のセラピスト」の VTR は続きが気になります。様々に立場や方法を異
にする専門家達が、どのような手法で対象に向かうのか、さらに見てみたい興味をそそられました。	

・総合大学に足を踏み入れたのははじめてですが、多様性にふれることができうれしく思います。設備もすばらしく、
伝統に基づく誇りも感じられる大学だと思いました。

◇一般	水 1・2 教養科目 ( 人間と文化 )
・興味ある歴史と思想の授業でした。このまま継続して聴講できればいいなあと思いました。大学生はいいですね。

うらやましい限りです。	
◇モニター 1 水 3・4 共通基礎科目 ( 外国語 ( 英語 ))
・英語の授業を、時に日本語も交えながら英語で行うのは、生徒の好みの問題はあろうけれども、良いと感じまし

た。	
・どの授業にも、生徒の出席率が良いのには驚きました。

◇モニター 1 水 5・6 共通基礎科目 ( 健康・スポーツ )	
・生徒が楽しそうに生き生きと運動している姿を見て、何故かホッとしました。	

◇一般 ( 教職員 ) 水 9・10 共通基礎科目 ( 外国語 ( 英語以外 ))		
・1 クラスの人数が思っていたよりもかなり多いので、会話を十分に習得させるには困難であると感じた。文法の

説明にはあまり問題がないと思われた。会話については、二人がペアになり、少ない時間でお話をさせるように
工夫がなされていた。また、テキストを使用すると同時に、プリントも配布されていて、応用問題に対応できる
ようにしていた。適宜、黒板を使用して文法と発音についての説明はかなり効果があると思われた。人数が多く、
広い教室では、マイクロフォンがあれば、少し効果があると思った。

・多人数が対象の講義に対して、いろいろ工夫がされており、わかりやすい講義であった。韓国人の教師であるた
めに、さすがに発音の教え方は全く問題ない。また、日本語もできるバイリンガルの教師なので、はじめてその
言葉を習う学生にとってはかなり学びやすいものと思われる。授業を参観させていただき、誠にありがとうござ
いました。

◇モニター 4 木 1・2 教養科目 ( 人間と自然 )/ 木 3・4 教養科目 ( 人間と文化 )/ 木 3・4 教養科目 ( 人間と自然 ) 
・一方通行の授業は学生の受け止め方が少し気になりました。本当に聞いているのかなあと思う人たちがいて。教

科書を連発されると、教科書だけ読んでわかればいいのかなあと。学生と話しながら、反応を受け止めながら進
められるのは、その場にいる実感があって、充実しているのだろうなあと思いました。	

◇モニター 5 木 3・4 教養科目 ( 人間と文化 )	
・受け身だけの授業ではなく、話すという動きがある授業は大変興味深いもので、自分も参加してしまいました。

学生になった気分でした。子育て支援グループのリーダーをしているのですが、母親同士のコミュニケーション
をとる手段として「グループでの話をしてみる」きょうの授業は使えそうです。

・「新人類」という言葉がありましたが、日本人としての良いところを残しながら、新しい人類になって欲しいと
思いました。

◇一般	木 3・4 共通基礎科目 ( 外国語 ( 英語以外 ))	
・民間でのグループレッスンと違って、やはり大学の講義は本当に有意義でした。このような機会を作っていただき、

ありがとうございました。聴講生を希望したいのですが、必要書類の中の成績表は絶対必要でしょうか、再考お
願いしたいです。	

・中国語検定試験について。県内では、検定試験を委託されている学校等がなく、中国語学習者は仙台までいかな
ければなりません。岩大で受験できるように配慮してくだされば大変ありがたいのですが、いかがでしょうか。
10 名の受験者がいあれば会場となれるということです。
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◇一般	木 3・4 教養科目 ( 人間と文化 )
・中身の濃い授業でした。久しぶりに「うーん」と考える時間でした。	
・時として学生の「いびき」や「私語」に驚かされました。「もったいない !!」と思う次第です。

平成 18 年度後期
平成 18 年 10 月 23 日（月）〜 10 月 27 日（金）
◇モニター 1 月 3・4 人間と文化
・今日の授業では、中世とルネッサンスの時代の違いについて勉強した。絵画の技法の違いには、その時代背景が

反映されていることがわかり、楽しい授業でした。「課題」として「五感のうちで最も重要な感覚は何か、順位を
つけてその理由を書く」と出されたが、ふだん考えたことがないので苦労した。

・音楽 CD をもっと聞きたかった。		
◇モニター 2 月 7・8 外国語 ( 英語以外 )/ 月 9・10 総合科目
・基本的に立派なきちんとした授業になっていると感じた。生徒の授業に向かう姿勢も立派で頼もしい。ただ、成

績に関して、どんな組織にも存在する下位者への対応はどうなっているのかなと思いました。
◇一般 火 3・4 人間と文化
・先生ご自身のエピソードも交えながらの講義内容であり、大変興味深く聞くことができました。プリントも見や

すいものでした。
◇モニター 1 木 3・4 環境教育科目	
・「私たちの生活と環境ホルモンについて」環境ホルモンの人体への影響については、以前から興味があり、自分

なりに勉強してきたので、講義の内容は理解できた。ふだんから、化学調味料、合成洗剤は使用しないようにし
ている。ごみ問題についても、分別したりペットボトルはできるだけ買わないようにしている。

・教室が寒かった !
◇一般	金 3・4 外国語 ( 英語以外 )/ 外国語 ( 英語以外 )
・教室に入りづらい雰囲気がある。公開授業への参加者を迎え入れる体制をさらに考えてもらいたい。	
・参観した授業の学生は集中して講義を受けていたと思われる。
・フロア全体が思っていたより静かであった。
・学生の成績表を父母にも送付してもらいたい。( 希望するものにたいして )
・仙台から参観にきました。
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教育評価・改善部門 　江本理恵

教育評価・改善部門では、FD 活動の一環として、講演会・講習会・研究会等の企画・運営
を行いました。

平成 17 年度には中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」についてセンター専任
教員が分担して説明を行う「「我が国の高等教育の将来像」を読み解く」という研究会を行いま
した。

平成 18 年度には、学外から小田先生、土持先生、小松川先生をお招きしての講演会、研究
会を行いました。学内では、アイアシスタント関連の説明会、講習会の他、ワードやエクセル
などの使い方を学ぶための IT・FD 講習会を行いました。

山形大学の小田先生は、「FD の鬼」として全国的にも有名な方です。アメリカの真似ではなく、
日々の教育現場をベースとして実践した FD の取り組みは、今後の日本の FD のあり方を考え
る上で非常に示唆に富むものでした。

弘前大学の土持先生は、アメリカ在住期間が長く、アメリカの高等教育事情に非常に詳しい
方です。また、日本の高等教育全般についての著書も多く、高等教育研究の第一人者です。今回は、
アメリカの制度を導入したものの日本では形骸化していると言われている「単位制度」につい
て考えるための研究会を設定しました。

千歳科学技術大学の小松川先生は、大学教員はもちろんのこと、地元の高校教員も巻き込
んだ e-Learning 教材の開発とその運用とで全国的にも高い評価を受けている方です。今回
は、岩手大学でも対策が必要とされている理系 ( 数学、物理、化学等 ) の基礎教育において、
e-Learning 教材を利用した授業実践についてご報告をいただきました。e-Learning を中心に据
えた高大連携のあり方や、授業の中に e-Learning を取り入れたブレンディング型の授業実施方
法等については、岩手大学でも取り入れたいところです。

しかしながら、授業や会議、学生の指導等で教員の空き時間がほとんどない今の状況では、
参加したくても参加できない、参加しようと思える余裕のない教員がほとんどです。今年度の
講演会、研究会等も十分な参加者があったとは言えない状況でした。また、昨今増えている精
神的な疾患や発達障害を持つ学生への対応方法などの研修も必要でしょう。

教育評価・改善部門では、設置基準の改定による「FD の義務化」を念頭におき、岩手大学
の大学教員研修のあり方について、今後検討を進めたいと思います。

講演会・講習会・研究会の実施
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研究会
　平成 18 年 1 月 11 日 ( 水 )
　「我が国の高等教育の将来像 ( 中央教育審議会答申 )」を読み解く
　大学教育センター専任教員

FD 講演会
　平成 18 年 7 月 14 日 ( 金 )
　「FD の開発と実践 : 山形大学編」
　山形大学高等教育研究企画センター　教授・学長補佐　小田隆治

FD 研究会
　平成 18 年 9 月 11 日 ( 月 )
　「単位制度について考える」
　弘前大学 21 世紀教育センター　教授　土持ゲーリー法一

FD 研究会
　平成 18 年 12 月 18 日 ( 月 )
　「理系基礎教育の実践と e-Learning の活用 〜千歳科学技術大学の事例から」
　千歳科学技術大学光科学部　助教授　小松川浩

IT・FD 講習会
　担当 : 教育評価・改善部門　福永良浩
　平成 18 年 4 月 26 日 ( 水 )・11 月 24 日 ( 金 )
　　　	 「授業に役立つパワーポイントの使い方」
　平成 18 年 5 月 24 日 ( 水 )・12 月 20 日 ( 水 )
	 　　　「授業に役立つ動的なパワーポイントの使い方」
　平成 18 年 6 月 29 日 ( 木 )・平成 19 年 1 月 31 日 ( 水 )
	 　　　「授業に役立つパワーポイント教材の各機能」
　平成 18 年 7 月 25 日 ( 水 )・平成 19 年 2 月
	 　　　「ワードを活用したポスターの作成」
　平成 18 年 8 月 29 日 ( 木 )・平成 19 年 3 月
	 　　　「エクセルを活用したデータ集計」
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教育評価・改善部門　 江本理恵

大学教育総合センターでは、東北地区の他大学の教育視線施設 ( 大学教育センター等 ) 関係
者と情報交換、意見交換等を行える場を設けることを目的として、「大学教育支援施設等交流会
議 ( 仮称 )」の立ち上げを呼びかけました。平成 17 年 7 月 14、15 日に岩手大学にて行われた
設立準備懇談会には、東北地区の国公立大学より参加があり、参加各大学より会議の設立につ
いて合意が得られました。

東北地区
大学教育支援施設等交流会議
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専門教育関係
　　　連絡調整部門



248

平成１７年度　専門教育関係連絡調整部門会議
氏　名　 所　属　

センター長 玉　真之介 大学教育センター
部門長 岡田　仁 全学共通教育企画・実施部門
専任教員（併）（〜１０月） 後藤　尚人 全学共通教育企画・実施部門
専任教員（１０月〜） 山崎　憲治 全学共通教育企画・実地部門

各学部教務委員会選出・兼務教員

吉村　泰樹 人文社会科学部
押切　源一 教 育 学 部
渡邊　孝志 工  学  部
黒田　榮喜 農  学  部

（オブザーバー）
江本　理恵 大学教育センター
中村　一基 大学教育センター
石川　明彦 大学教育センター

平成１８年度　専門教育関係連絡調整部門会議
氏　名　 所　属　

センター長 玉　真之介 大学教育総合センター
専任教員 山崎　憲治 全学共通教育企画・実施部門

各学部教務委員会選出・兼務教員

山内　茂雄 人文社会科学部
菅野　文夫 教 育 学 部
成田　榮一 工  学  部
河合　成直 農  学  部

学務課長 古井　修子 学  務  部
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                          部門長　 玉　真之介
< 平成 17 年度 >

 平成 17 年度の専門教育関係連絡調整部門は、まず「学士課程教育に関する考え方のメモ」
に基づいて、専門教育の重心を修士課程に置いて、学士課程においては全学共通教育を充実さ
せる方向について審議した。ただし、学部間で認識の開きが大きく、十分な議論はできなかった。

それに代わって各学部から強く出されたのは、半期 22 単位の履修上限を緩和するという要
望だった。この要望は、単位制度の実質化を求められている動きと逆行する側面があることから、
直ちに具体化することにはならなかった。

その他にこの部門で検討すべき課題として提起されたのは、「秀」の導入によるきめ細かい成
績評価、厳格な成績評価のためのガイドライン作り、国際交流科目の各学部での単位認定、重複・
類似科目の洗い出しと調整などの課題である。

ただし、平成 17 年度は部門会議を 2 回開催するにとどまったため、これらの課題は、すべ
て翌年度へ課題として持ち越しとなった。

< 平成 18 年度 >
 平成 18 年度の専門教育関係連絡調整部門は、昨年度の反省に立って部門会議を月 1 回のペー

スで定例化し、引き継いだ課題に積極的に取り組んだ。
 まず、学内の教員からも学生からも見直しの要望が強い 22 単位履修上限については、まず単

位制度の基本的な考え方と現実の学習時間との間にギャップがあるという実態認識を確認した。
それを踏まえて、上限単位を 24 単位へ増やした方が学生の学習時間は増加するとの考えに基
づき、来年度アイアシスタントの本格稼働を基礎に単位の実質化への努力を継続することを条
件として、24 単位へ緩和することを決定した。

 次に、「秀」の導入については、「優」が全学共通教育、専門教育共に約 50% にもなってい
る現状を改善するために、きめ細かな成績評価と学生の学習意欲の増進を改正理由として、平
成 19 年度入学生から適用することを決めた。

 国際交流科目の単位認定は、英語の授業を増やすという中期計画に資するもととして、各学部
に検討を依頼し、すでに実施していた人文社会科学部以外の学部でも自由単位として認定する
ことが決定された。

最後に、厳格な成績評価のためのガイドラインについては、教育評価・改善部門で作成した
指針について審議を行い、各学部でその指針に基づいて検討を進めることとなった。

平成 17・18 年度  活動報告
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今年度、これといった結論が出せなかったのが、重複・類似科目の洗い出しと調整である。
工学部、農学部の間に、類似科目があることまでは確認されたが、それ以降については今後の
検討として持ち越された。

以上、引き継いだ課題に加えて、平成 18 年度後期に部門の重要な審議事項となったのは、
専門基礎教育の担当体制についてである。平成 12 年度より基礎教育は専門教育として区分変
更され、人文社会科学部から 4 人の定員が工学部、農学部へ移った。ただし、農学部へ行った
定員はそのまま工学部の福祉システム工学科の新設支援に回され、工学部へ行った定員も福祉
システムの専門教育担当教員となったため、大学全体として専門基礎の担当者が 4 名減少した。

その分は、工学部、農学部が学部の教員の中から担当者を出すことになったが、工学部では
かつての学生定員増に伴う一般教育定員との兼ね合いで担当自体に異論があり、4 名の定員移
動についても学部内で周知されていないことから、とりわけ専門基礎の担当をめぐって以前か
ら不満が表明されていた。

このため、部門会議では、岩手大学の創設にまで遡って、一般教育の担当教員数の推移を調べ、
人文社会科学部の創設を始め改組等によりその定員がどのように推移したかを文書にまとめた。
その内容について部門として確認し、公表することとした。

それとは別に、来年度の数学の実施体制について応急に対応策を決定し、これまでの経緯を
踏まえた専門基礎教育の充実方策は、来年度に検討することとした。
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【18.5.10 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【18.5.10 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【18.10.20 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【18.12.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【18.12.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【18.12.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【19.3.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【19.3.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【19.3.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【19.3.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【19.3.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【19.3.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【19.3.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】
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【19.3.15 専門教育関係連絡調整部門会議資料】

学生生活支援部門
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学生生活支援部門
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平成１８年度　学生生活支援部門会議
氏　名　 所　属　

部門長 玉　真之介 大学教育総合センター

兼務教員
（学部学生委員会選出）

菊池　孝美 人文社会科学部
武田　京子 教 育 学 部
一ノ瀬　充行 工  学  部
東　淳樹 農  学  部

学部選出委員

河田　裕樹 人文社会科学部
菊地　悟 教 育 学 部
堺　茂樹 工  学  部
黒田　榮喜 農  学  部

学生支援課長 菊地　壮 学  務  部
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部門長　　玉　真之介

平成 17 年度まで全学学生委員会が扱ってきた学生生活支援の課題は、平成 18 年度から大学
教育総合センターの学生生活支援部門に引き継がれることとなった。その際、学生委員会が各
学部選出委員 4 名という大所帯だったのを、各学部の兼務教員 1 名と各学部選出教員 1 名にス
リム化した。学生支援課長も委員となり、部門長は当面の間、センター長が兼務することとなった。

全学学生委員会の所管の事項はすべてこの部門に引き継がれたが、新しく期待されたのは兼
務教員による企画力の向上と他の部門、とりわけ正課教育との連携強化である。

部門が最初に取り組んだのは、授業料免除基準の見直しである。法人化と同時に、なるべく
多くの学生に授業料免除を行う趣旨から、免除基準を半額免除基準とし、免除対象者を増やした。
それが法人化 2 年目から申請者の激増となり、適格者であっても予算の制限から免除できない
事態となった。このため、授業料免除基準を全額免除基準へ戻した上で、免除額としては半額
免除を基本とするという新しい方式へ規則の改正を行った。

レッツびぎんプロジェクトは例年通り実施し、11 件の応募から 9 件を選定した。今年度は、
最終活動報告を新入生に聞かせるにはどうすれば良いか検討し、優秀な活動 2 件に入学式のオ
リエンテーションの場で報告させることを決めた。

がんちゃん奨学資金は、貸与希望者が急増した。平成 17 年度の 1 件から平成 18 年度は 22
件となった。

クラス担任と保健管理センター・カウンセラーとの懇談会は、昨年に引き続いて実施された。
また、クラス担任の仕事を明確化し、全学統一的に行うための『クラス担任教員ハンドブック』
の作成を行った。

1 年間の活動を通じて、部門の課題も明確となってきた。まず、学生寮の改修について法人
化後の新しい条件の下でプランを立てる必要がある。学生の不祥事について、全学統一的な懲
戒の基準を定める必要もある。課外活動の現状について調査し、顧問教員に対する手引きの作
成や評価も検討する必要がある。バイク・自転車の駐輪場を整備し、マナーを徹底することも
急がれる。

これらを来年度の課題として続き、さらに機動的に活動を行うことが課題である。

平成 18 年度  活動報告
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就職支援部門
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就職支援部門
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平成１８年度　就職支援部門会議
氏　名　 所　属　

部門長 玉　真之介 大学教育総合センター

各学部就職委員会選出・兼務教員

堀毛　一也 人文社会科学部
大河原　清 教 育 学 部
西谷　泰昭 工  学  部
木村　伸男 農  学  部

就職支援課長 後藤　周悦 学  務  部
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部門長  玉　真之介

平成 17 年度まで全学就職委員会で扱ってきた就職支援の課題は、平成 18 年度から大学教育
総合センターの就職支援部門に引き継がれることとなった。その際、部門のメンバーは各学部
2 名であった全学就職委員会を各学部 1 名の兼務教員にスリム化した。メンバーには就職支援
課長が加わり、部門長は当面の間、センター長が兼務することとなった。

この他、定例の部門会議には、ジョブカフェいわてのカウンセラー中村謙一さんと入試部門
の永野専任教員がオブザーバーとして加わり、特に永野教員は受験生への就職情報の提供の観
点から様々な発言があり、部門間の連携という課題の一端が果たされた。

部門会議では、今年度実施する企業訪問に向けて、統一アンケートの質問項目について検討
を行った。

各種の就職ガイダンスは前年度を参考としつつ継続して実施すると共に、新しいキャリア科
目として、中村謙一さんに OB・OG による講義も織り込んだ「キャリアを考える」を開講して
いただいた。

夏からは兼務教員並びに学部の就職委員会の委員に就職支援課職員とペアで企業訪問をお願
いし、最終的に 147 社の訪問を実施した。そこで集まったアンケートを集計した結果、本学の
卒業生は「積極性 ( 意欲、行動力 )」「コミュニケーション力 ( 表現力、説得力 )」が他の能力と
比較して企業による評価が低いことが明らかとなった。

これらのデータは教育部門で検討し、評価を高めるための意識的な取組へとつなげていく必
要がある。

今年度も 2 月 28 日から 3 月 2 日までの 3 日間、中央食堂を会場に企業合同説明会を実施した。
午前・午後の入れ替えで 353 社がブースを構えて学生との面談に応じた。今年度はこの実施に
ついて部門会議で検討を行い、企業から参加費を徴収すると共に業務を生協にアウトソーシン
グして大幅な合理化を図った。結果は、参加した企業も概ね好評であった。

企業による求人状況が大きく変化していることから、来年度は、開催時期を 9 月、12 月、2
月の 3 回とすることも決定した。

来年度の現代 GP に向けて県立大学や岩手県と協議を行い、「地元定着のための産学官連携
のキャリア支援」で申請することを部門会議で決定した。採択されるかどうかはわからないが、
それにかかわらず来年度から県立大学と協働してアイーナを会場にキャリア教育を充実するこ
ととなった。

平成 18 年度  活動報告
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プロジェクト

放送大学活用研究プロジェクト
アイアシスタント
入学前教育／プレ・アイアシスタント
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岩手大学と放送大学との間における
単位互換モデル構築に向けた研究プロジェクト

教育評価・改善部門部門長　後藤尚人

岩手大学と放送大学は、平成 17 年度より、以下の目的と研究課題をメインテー マと
した「単位互換モデル構築に向けた研究プロジェクト」（放送大学活用研究プロジェクト）
に取り組むこととした。

【目的】
　岩手大学において放送大学が開設する特定の授業科目を教育課程に取り入れ、その教

育効果等を検証することにより、放送大学をより有効に活用するための在り方や改善点等
を明らかにし、放送大学と岩手大学との間の有効な単位互換モデルを構築する。

【研究課題】
（１）放送大学のどのような科目を利用することが有効か。
　　　・語学科目、教養的科目、専門科目等別での検証
　　　・学問分野別の検証
　　　・放送授業の場合の教育効果の検証
　　　・受講者規模、非常勤講師の採用との関係を踏まえた効率性の検証

（２）より教育効果の高い利用法はどのようなものか。
　　　・学生個人で視聴するのではなく、集団で視聴する方法の効果
　　　・放送の一方通行性を補う教育サポートの在り方
　　　・生涯学習の観点から自律型学習を導入する意義

（３）より利用しやすい教育システムとするため、どのような改善が必要か。
　　　・両大学の教務スケジュールの調整
　　　・岩手大学のニーズに応じた放送大学からのサービスの提供
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平成 17 年度 プロジェクト科目の成績状況集計表：放送大学科目履修生分

　
　【試験結果（当該学期実施分）】

　【再試験結果（次学期実施分）】

学期 科 目 名 申込
者数

受験
者数 非受験者数 合格

者数
合格率

(受験者中)
不合格
者数

評 価（内訳）
Ⓐ：
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A：

89～80
Ｂ：

79～70
Ｃ：

69～60
Ｄ：

59～50
E：

49～0

第
１
学
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現代社会と著作権（'02） 13 13 0 11 84.6％ 2 6 5 2

Ⅰ韓国語　 ('02) 35 33 辞退２名 28 84.8％ 5 4 12 2 10 3 2

Ⅱ韓国語　 ('02) 35 33 辞退２名 19 57.6％ 14 5 3 2 9 9 5

第
２
学
期

住計画論（'02） 21 20 未受験１名 20 100.0％ 0 10 4 2 4

細胞生物学（'03） 5 5 0 5 100.0％ 0 5

アグリビジネス（'02） 24 20
レポート

未提出２名
未受験２名

20 100.0％ 0 4 8 6 2

合  計 133 124 - - - - - - 103 83.1％ 21 28 27 18 30 14 7

学期 科 目 名 申込
者数

受験
者数 非受験者数 合格

者数
合格率

(受験者中)
不合格
者数

評 価（内訳）
Ⓐ：

90 以上
A：

89～80
Ｂ：

79～70
Ｃ：

69～60
Ｄ：

59～50
E：

49～0

第
１
学
期

現代社会と著作権（'02） 2 2 0 2 100.0％ 0 2

Ⅰ韓国語　 ('02) 5 5 0 5 100.0％ 0 2 2 1

Ⅱ韓国語　 ('02) 14 14 0 8 57.1％ 6 1 5 2 4 2

合  計 21 21 - - - - - - 15 71.4％ 6 2 5 5 3 4 2
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平成 17 年度 単位互換モデル構築に向けた研究プロジェクト：実施科目一覧

　　 
　【平成 17 年度実施分】

科目分類
科目名

（岩手大学）

科目分類
科目名

（放送大学）
メディア 人 数 学 期 利用形態 受講場所

時間 活用目的 活 用 理 由 & 方 法 課　題

共通基礎科目
「初級韓国語」

共通科目
Ⅰ「韓国語　('02)」
Ⅱ「韓国語　('02)」

テレビ
ラジオ

35
×２ 前期 科目履修生

岩手大学
LL 教室
同一時間

担当者不足
の解消

＊担当者不足により１クラスしか開講さ
れていないため、TA によるクラスを別途
開講。

※ 団体の受講料
※ 受け入れ態勢
※ TA の確保

教養科目
「心の科学」

共通科目
「心理学初歩

('02)」
テレビ (428) 前期 コンテンツ

の利用

岩手大学
大教室 2 室
同一時間

巨大クラス
の解消

＊履修者超過クラスで全員が教室に入り
きらず教育環境が良くないため、2 室の教
室でコンテンツを流し、テレビ会議シス
テムで質問等を受けつける。

※ コンテンツ使用料
※ 双方向テレビ会　
　議システム
※ TA の確保

教養科目
「―」

（自由選択）

共通科目
「現代社会と   
　著作権 ('02)」 

テレビ 13 前期 科目履修生 放送大学
随時

カリキュラ
ムの充実

＊知的財産関係科目充実のために、放送
大学の科目を指定する。

※ 団体の受講料
※ 受け入れ態勢

専門科目
「生活空間論」
「建築文化論」

専門科目
「住計画論 ('02)」 テレビ 20 後期 科目履修生 放送大学

随時
担当者不足

の解消
＊教育学部の生涯教育課程と芸術文化課
程で非常勤講師が担当している科目を、
放送大学の科目にかえる。

※ 団体の受講料
※ 受け入れ態勢

専門科目
「分子生物学」

専門科目
「分子生物学

('05)」
テレビ (120) 前期 コンテンツ

の利用
岩手大学
農学部

教育効果
の検証

＊農学部農業生命科学科の学科共通科目
に放送大学の教材を加味し、教育効果を
検証する。

※ コンテンツ使用料

専門科目
「細胞生物学」

専門科目
「細胞生物学

('03)」
テレビ 5 後期 科目履修生 放送大学

随時
教育効果
の検証

＊農学部農業生命科学科の学科共通科目
を２分割（岩手大学クラス・放送大学ク
ラス）し、放送大学クラスの授業効果を
検証する。

※ 団体の受講料
※ 受け入れ態勢

専門科目
「アグリビジ

ネス論」

専門科目
「アグリビジネ

ス ('02)」
ラジオ 24 後期 科目履修生 放送大学

随時
担当者不足

の解消

＊農学部農林環境科学科の講座科目で担
当者が不足しているため、放送大学の科
目を指定する。

※ 団体の受講料
※ 受け入れ態勢
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教育面における主な問題点・課題
　　
平成 17 年度のプロジェクト実施から明らかになった教育面における主な問題点・課

題は以下のとおりである。

１ 教材の質について
２ 学習センターでの教材利用について
３ 外国語の単位数について
４ コンテンツ利用について
５ ラジオ教材科目について
６ 集団受講と補助教員等の配置について

１ 教材の質について　　
受講者のアンケート等によれば、放送大学の開講科目のうち、オムニバス方式（複数

教員担当による授業）の授業については、担当者間の教授（プレゼンテーション）能力
に差があり、ビデオのでき具合が均一ではなく、中には退屈な授業があるとのこと。放
送大学の授業は一流の教授陣が担当しているはずなので、ただ文書を読み上げるだけで
はなく、メディアの特性を活かした見せるための授業作り等に更なる工夫が必要だと思
われる。

２ 学習センターでの教材利用について　　
本プロジェクトにおいては、同一科目の科目履修生は、岩手大学の科目開講時間に合

わせて、同一時間に集団で受講するという形態（集団受講）をとった。そのため基本的
に週１回の受講（ビデオ等の視聴）であったが、指定された授業時間以外に教材の視聴
を望む学生もいることから、同時に複数の学生が教材の視聴を申し出るという状況をも
想定し、岩手学習センターにおけるビデオ＆ラジオ教材のセット数は、現状の数より多
く配置されたい。

３ 外国語の単位数について　　
すでに取り決められていた岩手大学と放送大学との単位互換制度では、岩手大学の外

国語科目１科目（１単位）を放送大学の外国語科目１科目（２単位）とみなすことになっ
ており、岩手大学で週２回開講される「初級韓国語」に対応させるため、前期に週２回

Ⅰ Ⅱの開講で放送大学の「韓国語　」および「韓国語　」を消化した。
Ⅰ内容面からすれば、週２回を通して「韓国語　」を学期の前半に学習し、後半に「韓

Ⅱ Ⅱ国語　」を学習できればよかったが、「韓国語　」の中間レポートを学期の中ほどで提
Ⅰ Ⅱ出しなければならないため、「韓国語　」を終えないうちに「韓国語　」を始めざるを

得なくなり、内容（外国語のレベル）面から学生にとってはかなりハードなスケジュー
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ルとなった。

４ コンテンツ利用について　　
前期の２科目で通常の授業に放送大学のビデオを補助教材として取り入れた授業を行
なった。通常の授業が補強されると思われたが、当初予想に反し、ビデオ内容が授業に
マッチしていないなどの不満が受講生から寄せられた。
教員が準備している授業内容と放送大学のビデオコンテンツがほぼ同じであれば問題
は生じないと思われるが、両者の内容にズレが生じていると、ビデオ内容に教員が自分
の授業を合わすことになりがちで、放送大学のビデオ中心の授業になってしまうようで
ある。
コンテンツ利用の授業においては、教員が講義内容をビデオに合わすのではなく、教
員主体の授業の中に放送大学のビデオ教材が効果的に組み込まれるよう十分準備しなけ
ればならない。

５ ラジオ教材科目について　　
ラジオ教材の科目については、聴取する内容が教科書とほぼ同一であるため、ラジオ
をただ聴くだけでは受講生に「教科書を読むのとかわらない」といった不満が生じ、
集団受講の形態になじまない側面がある。ラジオ教材の科目を集団受講する場合には、
以下に示す補助教員等を配置して、集団受講のメリット（他の受講生との意見交換など）
を引き出す等の努力が必要であろう。

６ 集団受講と補助教員等の配置について　　
受講者が同一時間帯に放送大学学習センターでクラスごとに受講する場合、ビデオや
ラジオを個々の受講生が個人の興味や必要に合わせて繰り返し視聴できないというデメ
リットが生じる。
その際、ビデオ等を授業時間に１回だけ視聴するのではなく、必要に応じて部分的に
繰り返す等、受講生の要望を聞き、それに応じて授業時間を有効に活用することのでき
る世話役の存在が重要となる。
一方、集団受講は、個人で受講する場合とは異なり、他者との意見交換やディスカッ
ションがその場でできるというメリットがある。そうしたメリットを活かすには、受講
生の立場とは異なる、クラスをリードできる能力を有した補助教員等の配置が望まれる。
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岩手大学と放送大学との間における単位互換モデル構築に向けた研究プロジェクト

平成 18 年度 実施報告書

岩手大学と放送大学は、昨年度に引き続き「単位互換モデル構築に向けた研究プロジェクト」
として、岩手大学における教育環境の問題点を、放送大学岩手学習センターを活用することでど
の程度解消できるのか、また、そのためには何が課題となるのかを検証するため、平成 18 年度に
以下の６科目（科目表記は「岩手大学科目名 / 放送大学科目名」）を開講し、全ての科目について
科目履修生として本学の学生に受講してもらった。

＊「初級韓国語（入門）/ Ⅰ韓国語　 ('06)」（テレビ）［前期：共通基礎科目：39名］
Ⅰ＊「文化論特講　 / 芸術・文化・社会 ('06)」（テレビ）［前期：専門科目：41 名］

＊「初級韓国語（発展）/ Ⅱ韓国語　 ('06)」（ラジオ）［後期：共通基礎科目：39名］
＊「著作権法概論 / 著作権法概論 ('06)」（ラジオ）［後期：教養科目：10 名］

Ⅱ＊「文化論特講　 / マスメディア論 ('06)」（ラジオ）［後期：専門科目：４名］
＊「建築文化論 / 建築意匠論 ('04)」（テレビ）［後期：専門科目：1名］

その結果、履修手続や外国語の単位設定等について、昨年度からの課題が解消された部分や、
引き続き問題点として明確になった事項などがあった。以下項目別にまとめる。

　
　

問題点や課題など
　
　
履修申告時期について

　
＊岩手大学では９月末の成績発表を基に 10 月初めに履修申告を行なっているが、放送大学の科

目登録は 8月上旬となっている。そのため、学生は前期の履修結果が分からないだけでなく、
後期の授業時間割も未確定な状況で後期の履修申告をすることになり、履修者が集りにくい。
早急に放送大学側の履修システムの変更をお願いしたい。

学習センターでの教材利用について　
＊複数の受講者が自由時間に岩手学習センターで教材の視聴ができるように、ビデオ＆ラジオ

教材の配置セット数の増加が望まれる。

外国語の単位数について
　
＊外国語に関する岩手大学と放送大学との単位互換制度を平成 18 年度から改定し、放送大学の

外国語１科目２単位を、岩手大学の外国語１科目１単位を週２回開講することで同等と見な
Ⅰ Ⅱしたことにより、昨年度のような半期で「韓国語　」及び「韓国語　」を消化するという強
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ルとなった。

４ コンテンツ利用について　　
前期の２科目で通常の授業に放送大学のビデオを補助教材として取り入れた授業を行
なった。通常の授業が補強されると思われたが、当初予想に反し、ビデオ内容が授業に
マッチしていないなどの不満が受講生から寄せられた。
教員が準備している授業内容と放送大学のビデオコンテンツがほぼ同じであれば問題
は生じないと思われるが、両者の内容にズレが生じていると、ビデオ内容に教員が自分
の授業を合わすことになりがちで、放送大学のビデオ中心の授業になってしまうようで
ある。
コンテンツ利用の授業においては、教員が講義内容をビデオに合わすのではなく、教
員主体の授業の中に放送大学のビデオ教材が効果的に組み込まれるよう十分準備しなけ
ればならない。

５ ラジオ教材科目について　　
ラジオ教材の科目については、聴取する内容が教科書とほぼ同一であるため、ラジオ
をただ聴くだけでは受講生に「教科書を読むのとかわらない」といった不満が生じ、
集団受講の形態になじまない側面がある。ラジオ教材の科目を集団受講する場合には、
以下に示す補助教員等を配置して、集団受講のメリット（他の受講生との意見交換など）
を引き出す等の努力が必要であろう。

６ 集団受講と補助教員等の配置について　　
受講者が同一時間帯に放送大学学習センターでクラスごとに受講する場合、ビデオや
ラジオを個々の受講生が個人の興味や必要に合わせて繰り返し視聴できないというデメ
リットが生じる。
その際、ビデオ等を授業時間に１回だけ視聴するのではなく、必要に応じて部分的に
繰り返す等、受講生の要望を聞き、それに応じて授業時間を有効に活用することのでき
る世話役の存在が重要となる。
一方、集団受講は、個人で受講する場合とは異なり、他者との意見交換やディスカッ
ションがその場でできるというメリットがある。そうしたメリットを活かすには、受講
生の立場とは異なる、クラスをリードできる能力を有した補助教員等の配置が望まれる。
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行スケジュールが解消され、適切な開講形態となり、学生の評判も良くなった。

コンテンツ利用について
　
＊昨年度「教員が講義内容をビデオに合わすのではなく、教員主体の授業の中に放送大学のビ
デオ教材が効果的に組み込まれるよう十分準備しなければならない」という課題が残ってい
たが、本年度はコンテンツ利用科目を設定しなかったので、課題の検証及び対応はできなかっ
た。

ラジオ科目について
　
＊ラジオ教材の科目については、聴取する内容が教科書とほぼ同一であるため、あえてテープ
を聞く必然性がないという学生からの指摘がある反面、教科書にはないインタビューや対談
を盛り込むなどの配慮がなされている科目もある（マスメディア論）ことが分かった。引き
続きこうした配慮をとりわけラジオ科目についてはお願いしたい。

補助教員等の配置について
　
＊受講者がクラス単位で定められた曜日・時間に受講する場合、ビデオやラジオを毎回繰り返
し視聴できるわけではないというデメリットが生ずるが、個人で受講する場合とは異なり、
他の受講生との意見交換やディスカッションができるというメリットがある。そうしたメリッ
トを活かすためにも、クラスをリードできる補助教員等の配置は必要だと考える。

※ 平成18年度開講分に関しては、受講生へのアンケート等を踏まえ、冊子体の「報告書」
を別途作成する予定です。

＊＊＊ 　　　＊＊＊　　　＊＊＊

19年度開講予定：10科目：受講者数は予定人数：200（科目履修生）＋ 20（コンテンツ利用）

＊「初級韓国語（入門）/ Ⅰ韓国語　 ('06) 」（テレビ）［前期：共通基礎科目：20 名：科目履修生］
＊「人類の歴史と地球の現在 / 人類の歴史・地球の現在 ('07)」（テレビ）

［前期：教養科目：30名：科目履修生］
Ⅰ＊「高年次課題特別講義　/ 岐路に立つ大学 ('04)」（テレビ）

［前期集中：教養科目：20 名：コンテンツ利用］
Ⅲ＊「文化論特講　 / 芸術・文化・社会（'06）」（テレビ）［前期：専門科目：30名：科目履修生］
Ⅲ＊「文化記号論　 / 現代思想の地平 ('05)」（ラジオ）［前期：専門科目：15 名：科目履修生］

＊「初級韓国語（発展）/ Ⅱ韓国語　 ('06) 」（ラジオ）［後期：共通基礎科目：20 名：科目履修生］
＊「数理のひろがり / 数学再入門 ('07)」（テレビ）［後期：教養科目：25 名：科目履修生］
＊「著作権法概論 / 著作権法概論（'06）」（ラジオ）［後期：教養科目：15 名：科目履修生］
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岩手大学＆放送大学岩手学習センター：放送大学活用研究プロジェクト

　
岩手大学における教育環境の問題点が放送大学岩手学習センターを活用することでどの程度解消できるのか、

また、そのためには何が課題となるのかを検証するため、平成 18 年度に以下の科目をそれぞれの形態で開講する。
　
　【平成 18 年度実施分】

放送大学活用研究プロジェクト：2006/02/10　　

科目分類
科目名

［岩手大学］

科目分類
科目名

［放送大学］
メディア 受講

者数 学 期 利用形態
受講曜日

時間
（随時可）

受講場所 活用目的 活 用 理 由 & 方 法 補助教員等

共通基礎科目
「初級韓国語」

入門

共通科目
Ⅰ「韓国語入門　

('06)」
テレビ ４０ 前期 科目履修生

月９・10
＆

水９・10
岩手大学
LL 教室

担当者不足
の解消

＊担当者不足により１クラスしか
開講されていないため、TA によ
るクラスを別途開講。

ネイティヴ TA
（河 京希）

共通基礎科目
「初級韓国語」

発展

共通科目
Ⅱ「韓国語入門　

('06)」
ラジオ ４０ 後期 科目履修生

月９・10
＆

水９・10
岩手大学
LL 教室

担当者不足
の解消

＊担当者不足により１クラスしか
開講されていないため、TA によ
るクラスを別途開講。

ネイティヴ TA
（河 京希）

教養科目
「著作権法概論」
（人間と社会）

専門科目
「著作権法概論

 ('06)」 
ラジオ ５０ 後期 科目履修生 水９・10

放送大学
岩手学習
センター

カリキュラ
ムの充実

＊知的財産関係科目充実のために、
放送大学の科目を指定する。

放送大学
（客員教授）

岩手大学
（法学系教員）

専門科目
Ⅰ「文化論特講　」

専門科目
「芸術・文化・社

会 ('06)」
テレビ ２５ 前期 科目履修生 火７・８

放送大学
岩手学習
センター

カリキュラ
ムの充実

＊人文社会科学部での文化論関連
科目の充実を図る。

放送大学
（客員教授）

専門科目
「文化論特講Ⅱ　」

専門科目
「マスメディア論 

('06)」
ラジオ ２５ 後期 科目履修生 金３・４

放送大学
岩手学習
センター

カリキュラ
ムの充実

＊人文社会科学部で不足している
分野の科目を補う。

岩手大学
後藤 尚人

専門科目
「建築文化論」

専門科目
「建築意匠論 

('04)」
テレビ ２０ 後期 科目履修生 水７・８

放送大学
岩手学習
センター

担当者不足
の解消

＊教育学部の芸術文化課程で非常
勤講師が担当している科目を、放
送大学の科目にかえる。

放送大学
（客員教授）
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教育評価・改善部門　江本理恵

大学教育総合センターでは、「大学教育センターによる組織的授業改善と教室外学習支
援システムの構築」という3年間の教育改革プロジェクトに取り組んでいます。本プロジェ
クトでは、この「組織的授業改善と教室外学習支援システム」として、「In Assistant（ア
イアシスタント）」を開発してきました。平成 19 年度からの本格稼働を目指して、平成
18 年度は全学規模での試行を行いました。

プロジェクト名を分解して、それぞれが意味するものを整理すると以下のようになりま
す。これは、アイアシスタントの開発にあたって、重視した点です。

（１）を達成するために、「アイアシスタント」はすでに学内でその存在が合意されてい
る（しかし、各学部ごとに運営されていた）「Web シラバス」を基盤にしました。「Web
シラバス」をベースとしたことで、「シラバスを入力する」という作業及び「Web シラバ
スを一般公開する」ということに関しては、ほぼ、合意がとれた状態で進めることができ
ました。と同時に、シラバスの項目を統一して各種評価（認証評価や JABEE など）に対
応できるような形式とし、「授業の目的」「到達目標」「成績評価の方法と基準」などの項
目を新しく定義し直しました。さらに、「重複科目※」「セット科目※」という授業実施上
の新定義を取り入れ、「授業実施」という観点から授業科目の見直しを行いました。この
シラバスは、履修申告時期以降は新規に登録・修正はできなくなります。

ただし、Web シラバスをベースとしたことで導入が比較的スムーズにできた反面、「（単
に、今までの）Web シラバスのシステムが新しくなった（だけである）」という見方をさ
れることも多く、下記に示すような「授業改善」のためのシステムであると認識してもら
うことは、今後の大きな課題の 1 つです。
（２）を達成するために、「アイアシスタント」には「授業記録」機能をもたせました。

この「授業記録」は、毎回の授業実施後に、授業で実施した内容を記録したり、配布した
プリントの電子ファイルやプレゼンテーションの電子ファイルを登録しておくことができ

（１）大学教育センターによる→「全学」として導入できるもの。今後の FD の基 
　　　 盤となるもの。
（２）組織的授業改善→「イベント」的にではなく「日常的に」授業改善に役立つ 

　　　 もの。
（３）教室外学習支援→学生の授業時間外の予習・復習を手助けするもの。また ,     

　　　 教員が学生に予習・復習をさせる試みを行う時の手助けになるもの。

In  Assistant
アイアシスタント
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ます。これにより、当初にたてた計画（シラバス）と授業の実態（授業記録）を比較で
き、実態に合わせた授業の計画、必要であればカリキュラムの改善に役立てることがで
きます。つまり、「アイアシスタント」を積極的に活用することにより、シラバス（計画 :
Plan）→授業（実施 :Do）→記録・見直し（評価 :Check）→改善（改善 :Action）とい
う授業実施・改善に関わる PDCA サイクルが成立します。「アイアシスタント」は、「シ
ラバス」と「授業記録」の 2 つを実装したことにより、日常的な授業改善につなげられ
るシステムとなりました。また、シラバスと授業の記録（配布したプリントや実施した
テストなどを含めて）の 2 点は、今後の各種評価（認証評価、JABEE 等）対策ともなり
ます。
（３）を達成するために、「アイアシスタント」には学習支援機能として LMS（CMS）※

の基本的な機能を盛り込みました。学習支援は授業期間中に、学生へのレポートを出題、
回収したり、簡単なドリルを出題して採点したり、といった作業にかかる教員の手間を
省くための機能です。これを活用していただいて、レポート等の出題回数を増やすこと
によって、学生の学習意欲の維持・向上、教室外学習（授業時間以外の学習）の時間を
増やすことにつなげることを目的としています。

平成 19 年度の大きな課題は、「（２）の組織的授業改善（PDCA サイクル）をどのよう
に「日常的に」「実質的に」行わせるか」、「（３）を用いて、どう学生に学習をさせるのか、
その実践事例をどう各教員に広めていくのか」、この 2 点です。

■プロジェクトスケジュール
2005 年

4 月下旬 仕様策定委員会 発足

9 月上旬 仕様書完成・公示

10 月 19 〜 24 日 技術審査期間

10 月 25 日 入札

11 月 開発業者の決定→開発開始

2006 年

3 月 試行モニターの募集、説明会

4 月中旬 試行モニターによる試行開始

10 月 1 日 全学規模での試行開始

2007 年

1 月 26 日 シラバス入力開始

3 月 29 日 シラバス入力終了

【注】
※重複科目 : 旧カリキュラムと新カリキュラムで名前が違う科目、複数学部をまたがって開講している科目など、1 つの授業として開講されているが複数の

時間割コードをもっている科目を「重複科目」と定義しました。
※セット科目 : セットで履修すること（ペア履修）が要求される 2 つ以上の科目（例えば外国語科目）をセット科目と定義しました。
※ LMS（Learning Management System）:LMS（エルエムエス）とは Learning Management System（ラーニングマネージメントシステム）の略で、学習状

況を管理できるシステムを指します。
※ CMS（Course Manegiment System）:CMS（シーエムエス）とは Cource Management System（コースマネージメントシステム）の略で、上記 LMS と同じものを

指しています。
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■シラバス入力状況（3 月末）
全学共通教育科目  　                   登録済授業数 622　開講授業数 631　登録率　98.6%

人文社会科学部（専門教育科目）・人文社会科学研究科（専門科目）

                                                     登録済授業数 876　開講授業数 709　登録率　80.9%

教育学部（専門教育科目）・教育学研究科（専門科目）

                                                     登録済授業数 1003　開講授業数 1252　登録率　80.1%

工学部（専門教育科目）・工学研究科（専門科目）※平成 20 年度開講科目も含む

                                                     登録済授業数 578　開講授業数 745　登録率　77.6%

農学部（専門教育科目）・農学研究科（専門科目）※平成 20 年度以降開講科目も含む

                                                     登録済授業数 800　開講授業数 872　登録率　91.7%

■学会発表等の記録
江本理恵，「In Assistant（アイアシスタント）」，樹氷 ICT 教育ハンドブック（地域ネットワーク FD" 樹氷 "），2007，

10-15．

江本理恵，後藤尚人，In Assistant（アイアシスタント）の全学的導入と FD，第 13 回 大学教育研究フォーラム発表論

文集，2007，86-87．（口頭発表 : 江本理恵，後藤尚人，In Assistant（アイアシスタント）の全学的導入と FD，第

13 回 大学教育研究フォーラム，京都大学，2007 年 3 月 27 日）

江本理恵，後藤尚人，In Assistant（アイアシスタント）を基軸においた FD の試み，日本教育工学会第 22 回全国大会

講演論文集，2006，1029-1030．（口頭発表 : 江本理恵，後藤尚人，In Assistant（アイアシスタント）を基軸にお

いた FD の試み，日本教育工学会第 22 回全国大会，関西大学，2006 年 11 月 5 日）

江本理恵，「全学統一拡張 Web シラバス」システムを基軸においた FD の試み，第 55 回東北・北海道地区大学一般教

育研究会研究集録，2005，39-41．（口頭発表 : 江本理恵，「全学統一拡張 Web シラバス」システムを基軸におい

た FD の試み，第 55 回東北・北海道地区大学一般教育研究会，岩手県立大学，2005 年 9 月 8 日）

江本理恵，後藤尚人，「全学統一拡張 Web シラバス」システムを基軸においた FD の試み，日本教育工学会第 21 回全

国大会講演論文集，2005，359-360．（口頭発表 : 江本理恵，後藤尚人，「全学統一拡張 Web シラバス」システム

を基軸においた FD の試み，日本教育工学会第 21 回全国大会，徳島大学，2005 年 9 月 23 日）

■アイアシスタント説明会・講習会実施の記録
◇モニター対象 試行説明会・意見公開会

＊試行説明会

平成 18 年 3 月 30 日（木） 10:30 − 12:00

平成 18 年 5 月 12 日（金） 17:00 − 18:30

　　　学生センター棟 2F 会議室

＊意見交換会

平成 18 年 7 月 5 日（水）   9:00 − 10:20

平成 18 年 7 月 5 日（水）  16:30 − 17:50

　　　情報処理センター 2F 端末室

◇全教員対象 説明会・講習会

＊アイアシスタント全般の説明会

平成 18 年 9 月 11 日（月） 13:30 〜 15:00 学生センター棟 G19

平成 18 年 9 月 12 日（火） 10:30 〜 12:00 学生センター棟 G19

平成 18 年 9 月 13 日（水） 13:30 〜 15:00 テクノホール

平成 18 年 9 月 15 日（金）  10:30 〜 12:00 農学部北講義棟 2 番講義室  
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＊シラバス、授業記録を中心とした説明会

平成 19 年 1 月 9 日（月）13:30 〜 15:00  学生センター棟 G1

平成 19 年 1 月 9 日（水）16:30 〜 18:00 農学部北講義棟 2 番講義室

平成 19 年 1 月 10 日（木）10:30 〜 12:00  学生センター棟 G1

平成 19 年 1 月 10 日（火）16:30 〜 18:00  工学部 17 番講義室

＊授業記録、学習支援機能を中心とした説明会

  平成 19 年 4 月 9 日（月）13:00 〜 14:30      人文社会科学部 3 号館 3F H332 講義室

  平成 19 年 4 月 10 日（火）13:00 〜 14:30       工学部 1 号館 1F テクノホール

＊学生を対象とした説明会

  平成 19 年 4 月 20 日（金）　学生センター棟 G2 大講義室

＊アイアシスタント全般の講習会

平成 18 年 7 月 24 日（月）16:30 〜 18:00

平成 18 年 7 月 26 日（水）10:30 〜 12:00

平成 18 年 7 月 27 日（木）16:30 〜 18:00

平成 18 年 8 月 1 日（火）16:30 〜 18:00

平成 18 年 8 月 4 日（金）10:30 〜 12:00

　　　　　すべて情報処理センター 2F 端末室

＊アイアシスタント全般の講習会

平成 18 年 9 月 19 日（火）16:30 〜 18:00（教育学部 1 号館 : サイバースタジオ 101）

平成 18 年 9 月 20 日（水）10:30 〜 12:00（工学部 1 号館 2F21 番講義室）

平成 18 年 9 月 20 日（水）13:30 〜 15:00（農学部北講義棟 2F 情報処理演習室）

＊シラバス、授業記録を中心とした講習会

平成 19 年 1 月 18 日（木） 13:00 〜 15:00 情報処理センター 2F 端末室

平成 19 年 1 月 18 日（木） 16:00 〜 18:00 教育学部 1 号館 1F CS101 教室

平成 19 年 1 月 19 日（金） 10:00 〜 12:00 情報処理センター 2F 端末室

平成 19 年 1 月 19 日（金）  13:00 〜 15:00 工学部テクノホール 2F T21 教室  

＊授業記録、学習支援機能を中心とした講習会

平成 19 年 4 月 9 日（月）16:00 〜 18:00 情報処理センター 2F 端末室  

平成 19 年 4 月 10 日（火）16:00 〜 18:00 情報処理センター 2F 端末室  

◇アイアシスタント リーフレット・ガイドブックの作成

2006 年 9 月

教員用リーフレット作成

学生用リーフレット作成

2007 年 1 月

教員用リーフレット作成

シラバス入力の手引き

2007 年 3 月

教員用ガイドブック作成

学生用ガイド作成
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アイアシスタント : シラバス入力の手引き
平成 19 年度版

                                                               

平成 19 年 1 月 15 日

                                                      岩手大学大学教育総合センター

                                                              教育評価・改善部門

アイアシスタントのシラバス項目は、より良い教育の実施を目的とした岩手大学の中期計画・目標の達成を目指し
て設計されています。特に、今回は、教育目標及び成績評価に関する部分を強化しました。その 1 つが、「授業の目的」、

「それに基づいた履修目標による成績評価基準を作成し」に対応する「到達目標」と、それに対応させた「成績評価方法」
と「成績評価の基準」の項目です。各授業科目において、「授業の目的」と「到達目標」を明示し、これらに基づいた「成
績評価方法」及び「基準」を設計、明記することで、中期計画・目標の達成を目指します。
「シラバス」には授業の内容説明書としての役割があります。学生との間の「契約書」という考え方もあります。

そこで、本システムでは、履修時に示した「シラバス」を残すため、シラバス入力期間を設け、入力期間後（学生の
履修申告後）は、入力、修正ができない仕組みになっています。

このアイアシスタントは、学務情報システムからの情報を取り入れています。したがって、科目名や担当教員名等、
学務情報システムやその他の学内のシステムからの情報は、初期値として表示されます。

アイアシスタントのシラバスは、3 つのステップ（3 つの画面）で入力します。以下に、ステップ（画面）ごとの
各項目についての解説を記します。

■シラバス各項目解説
【Step1】

科目名
担当する授業科目名が初期値として表示されています。

科目名（英文）
担当する授業科目名の英文表示が初期値として表示される予定です。現時点では「平成 20 年度より表示さ

れます」と表示されています。
重複科目名

重複科目とは、実質的には 1 つの授業科目なのに、学務情報システム上、複数の時間割コードを持っている
授業科目のことです。例えば、新カリ・旧カリでそれぞれ授業科目名が違う（ただし授業としては 1 つの授業
として開講している）科目や、教職科目等で複数の学部（学科）を対象として開講している科目が該当します。
重複科目名欄には、入力中のシラバスの時間割コード以外の時間割コードを持つ科目名が表示されます。新カ
リのシラバスを入力しているときには、ここには旧カリの科目名が重複科目名として表示されます。

重複科目の場合、My 時間割の該当箇所にはすべての重複科目名が表示されます。アイアシスタントでは、
重複科目と認識された場合には、1 つの科目でシラバスを入力すれば、入力内容が他の科目にも反映されます。
ただし、「主な対象学生」に関しては、該当時間割コードが対象としている学生（学部、学年等）を指定して
ください。

セット科目名
セット科目名とは、当該学期においてセットで履修すること（ペア履修）が要求されている 2 つ以上の科目（例

えば外国語科目）があった場合、その（セットとなる）相手の科目名のことです。セット科目の場合は 1 教員
1 シラバスという設計になっています。例えば、外国語の授業で、1 人の教員が週 2 回のセットクラスを受け持っ
ている場合、シラバスは 1 つとなります。逆に、週 2 回のセットでの履修が必要なクラスでも、それぞれの担
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当教員が違えば、シラバスは 2 つになります。なお、セット科目名は、外国語のように同じ科目名である場合
もあれば、講義と実験というように科目名が異なる場合もあります。ここも、該当する科目がある場合には初
期値として表示されます。

主な対象学生（※必須入力項目）
履修の対象となる主な学生についての情報を入力します。履修対象学生の、学部、学科、課程、コース、学年、

入学年度などを選択して入力してください。区分については、必修の場合のみ、「必修」を選ぶようにしてく
ださい。今回のシラバスは主な対象学生の指定は 5 つまでとなっています。全ての履修対象学生を指定できな
い場合もありますので、「主な」対象を指定してください。

履修学生の学籍番号や氏名等は、履修申告後、学務情報システムより取り込まれますので入力する必要はあ
りません。

科目の種別 /ESD との関連 / 他学部開講科目 / いわて 5 大学単位互換科目 / 公開授業講座 / 高大連携科目 
  該当する授業科目の場合、「○」「C1」などが自動的に表示されます。この項目欄の中には、シラバス入力時

期以降に表示されるものもあります。
履修上の条件

ここには、この授業を履修する上での必要条件を入力します。例えば、ある授業科目が履修済みであること
を前提としている場合や、科目 A、B の両方を履修しないと資格取得や卒業の要件を満たさない場合など、そ
の旨を入力してください。

  ※ 90 文字以内（半角・全角を問わず）
オフィスアワー（※必須入力項目）

ここには、授業を履修している学生の質問や相談を研究室にて受ける日時を入力します。また、「事前にメー
ルで予約してほしい」など、何か要望がある場合には、それも書いてください。非常勤講師の場合にも、「授
業時間の後」、「メールで日程を相談してほしい」など、学生が質問や相談したい時にどうすればよいのかを書
いてください。

※ 45 文字以内（半角・全角を問わず）
公式サイト / 個人サイト

公式サイトには大学で提供している大学情報データベースの該当 URL が表示されます（専任教員のみ）。自
分のページを設定したい場合には、個人サイトに URL を入力します。

他の担当教員
アイアシスタントは、学務情報システムから授業科目、担当教員の情報を得ていますが、学務情報システム

には、1 つの授業科目に 1 人の担当教員（代表者）のみが登録されています。複数の担当者で 1 つの授業科目
を担当している（オムニバス方式で実施されている科目など）場合、授業科目名は、代表者の My 時間割上に
のみ表示されています。代表者がこの科目を担当する教員を登録すれば、その登録された教員も、My 時間割
上に授業科目名が表示され、その授業科目の授業記録や学習支援などの機能を使うことができるようになりま
す。

登録したい教員のアカウント（メールアドレスの @ マークより前の部分）を入力し、[ 追加 ] ボタンをクリッ
クしてください。名前が一覧として表示され、登録することができます。

ただし、シラバスに関しては、代表者しか入力できません。
キーワード

その授業に関するキーワードを 6 つまで入力できます。ここにキーワードを入力すると、科目名、担当教員
名と共に、簡易検索（フリーワード）時にもヒットします。

※ 1 キーワード 12 文字以内（半角・全角を問わず）

【Step2】
授業の目的 （※必須入力項目）

大学及び学部、学科、課程、コース、分科会等の教育目標に照らし合わせて、教員としてこの授業を実施す
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る目的、この授業を履修する学生に望むこと、履修することで学生にぜひ身につけてもらいたいと思う能力な
どを、教員の立場から示してください。

※ 250 文字以内（半角・全角を問わず）
到達目標 （※必須入力項目）

上記の「授業の目的」に対応づけ、学生からの視点で、この授業を履修し学習することで何ができるように
なるのか、どのような能力が身に付くのかを具体的に示してください。

この到達目標に対応させて後述の「成績評価の方法と基準」を設定するには、できるだけ客観的測定が可能
な形に具体化して記述する必要があります。例えば、「○×を理解する」という到達目標を設定した場合、学生
が「○×を理解した」のかどうかをどのように確認するのかが困難です。そこで、「○×を説明できる」「○×と
△◇の類似点と相違点を指摘できる」など、「学生が何をできるようになればいいのか」を「学生の行動」と
して具体化します。これにより、例えば「○×を説明できる」という到達目標であれば、期末テスト、レポー
ト等において「○×を説明せよ」という問題を設定し、実際に説明できるできないを評価基準とすることがで
きます。

この到達目標では、「可」（単位を出す、出さないの境目）となるための「最低限の到達点」だけではなく、「良」
になるには「最低限」ここまで、「優」となるには「最低限」ここまで、「秀」となるには「最低限」ここまで
到達して欲しいという期待的な内容を盛り込むこともできます。また、複数の到達目標を組み合わせて判断さ
れる場合も想定されます。この場合には、成績評価の判断に使う到達目標を可能な範囲内で明記してください。

  ※ 350 文字以内（半角・全角を問わず）

                                                                               

授業の概要 （※必須入力項目）
15 回の授業の全体像を把握できるよう、授業の概要を具体的にまとめてください。
※ 300 文字以内（半角・全角を問わず）

授業の形式 （※必須入力項目）
講義形式、演習形式、実習、実験など、授業を行う形式を入力します。
※ 90 文字以内（半角・全角を問わず）

教室外学習 （※必須入力項目）
「単位の実質化」の観点からは、1 単位は 45 時間の学修と定義されています。したがって、半期 2 単位の授

 

【参考】
目的    

1.実現しようとしてめざす事柄。行動のねらい。めあて。「当初の—を達成する」「—にかなう」「旅行の—」  

2. 倫理学で、理性ないし意志が、行為に先だって行為を規定し、方向づけるもの。

目標

1. そこに行き着くように、またそこから外れないように目印とするもの。「島を—にして東へ進む」

2. 射撃・攻撃などの対象。まと。「砲撃の—になる」   

3. 行動を進めるにあたって、実現・達成をめざす水準。「—を達成する」「月産五千台を—とする」「—額」

[ 用法 ]

目的・目標——「目的 ( 目標 ) に向かって着実に進む」のように、めざすものの意では相通じて用いられる。

◇「目的」は、「目標」に比べ抽象的で長期にわたる目あてであり、内容に重点を置いて使う。「人生の目

的を立身出世に置く」

◇「目標」は、目ざす地点・数値・数量などに重点があり、「目標は前方三〇〇〇メートルの丘の上」「今

週の売り上げ目標」のようにより具体的である。 

「大辞泉」より引用                
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業科目では、1 コマ（90 分）の講義に対して、4 時間の教室外学習が必要となります（1 単位の場合は 1 時間
の教室外学習です）。残念ながら、昨今の学生はなかなか「自学自習」ができません。そこで、授業を担当す
る教員として、教室外学習として何を望んでいるのかを具体的に指示してください。

※ 180 文字以内（半角・全角を問わず）
成績評価方法と基準 （※必須入力項目）
  評価方法

評価方法とは、学生がこの授業を受講することで身につけた能力を測定するための測定方法に該当します。
今回は、平常点、レスポンスカード /i カード、小テスト、課題、期末テスト / レポートが予め入力されていま
す。これらは編集可能なので、必要に応じて削除したり追加入力したりすることができます。

※ 18 文字以内（半角・全角を問わず）
  割合

それぞれの評価方法が、全体の評価に及ぼすおおよその割合を、百分率（%）で入力してください。
※ 3 桁以内

  評価観点
評価の観点として、「関心・意欲」といった情意的領域の目標にあたるもの、「技能・表現」といった精神運

動的領域の目標にあたるもの、「知識・理解」、「思考・判断」といった認知的領域の目標にあたるものが考え
られます。現時点では、この 4 つの観点が入力されていますが、これらは編集可能なので、必要に応じて削除
したり追加入力したりすることができます。

具体的には、先に定めた評価方法で、どの観点の能力（学習効果）を測定するかを明らかにしていきます。
この時、必ずしも、1 つの評価方法に対して 1 つの評価観点のみを対応させる必要はありません。例えば、レ
スポンスカードを用いて、「関心・意欲」観点で「講義の内容に沿った内容が十分な分量書かれている」、「知識・
理解」観点で「講義で扱った概念を正しく説明できている」など複数の観点で学習の成果を測定することも可
能です。

この方法に対して重視する観点を○、参考にする観点を「△」などを入力してください。
※ 5 文字以内（半角・全角を問わず）

  評価の基準（具体的に）
それぞれの成績評価方法、観点で測定した学習成果に対してどのような基準で成績をつけるか（点数に換算

するか）を明確に設計します。例えば、期末にレポートを課すのであれば、そのレポートに対してどのような
基準で点数をつけるのかを明記します。具体的には、「適切な問題が設定されている」「設定した問題の背景を
説明している」「設定した問題に対してどのような課題が存在しているのかを指摘できる」「その解決策につい
て、既存の学説等がどのように述べているのかを挙げることができる」「既存の意見を踏まえた上で、自分は
どのように考えるのかを述べることができる」など、到達目標に達するまでの経過点をいくつか提示し、これ
が達成されていたら何点、などと採点基準を明確に記述します。複数の評価方法や観点で測定した結果を総合
的に判定する場合でも、それぞれの測定結果をどのような基準で判定し、それをどのように総合的に判断する
のかを、出来る限り明確にしてください。

ここを明確にすることで、15 回の授業を通して何を学生に伝えたいのか、何を身につけて欲しいのかが、
教える側にとっても明確になります。また、中期目標・計画で求められているのもこの点で、今後の「社会（企
業・保護者・学生など）への説明責任」に応えることにもつながります。

※ 700 文字以内（半角・全角を問わず）
  特記事項

「出席して実験を行うことを重視します」「課外セミナーへの参加等も評価として加える」など、成績評価に
関係することで、学生に伝えてきたい点があれば、入力してください。

※ 90 文字以内（半角・全角を問わず）
プログラム上の位置づけ

各学部、学科、課程、コース等で提供するカリキュラムの中で、該当科目がどのような位置づけにあるのか
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を記述します。
  ※ 200 文字以内（半角・全角を問わず）

履修における留意点
「コンピュータの操作方法については各自で復習しておくこと」「予習・復習に十分な時間が必要になります」

など、「必須条件」ではないが、履修する上でぜひとも認識していて欲しい事項があれば、ここに入力します。
※ 120 文字以内（半角・全角を問わず）

教科書や参考文献の登録
指定教科書、参考文献等がある場合には、ここに指定します。以下の 4 つの指定ができます。
教科書 : 学生に購入させる教科書を指定します。
参考文献 : 参考文献を指定します。
貸出禁止 : 参考文献のうち、図書館において「貸出禁止図書」（図書館にその文献が複数冊ある場合には、
そのうちの 1 冊を貸し出し禁止の扱いにします。）扱いにしたい本は、「貸出禁止」として指定します。
貸禁 & 専用配置 : 参考文献のうち、図書館において「貸出禁止 & 専用配置図書」（図書館にその文献が複数
冊ある場合には、そのうちの 1 冊を貸し出し禁止かつ専用書架に配置する扱いにします。）扱いにしたい本は、

「貸出禁止 & 専用配置図書」として指定します。

【Step3】
各回の到達目標

この回 / 週（以下「回」のみ表記）の授業を受けた結果、学生が何を知り、何ができるようになるのかを「学
生の具体的な行動」の形で入力してください。Step2 の到達目標と同じく、例えば「理解する」では、学生は、
自分が本当に教員が期待するレベルで「理解した」のかどうかを確認できません。したがって、「○×について
説明できる」「○×と○△の違いを指摘できる」などの具体的な形で考えてください。

大学の授業では、ある具体的な文献を読む、ある具体的な問題について議論することを通して、学生に「そ
の学問のものの見方や考え方を伝えたい」など、必ずしも学習内容を記憶することを目標としているわけでは
ないものも多いと思います。この回の「学習内容」を学習することを通して、教える側として何を伝えたいのか、
何をわかってもらいたいのか、何を身につけて欲しいのか、これを示すのが「各回の到達目標」となります。

この各回の到達目標は、学生に対する学習の指針ともなります。つまり、授業に出席して話をきいて「わかっ
た、理解した」と学生が思ったとしても、その「理解」は、多くの場合は表層的な、受容した（話をきいたこ
とがある、読んだことがある）といったレベルのものです。そこで、この各回の到達目標に、学生自身が自分
自身で到達したかどうか確認できるような形で記述します。これにより、学生が授業で話をきいて「わかった、
理解した」と思ったとしても、その回の到達目標に「○×と○△の違いを列挙できる」と書かれていれば、自
分で「列挙できるか」という確認ができるわけです。もし、それが「できなかった」場合には、学生本人が、
自分は先生が期待するレベルでの「理解」はできていないのだ、もっと深く考える必要があるのだ、というこ
とに気がつくきっかけとなる、そのような可能性を持たせてください。

この「各回の到達目標」は必須入力項目ではありません。授業内容に応じて、ポイントとなる回にのみ設定
するなど、柔軟に活用してください。

  ※ 300 文字以内（半角・全角を問わず）
授業内容 （※必須入力項目）

各回（週）の授業で扱う具体的な「学習内容」を入力してください。
この授業内容は必須入力項目です。授業によっては、学生と相談の上内容を決める場合などがあるかと思い

ます。その場合には、例えば、「相談の上、以下の候補の中から輪読する本を決める」、「担当者が担当部分に
ついて発表する」など、現時点でわかる範囲で記入してください。毎回違う内容を入力する必要もありません。



299

授業にあわせて柔軟に運用してください。
※ 300 文字以内（半角・全角を問わず）

備考
各回の到達目標、授業内容以外に学生に伝えたいことがある場合には、ここに入力してください。
※ 90 文字以内（半角・全角を問わず）
その他、何か学生に伝えたいことがある場合には、ここに入力してください。
※ 300 文字以内（半角・全角を問わず）

【登録について】
シラバスの入力が終わったら、「登録」ボタンをクリックして登録してください。この時、必須項目を入力

していない場合や、行数が多すぎて印刷時に 1 ページに入りきらない場合には、赤字でメッセージが表示され、
登録されません。その場合、シラバスを修正して、再度「登録」ボタンをクリックしてください。

登録前に、とりあえず一時的に入力したものを保存しておきたい場合には「一時保存」ボタンをクリックし
てください。「一時保存」状態では、シラバスの登録は完了していませんので、入力を完成させ、「登録」して
ください。

【PDF の作成】
作成したシラバスを PDF ファイルとしてダウンロードすることができます。シラバスの入力・登録が終了

したら、[ 登録状況確認 ] ボタンをクリックして、シラバス閲覧画面を表示させてください。シラバス閲覧画
面の右上にある [PDF] ボタンをクリックすると、シラバスの PDF ファイルが作成、ダウンロードされ、表示
されます。ただし、印刷の都合上、PDF ファイルに収録されるのは Step1、Step2 の項目のみで、さらに各項
目の行数に制限があります。そのため、Web 上では入力・表示されていても（制限文字数以内でも）、PDF ファ
イルに変換した時に、後半が表示されないことがあります。必ず確認して、行数が多い場合には、行数を減ら
してください。

シラバスの印刷は、この PDF をもとに行う予定です。

※アイアシスタントは、ログイン後、一定時間（90 分）サーバとの通信がないとログアウト（自動的に接続が切断

される）します。ブラウザからシラバスの各項目を入力している状態で一定時間を過ぎるとログアウトしてしまい、

せっかく入力した内容が登録できずに消えてしまいます。入力時には、こまめに「一時保存」保存ボタンをクリッ

クしてください。

※開発にあたり、様々な授業開講形態に対応できるよう調整を行いましたが、もしかすると対応できていない授業も

あるかもしれません。万が一、シラバスの初期値等に不具合がある場合には、大学教育総合センター

    （uec@iwate-u.ac.jp）までご相談ください。

  

  

  

  

  

  



教員用画面





学生用画面
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教育評価・改善部門 　江本理恵

大学教育総合センターでは、平成 18 年度に「入学前教育」の実施と入学前教育用のポー
タルサイト「プレ・アイアシスタント」の開発に取り組みました。これは、平成 18 年度
教育研究支援施設経費（戦略経費）事業として採択された「全入時代の「学び支援教育プ
ログラム」開発事業」〜入学前教育・リメディアル教育・転換教育の教材及び実施方法の
開発〜」の一環として実施されたものです。
「入学前教育」とは、推薦入試や AO 入試等で早い時点で入学が決まった高校生を対象

として、大学入学までの間に（大学が）行う教育のことです。英語や数学、物理などの教
科に関する学習を行わせる場合と、「レポートの作成」など、大学での学習を体験させる
場合の 2 通りが主に行われています。特に私立大学で盛んに行われており（ベネッセコー
ポレーションが 2005 年度に AO 入試を実施した大学を対象とした調査の結果、74% の
大学が入学前教育を導入していた）、また、予備校などによる入学前教育の教材も数多く
開発されています。

このような状況の下、岩手大学では入学前教育が必要かどうか、また、行うとすればど
のような教育が効果的か、入学前教育実施にあたっての問題点は何か、教育効果はあるの
か、などの検討を行うことを目的として、今回、入学前教育プログラムを開発・実施し、
その評価を行いました。

※詳細については別冊子「入学前教育実施報告書」に掲載予定です。

■入学前教育の実施目的
今回実施する入学前教育の目的としては、以下のものが考えられます。

「学ぶ意欲の維持・向上」
推薦入試の場合、合格直後には大学での勉強に対する意欲が高い状態にあっても、入学までの期間が長いた

め、その間に学習に対する意欲が低下する生徒も少なくありません。
大学から直接生徒へ働きかけることにより、この「意欲低下」を防ぎ、大学教員との関わりを通して、学習

意欲を向上させる効果が考えられます。
「大学での学習への導入」

大学入学後、高校までの「勉強」から大学での「学習」にうまく転換できずに、大学での学習についていけ
なくなる学生も少なくありません。そこで、「専門書を読んでのレポートの作成」「ニュース・レポートの作成」
等、従来の受験勉強とは違う、自分で考え、自分で表現しなければならない課題を出題し、提出されたレポー

入学前教育の実施
プレ・アイアシスタント
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トに添削を行って返却する、といった教育を通して、この「学びの転換」を促進させる効果が考えられます。
「未履修教科・苦手教科の補強」

合格後、入学までの期間は、未履修対策や弱点の補強に最適な時期です。英語や物理、化学などの専門教育
における基礎となる教科が未履修だったり、非常に苦手だったりする場合には、この期間にじっくり補強して
おくと、入学後の学習でのとまどいが少なくなる効果が考えられます。

■「入学前教育」課題の設定
岩手県の多くの県立高校では、推薦入試合格者もセンター試験を受験する、という指導を行っています。そ

のため、「推薦入試の合格者に大量の CD-ROM 教材を送られると困る」などの入学前教育には批判的な意見も
高校の教員からは聞かれました。一方、一般入試を受験する生徒を優先し、推薦入試の合格者に対しては何も
対策をしない高校も多く、「入学前教育」としてどの程度の分量の課題を課すか、というのは、大きな検討課
題となりました。

・必須か任意か
岩手県の県立高校の中には、一般受験の生徒と同様に推薦入試合格の生徒もセンター試験の対策や一般受験

の対策をさせるところもあります。また、平成 18 年度は「未履修」問題のため高校において「補習」が予定
されていたこと、この機会に短期留学をしたり、運転免許をとったりする生徒もいるだろうことなどを勘案し
て、課題提出については「任意」（希望者のみ）という方針をとることとしました。

・教科学習かレポートか
入学前教育として、教科学習（数学や英語、物理などの高校の範囲の学習）を行わせる場合と、レポートの

作成などを行わせる場合とがあり、どちらを中心におくのかを検討しました。入学前教育は、未履修対策（専
門を学ぶ際には「物理」が必要なのに、高校では「物理」を履修していなかった生徒に「物理」を勉強させる、
など）として高い可能性を持つ教育方法だけれども、今回は「大学での学習への導入」という目的を優先させ、
全学部の学生を対象として実施できる共通の課題として「読書リポート」を課題として出すことにしました。

また、「未履修教科・苦手教科の補強」のため、生徒の希望と状況に応じて、必要ならば高校までの学習の
復習ができる環境を提供することを検討しました。教材を送付する、教材を送付し提出させ、それを添削して
返却する、等の方法もありますが、添削する人材の確保が難しいこともあり、今回は自学自習用の e-Learning
教材を提供することを検討しました。

■共通課題の設定
「大学での学習への導入」という目的で、共通課題として「読書リポートの作成」を課しました。

⇒資料２

■プレ・アイアシスタントの開発
入学前教育実施の難しさは、対象となる生徒と顔を合わせる機会がないことです。推薦入試合格者を集めて

講義を実施している大学もありますが、合格者が全国に及ぶことを考えると、あまり現実的ではありません。「学
ぶ意欲の維持・向上」の目的達成のためには、対象生徒と大学との関わりを少しでも促進するための工夫が必
要となります。

今回、この目的達成のために、推薦入試合格者を対象とした、「プレ・アイアシスタント」というポータル
サイトを開発しました。このシステムは「共通課題」の提出機能が中心ですが、教員が登録したおすすめの本
を閲覧したり、対象生徒同士で登録した「図書紹介カード」を閲覧したりすることで、大学入学後の生活への
興味を高めることができるような機能も持たせました。

プレ・アイアシスタントの各機能
・最新情報

サイト内に何らかの更新があった場合、その更新内容が表示されます。クリックすると、その該当更新ペー
ジが表示されます。
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・共通課題
共通課題の「読書リポート」用の機能です。

「ここへクリック」をクリックすると、「共通課題の取り組み方」が書かれたページが表示されます。
「課題図書一覧」は今回の「読書リポート」で課題とした図書の一覧です。タイトルをクリックすると、課

題図書に関する情報が表示され、また、ここから作成した読書リポート（電子ファイルのみ）を提出すること
もできます。

・おすすめの本
教員が登録した「おすすめの本」についての情報を見ることができます。

・図書紹介カード
生徒は自分が読んだ本の感想等を「図書紹介カー

ド」として登録することができます。登録された「図
書紹介カード」は、対象生徒間でお互いに見ること
ができます。

・質問カード
岩手大学の教員に対して、生徒が質問することが

できます。質問に対する返信は、同じくこの質問カー
ドを通して行われます。

・教科学習
千歳科学技術大学の小松川研究室で開発・運営さ

れている電子学習システムへのリンクが設定されて
います。千歳科学技術大学との連携で、今年度はこ
のシステムを使わせていただきました。

■実施結果
スケジュール

平成 18 年 11 月 　推薦入試合格発表後、対象者の所属する高校長への連絡（資料 1）
平成 18 年 12 月 15 日　入学手続き者に対し、入学前教育に関する情報を提供（資料 2）
平成 19 年 1 月 24 日 　教科学習用 e-Learning 開始の連絡（資料 3）
平成 19 年 2 月 24 日 　提出期限を連絡するためのはがきを送付：（資料 4）

名前の書かれていないレポートやどの課題図書を選んだのかが明記されていないレポート等もあった
ため、レポートにはタイトルをつけること、名前を書くこと、などを確認する内容を取り入れた

平成 19 年 2 月 28 日　レポート提出〆切
センター関係教員（玉、岡田、山崎、永野）によるレポート添削作業
平成 19 年 3 月　レポート返却発送

「読書リポート」の提出状況
人文社会科学部	 31 名	 （対象者 :49 名、提出率 63%）
教育学部	 27 名	 （対象者 :49 名、提出率 55%）
工学部		  56 名	 （対象者 :109 名、提出率 51%）
農学部		  22 名	 （対象者 :30 名、提出率 73%）
合計		  136 名	 （対象者 :237 名、提出率 57%）

プレ・アイアシスタント　学生用トップページ
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プレ・アイアシスタントの利用状況

プレ・アイアシスタントにログインした人数 175 名 
					     （対象者 ;237 名、ログイン率 74%）
「読書リポート」提出者中、プレ・アイアシスタントにログインした人数 119 名

					     （対象者 ;136 名、ログイン率 88%）
「読書リポート」提出者中、プレ・アイアシスタントを用いて提出した人数 93 名

					     （対象者 ;136 名、提出に利用率 68%）

＊課題提出〆切日の増加は当然のこととしても、それ以前でも、定期的にアクセスする学生が存在しました。
これは、「TA による「図書紹介カード」の投稿」など、サイト内のこまめな更新が貢献していると考えら
れます。

＊また、予想通り、センター試験後よりアクセス数が増えています。岩手県内の県立高校生は、センター試
験終了してからこの入学前教育に取り組み始めたと考えられます。

千歳科学技術大学 e-Learning 教材の利用状況
人文社会科学部	 17 名	 （平均 :230 分、最大 :630 分）
教育学部	 19 名	 （平均 :303 分、最大 :1000 分）
工学部		  47 名	 （平均 :608 分、最大 :4630 分）
農学部		  21 名	 （平均 :604 分、最大 :3010 分）
合計		  104 名	 （平均 :490 分、最大 :4630 分）

■「読書リポート」アンケート結果集計
読書リポート提出者 94 名分

1. 入学予定学部 [a. 人文社会科学部  b. 教育学部  c. 工学部  d 農学部 ]
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2.「読書レポート」の目的は理解できましたか ?

3.「読書レポート」の作成の仕方はわかりやすかったですか ?

4. 課題図書についてどう感じましたか ?

5.「読書レポート」の作成は順調に進みましたか ?

＊レポートの作成そのものが初めての生徒が多かったらしく、リポートの作成は大変だった、苦労した、と
いう意見が多く見られました。

6.「読書レポート」は大学の学びを知る上で役立ちましたか？

＊苦労してレポートを作成し、提出までこぎ着けた、という経験は、生徒にとって得るものが多かったこと
がわかります。今回の「読書リポートの作成」という課題は、目的の 1 つである「大学での学習への導入」
の達成に効果があったと言えるでしょう。
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■「プレ・アイアシスタント」アンケート集計結果
 読書リポート提出者 94 名分

1.「プレ・アイアシスタント」にログインしましたか ?
 a. ログインした   77（82%）   b. ログインしなかった 17（18%）

＊ログインしなかった理由の多くは、「パソコンがなかった」「パソコンがネットワークにつながっていなかっ
た」というものでした。

                                     
2.「プレ・アイアシスタント」の使い方でわかりにくかったところはありますか ?

 a. あった  12    b. なかった  75
＊千歳科学技術大学の e-Learning システムの使い方がわかりにくかった（うまく使えなかった）という意見

が多くありました。このシステムは機能が多く複雑なものなので、パソコンの性能やネットワーク速度に
よっては、うまく使えなかったようです。

3. 入学前教育のシステムとして、「プレ・アイアシスタント」があってよかったと思いますか ?
＊リポート提出者の半分以上が「よかった」と回答していることから、「プレ・アイアシスタント」は「学ぶ

意欲の維持・向上」の目的達成に一定の効果があったことがわかります。

4.「プレ・アイアシスタント」のどの仕組みがよかったですか ?

＊サイトを通してリポートを提出できる機能が便利という意見が多く見られました。

＊ 2 冊ほどしか登録されていないのにも関わらず、「先生からの「おすすめの本」」を選んだ生徒がいる、と
いうことから、生徒は大学からの情報（大学教員からの生の情報）をほしがっていることが示唆されます。

＊課題作成上の疑問点を質問できる質問カードは、限られた学生でしたがよく活用されていました。
＊教科学習に対する希望は多く、パソコンがない生徒向けのものも欲しい、という意見が見られました。
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■今後の課題
平成 19 年度以降、この「入学前教育」を実施するにあたっての課題は以下の通りが考えられます。

「入学前教育」実施に関わる教員の確保
・サイトの管理（サイト開設の準備、質問カードへの回答、図書紹介カードの登録、おすすめの本の登録等）
・レポート回収・発送作業等に関わる作業
・レポート添削
今年度は、大学教育総合センターの 4 名の教員（玉、岡田、山崎、永野）が中心となってレポートの添削と

コメントの作成を行いましたが、このレポート添削の教員の確保が今後の最も大きな課題です。
「課題図書」の選定方法

今年度は試行の意味もあり、センター長が課題図書を決めましたが、各学部の特徴を出した課題図書を選定
する、という方法もあります。また、共通の課題図書、各学部の課題図書、と 2 種類の共通課題を出題する方
法も考えられます。

出題方法
出題されたレポートの中には、タイトルを書く、小見出しをつける、名前を書く、といったレポートの基本

ができていないレポートも多く見られました。このような「レポート課題」出題の際には、レポート作成にお
ける基本から指示を出す必要があるようです。アンケートからも、「書き方がわからなかったので、書き方の
例が欲しかった」という意見が多く見られました。出題方法として、「例」を示すのが本当に良いのかは意見
の分かれるところですが、ただ、対象生徒は「レポートを書きなさい」と言われても「レポートが何か」「ど
のように書くものなのか」といったことがわからないことは明らかです。おそらく他の 1 年生も同じ状況だと
考えられるので、初年次の基礎ゼミナール等において、「レポートの書き方」について指導する必要性がある
ことがわかります。また、1 年生に「レポート」を出題する際には、その出題方法に工夫が必要であることも、
これらの結果から示唆されます。

デジタルデバイドへの対応
家にパソコンがない , あってもネットワークにつながっていない , ネットワークが遅いなど . プレ・アイア

シスタントや e-Learning 教材を活用できなかった生徒もいます .
「読書リポート」の提出者のうちの「プレ・アイアシスタント」へのログイン率をみると ,「プレ・アイアシ

スタント」にログインすることにより ,「学習意欲の維持・向上」が行われ , それが「読書リポート」の提出
につながっていることが考えられます .

プレ・アイアシスタントにログインできない生徒に対する対策も今後の課題の 1 つです .
e-Learning 教材の補強

自学自習用の e-Learning 教材を活用する生徒も多く , また ,「受験して入ってくる人との勉強量の差が心配
です」という質問をしてきた生徒もいました . 推薦入試で早く合格が決まった分だけ , その間も受験勉強して
いる同級生との勉強量の差を心配している生徒もいるようです . このような生徒たちへ , 様々な教材を提供で
きるようにすることも今後の課題の 1 つです .
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資料１：推薦入学合格者在籍高校長への案内
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資料２：推薦入学合格手続き時に配布　
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資料３：教科学習（e-Learning 教材）開始の案内・マニュアル
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資料５：レポート返却時添付、実施アンケート



322



323

がんちゃん



岩手大学
大学教育総合センター

年次報告 2005-2006
平成 19 年 7 月 25 日　発行

●編集・発行
　岩手大学　大学教育総合センター
　岩手県盛岡市上田３丁目１８−３４

●印刷・製本
　杜陵高速印刷株式会社

（C)2007 Iwate University : University Education Center Printed in Japan








